
Title わが国会計制度の国際的調和化をめぐる一考察-確定
決算主義批判の再考-

Author(s) 田中, 将

Citation 大阪大学, 2005, 博士論文

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/838

rights

Note

The University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKAThe University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

The University of Osaka



わが国会計制度の国際的調和化 をめぐる一考察

一確定決算主義批判の再考一

大阪大学大学院法学研究科

博士後期課程

法学 ・政治学専攻

田中 将



〈 目 次 〉

序章 問題 の所在

第一章

第1節

第2節

第1款

第2款

第3款

第3節

第二章

第1節

第1款

第2款

第3款

第4款

第5款

第2節

第三章

第1節

第2節

第3節

第4節

第 四章

会計基準の国際的調和化の意義 とその動向

会計基準の国際的調和化の意義

欧米における会計基準 と国際会計基準

国際会計基準(IAS)の 生成 と発展

l

Q
/

Q
ノ

会計基準調和化 の動 向 と国際会 計基 準一EUを 中心 に一

サーベイ ンズ=オ ックス リー法の成 立 とその影 響

会計基準の国際的調和化 とわが国の方向性

確定決算主義の意義 と逆基準性

わが国における法人所得課税 と商法

わが国における法人税の計算構造

わが国商法上の計算書類

わが国における法人所得課税の沿革 と商法

法人税法第22条 第4項 の立法趣 旨

法人税法第22条 第4項 と同法第74条 との関係

確 定決算主義 と逆基準性

会 計基準の国際的調和化 と 「真 実かつ公 正 な概観(trueandfairview)」

確 定決算主義 と 「真実 かっ公 正な概観 」

OECD報 告書 におけ る議 論

Ruding委 員会報告書 にお ける結論 と勧 告

二っの報告書の示唆するもの

3

3

5

1

1

7

7

7

0

5

1

1

8

6

丹-

門1

8

1

1

1

3

4

4

4

4

5

5

6

1
0

(
U

O
O

n
6

Q
/

0
ノ

フランスにおけ る第4指 令 の国内法化 と 「忠実な写像(imagefidele)」

第五章 結語

103

…105

114

1



序章 問題の所在

各国 の企 業会計(1)基準は,そ れぞれ 国にお け る企業観 や取 引の実情 を反 映 しつつ,独 自

の発展 を遂 げてきた。 そ して,そ の結果 として,た とえ同一 の会計事象 に対す るもので あ

って も,そ の会計処理方法が国に よって相違 す る とい う状 況が,往 々 に して存在す る。

しか し,企 業活動 が主 として国内市場 を対象 として行 われ ていた時代 にあ っては,企 業

の財務情報 を利用す る利害 関係者 の主たる関心が国内企業 間の業績 比較 にあ ったが故に,

この よ うな状況の弊 害が表 面化す ることは,さ ほ どなかった。 いわ ゆるメイ ンバ ンク ・シ

ステム と株 式持ち合 い等の下で資 金調達 を行 って きたわが国企 業の場合,銀 行等 の金融機

関が,資 金調達だけではな く企 業経営のモニ タ リングを も実質的 に行 って きたため,わ が

国企 業は市場 と直接 的 に対 峙す る必要性 が低 く,そ の結果 として,株 主及び投資家 に対 し

て情報 開示 を積極的 に行 うことを強 く要請 され なかった とい う事情 もU7,そ の背景 にある

と考 え られ る。

しか しなが ら近年,資 本調達活動 を中心 とした企業活動の国 際化及び投資 家の投資活動

にお ける国際化 の急速 な進 展(3),並 び に これ らに伴 う企業業績 の国際的な比較可能性 の担

保 の 要 請 を 背 景 と して,企 業 に 関 す る 会 計 基 準 に っ き,そ の 国 際 的 な 調 和 化

(harmonizarion)あ るいは統一化(uniformity)を 図るべ きで ある とす る論 議や活動 が,わ

(1)一 般 に,営 利 を目的 とした私企業 における会計 を 「企業会計」 とい うが,こ の 「企業会計には財務

会計 と管理会計 とい う2つ の領域がある」(飯 野利夫 『財務会計論 〔三訂版〕』(東 京:同 文舘 出版,

平成9年(1997年))1の4頁)と されるのであるが,本 稿 における 「企業会計」は,こ れ ら二つの

領域の うち,企 業 の利害関係者に対 して当該企業の財政状態及 び経営成績 を報告す るための会計であ

る財務会計 を意味 している。 なお,以 下において和暦 には,必 要に応 じて西暦を併記す るものとす る。

(2)経 済産業省=企 業経営 と財務報告に関す る研究会(座 長 伊藤邦雄一橋大学教授)『 企業経営 と財

務報告に関する研究会報告書』(平 成14年(2002年)・4月)1頁 。

(3)例 えば,『 平成14年 度株式分布状況調査 の調査結果 について』(全 国証券取引所,平 成15年

(2003年)6月16日)33頁 に資料 として掲げられている 「所有者別持株 比率の推移」表によれば,平

成元年(1989年)度 に3.9%で あった内国上場会社の上場普通株式に係 る外国人(法 人及び個人)の

持株比率は,平 成14年(2002年)度 には16.5%へ と激増 し,過 去最高 を記録 してい る。
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が国 のみな らず 国際的に活発化 している(4J。

ここで,主 として証 券取引所上揚会社 の財務 報告 について規制す る証券取引法 に基づ く

わが国企業の財務 内容 の開示実態 に関しては,「 現在 の よ うに極端に内容の乏 しい情報開

示 で は,金 融機 関ばか りでな く多 くの 日本 企業の実態はわか らない とい う評価 が海 外で定

着」(5)して しまった と主 張 され,わ が 国にお ける企 業内容 開示 の実態 に対す る不信感 は,

バ ブル崩壊 後 のわが 国大企 業にお ける経営破 綻や 不祥事 の続発(6)と相侯 って,証 券取引市

場 にお ける平均株価 の大幅な下落(7Jや,金 融機 関が海 外で資金調達 を行 う際の,い わ ゆる

(4)経 済産業省=企 業経営 と財務報告に関する研究会,前 掲注(2)書,1頁 では,「 近年,我 が国で

は,株 式持ち合いの解消等 を通 じて企業の経営内容に高い関心を持つ実質的な株主が増加 してお り,

投資上の判断に資す る有用性 が高 く信頼性が確保 された情報 をより積極的に開示す ることが市場か ら

従来以上に強く求められ るよ うになってきてい る。また,同 時に,経 済のグローバル化が進み,企 業

の事業活動や資金調達が国際的に行 われるようになっている中で,国 際的にも通用 し評価 され る財務

報告が強 く要求され るようになってきている」 とす る。

(5)八 城政基 「金融 ビッグバ ンと公認会計士への期待」 『皿CPAジ ャーナル』第10巻 第2号(通 巻第

511号,平 成10年(1998年)2月)4頁 。

(6)経 済産業省=企 業経営 と財藷報告 に関する研究会,前 掲注(2)書,41頁 では,「 粉飾決算又は会

計や監査に疑問が呈 された主な事例」 として,ヤ オハ ン ・ジャパ ン(平 成9年(1997年),会 社更

生),山 一謹券(平 成9年(1997年),自 主廃業),三 田工業(平 成10年(1998年),会 社更生),

目本長期信用銀行(平 成10年(1998年),特 別公的管理),日 本債券信用銀行(平 成10年(1998

年),特 別公的管理)な どの事例が掲 げられてお り,ま た,「 違法 あるいは不適切な企業行動により

財務報告に多大な影響 を与 えた事例」 として,大 和銀行(現 り'そな銀行)ニ ューヨーク支店で発生 し

た米国債取引に係 る巨額損失事件(平 成7年(1995年)),住 友商事で発生 した銅地金不正取引に係

る巨額損失事件(平 成8年(1996年)),ヤ クル トで発生 したデ リバテ ィブ取引に係 る巨額損失事件

(平成10年(1998年))な どの事例が掲げ られてい る。

(7)東 京証券取引所における市場第1部 上場銘柄 の平均株価(日 経225種 平均株価)の 終値 は,平 成元

年(1989年)12月29日 に38,915円87銭 とい う終値べ一スでの史上最高値 をっ けた後,平 成15年

(2003年)4月28日 には7,607円88銭(最 高値比195%)の 水準まで下落 した。
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ジ ャパ ン ・プ レ ミア ム(Japanpremium)(8),あ るい は 警 句(レ ジェ ン ド)問 題(9)等 とい っ

た 形 で わ が 国経 済 に 深 刻 な影 響 を 与 える に至 っ た。

この よ うな状 況 の 下,わ が 国 にお いて は,企 業,と りわ け株 式会 社 に関 す る会 計 基 準 の

国 際 的 調和 化 及 び 企 業 内容 開 示(disclosure.デ ィ ス ク ロー ジ ャ ー)の 充 実 ・強 化 を図 る こ

とが 喫 緊 の課 題 とな り(10),平 成9年(1997年)以 降,企 業 会 計 審議i会 よ り数 多 くの 意 見

(8)ジ ャパ ン ・プ レミアムとは,「 邦銀が海外の金融市場で資金調達す る場合,欧 米の一流金融機 関よ

りも高い金利(プ レミアム)で ない と調達できない現象」 をいい,「1997年 本邦銀行 の不良債権問題

の深刻化に伴い,一 時1%以 上のプ レミアムを課せ られたことがあった」が,「99年 の公的資金の大

規模投入以来,プ レミアムは漸次縮小,沈 静化 してい る」とされ る(金 森久雄 ・荒憲治郎 ・森 口親司

編 『有斐閣 経済辞典(第4版)』(東 京:有 斐閣,平 成14年(2002年))562頁)。

(9)警 句(レ ジェン ド)問 題 とは,わ が国企業が任意に作成する英文財務諸表(a皿ualreport)等 に,

「この財務諸表は日本の会計基準で作成 されてお り,ま た監査 も日本 の監査基準で行 われている」な

どといった警句(LegendClause.)が,ア メリカの四大監査法人か らの国内提携監査法人に対す る指示

に基づき付記 されてい る問題 を指す。 この警句は,「 我が国の会計基準に従って作成 された財務諸表

を,外 国の利用者の便宜のために米国基準やIAS基 準の様式 に近い様式に調整 し英文で表現する(英

文財務諸表)場 合,海 外の利用者が米国基準やIAS基 準で作成 したものと誤認する リスクを軽減する

ために設 けられたもの」(山 崎彰三 「レジェン ド問題のその後」 『JICPAニ ュース レター』(東 京:

日本公認会計士協会)第132号(平 成15年(2003年)11月)4頁 。同 「日本基準英文財務諸表に対す

る監査報告書について」 『JICPAニ ュースレター』第74号(平 成ll年(1999年)7月)16頁 参照)

で あるとされ,そ れ は,わ が国の会計や 監査への不信 を背景 とす るため,わ が国経済界は,こ の レジ

ェン ド問題 の早急な解決 を求めてい る(日 本経済団体連合会 『会計基準に関する国際的協調 を求め

る』(平 成15年(2003年)10月21目)11(2))。 なお,日 本経済 団体連合会 は,2002年5月 に経

済 団体連合会(経 団連)と 日本経営者団体連盟(日 経連)と が統合 して発足 した総合経済団体である。

(10)平 成8年(1996年)11月,当 時の内閣総理大臣か ら大蔵大臣及び法務大臣に対 し,金 融システム

改革に関す る指示がな されたが,そ の改革め重要事項 として,「 デ ィスクロージャーの充実 ・強化」

及び 「会計制度の国際標準化」が含 まれていた(大 蔵省 ・法務省 「商法と企業会計の調整 に関す る研

究会報告書」 『旬刊 ・商事法務』第1496号(平 成10年(1998年)7月5日)29頁)。 なお,商 法 と

企業会計 の調整に関す る研 究会(座 長 江頭憲治郎東京大学教授)は,法 務省(法 務大臣官房参事

官)と 大蔵省(証 券局企業財務課長)が 共 同で,商 法学者,会 計学者及び実務家の参加 を求めて開催

したものである。
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書 あるいは会計基準が公 表 された。また,証 券取引法 関連 の諸法令 に関 して は,企 業 内容

開示の一層 の拡充 を図 るべ く,数 度 に亘 る大規模 な改正が矢継 ぎ早に な されてい る。

他 方,商 法計算規定に関 して も,金 銭 債権の評価規 定(商 法第285条 の4)の 改正(平

成ll年 法律 第125号),会 社分割法 制 の創設 に伴 う規定の整備(平 成12年 法律第90

号),自 己株 式 の取得規制等の見直 しに係 る規定の整備(平 成13年 法律第79号)が 行 わ

れ る とともに,『 株式会社 の貸借対照表,損 益計算書,営 業報 告書及 び附属 明細書に関す

る規則』(昭 和38年 法務 省令第31号 。以下,「 旧計算書類規則」 とい う。)に ついて

も,平 成9年(1997年)(法 務省令第42号),平 成10年(1998年)(法 務省令第53

号),平 成12年(2000年)(法 務省令 第22号)及 び平成13年(2001年)(法 務省令 第

66号)に お いて改正 が行 われ,証 券取 引法関連法令 との調整 が 図 られた。

さ らに,株 式制度 の見直 し ・会社関係 書類の電子化等 に係 る規定の整備(平 成13年 法

律第128号),監 査役 の機能 強化 ・取締役 等の責任 の軽減 に関す る要件 の緩和 ・株主代表

訴訟制度 の合理化 につい ての改正(平 成13年 法律第149号)が 行 われ たのであるが,こ

れ らの法律 によ る改正後 の商法及 びr株 式会社 の監 査等 に関す る商法 の特例 に関す る法

律』(昭 和49年 法律第22号 。以下,「 商法特例法」 とい う。)の 施行 に伴 い,旧 計算書

類規則,『 大会 社の監査報告書 に関す る規則』(昭 和57年 法務省 令第26号),『 大会社

の株 主総会 の招集通知 に添付すべ き参考 書類等 に関す る規則』(昭 和57年 法務省令第27

号)及 び 『株 式会 社の貸借 対照表,損 益計算書,営 業報告 書及 び附属 明細書 に関す る規則

の特例に関す る省令』(昭 和57年 法務省令 第42号)の 一部 を改正す る必要が生 じるとと

もに,・電磁 的記 録や電磁 的方 法 につ き,新 た な法務省令 を制 定す る必要性 も生 じた。 ま

た,商 法第32条 第2項 が規定す る 「公正ナル会計慣行」 に関連 して,貸 借 対照表の資本

の部の記載方法 につ いて 『自己株式及び法定 準備金 の取崩 等 に関す る会計基準』 が設定 さ

れ た こ とに伴い,旧 計算書類規則 の一部 を改 正す る必 要性 も生 じ,委 員会等設置会社の許

容,連 結計算書類 の導入,資 産 に関す る評価規 定等や 配当可能 限度額計算上 の控 除額 に関

す る規定 の省令委任 が,平 成14年 商法改正 によ り実現す るこ とが見込 まれ た。 そこで,

これ らの省 令が対象 とす る事項及び 『商法第406条 ノ3第1項 の届 出に関す る規則』(昭

和49年 法務省令第26号)を 整備 ・統合す るた めに,新 たに 『商法施行規則』(平 成14
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年 法務省令第22号)が 公布 されたω。

そ の後,平 成14年(2002年)商 法改正(平 成14年 珠律 第44号)に よって,計 算関係

規定の省令委任 が実現す る とともに,商 法施行規則 の改 正案 が平成14年(2002年)ll月

(11)江 原健志 ・太田 洋 「商法施行規則の概要」 『皿CPAジ ャーナル』第14巻 第7号(通 巻第564号,

平成14年(2002年)7月)40頁,弥 永真生 『コンメンタール商法施行規則』(東 京:商 事法務,平 成

15年(2003年)1-2頁 。

『自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準』(財 務会計基準機構 一企業会計基準委員会,

平成14年(2002年)2月21日)は,財 団法人財務会計基準機構(Financial』AccountingStandards

Foundation:FASF)の 中心的機関である企業会計基準委員会(Acco㎜ 血lgStandardsBoard:ASB)が,

企業会計基準第1号 として公表 したものであるが,こ の基準については,金 融庁 から 「一般に公正妥

当と認 められる企業会計の基準」として取 り扱 う旨のガイ ドラインが公表 され,会 計制度上の規範性

が付与 されている。 また,FASFの 設立9団 体(経 済団体連合会,日 本公認会計士協会,全 国証券取引

所協議会,日 本証券業協会,全 国銀行協会,生 命保険協会,日 本損害保険協会,日 本商工会議所,日

本証券アナ リス ト協会)名 で,ASBの 公表する企業会計基準に準拠 し,あ るいは判断の拠 り所 となる

企業会計上の規範であるとの声明が公表 され,実 質的な規範性が与 えられている(斉 藤静樹ほか 「座

談会 『自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準』等の一連の公表をめぐって」 『JICPAジ

ャーナル』第15巻 第2号(通 巻571号,平 成15年(2003年)2月)11-12頁(西 川郁夫発言)。 金

融庁総務企画局 「財団法人財務会計基準機構 ・企業会計基準委員会 の公表 した 『自己株式及び法定準

備金 の取崩等に関する会計基準』の取扱いについて」 『∬CPAジ ャーナル』 第14巻 第6号(通 巻第

563号,平 成14年(2002年)6月)135頁,経 済団体連合会ほか 「(財)財務会計基準機構 ・企業会計

基準委員会から公表され る企業会計基準等の取扱い(準 拠性)に ついて」 『JICPAジ ャーナル』第14

巻第「7号(通 巻第564号,平 成14年(2002年)7月)139頁 参照)。

71原 健志 ・太田 洋 「商法施行規則の概要」 『JICPAジ ャーナル』第14巻 第7号(通 巻第564号,

平成14年(2002年)7月)43頁 も,「 企業会計基準委員会 は,我 が国における企業会計基準の設定を

事実上委任 された機関であるので,商 法における計算規定に関 して も,商 法第32条 第2項 の趣 旨に照

らして,同 委員会が公表 した基準に可能な限 り対応 することボ望ましい と考えられ る」 とする。

なお,FASFは,「 民間における人材や資源を結集 し,一 般に公正妥当と認め られる企業会計の基準

の調査研究 ・開発,デ ィスクロー ジャー制度その他企業財務 に関す る諸制度 の調査研究及びそれ らを

踏まえた提言並びに国際的な会計制度への貢献な どを行い,も ってわが国にお ける企業財務に関する

諸制度の健全な発展 と資本 市場の健全性の確保に寄与することを目的」 として,上 記9団 体に企業財

務制度研究会を加 えた民間10団 体により,平 成13年(2001年)7月26日 に設立された。
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12日 よ りパ ブ リック ・コメン ト手続 に付 され,そ の結果 に基 づき 『商 法施 行規則 の一部

を改正す る省令』(平 成15年 法務省令 第7号)に よって,商 法施行規則 の改正が行われ

た。

しか しなが らこれ らの改正後 も,わ が国企 業会計 と,企 業会計にお ける事実上の国際標

準 とな ると目されてい る 『国際会計基準(lnternationalAccountingStandards:IAS)』 ない

しは 『国際財務報告基準(lnternationalFinancialReportingStandazds:IFRS)』,あ るいはア

メ リカにお ける 「一般 に認 め られ た会計原則(GenerallyAcceptedAc◎ountingPrinciples:

GAAP)」(12)と の完 全 な一致 は図 られてお らず,ま た,こ れ らの基準や原則 自体 も必要 に

応 じて改正が行 われ ることか ら,今 後 ともわが 国企業会計制度 の更 なる改正作業 は不可避

と考 えられ る。事 実,商 法に関 して は,計 算 関係規定 の改正 を含む会社法制 の現代化へ 向

けた具体的検討 が既 に開始 され てい るところで ある(13)。

ここで,現 在 のわが国 におけ る企業会計は,商 法計算規定(商 法が委任す る商法施行規

則等の省令 を含 む。 以下 同 じ。)を その基幹 としつっ も,証 券取 引法及 び 「法 人税 法等 」

(本稿では,わ が国の法人税 法及び 同法 の特例 を定め る租税特別措置 法を中核 とした,法

人税に係 る関連諸 法令 をい うもの とす る。以 下同 じ。)と が それ ぞれ別個 に,し か し相 互

に密接 に 関連 しなが らこれ を規 制す る とい う特 殊 な状 況(い わゆ る 「トライ ア ングル 体

(12)加 藤教授によれば,「 アメ リカにおける会計原則は 『一般 に認 められた会計原則』 といわれ,会

計プ ロフェッシ ョンの権威 のもとに,会 計プロフェ ッションまたはそれが 中心 となって構成す る会計

原則設定機 関(今 日ではFASB)の プロナ ウンスメン トとして出され～.法として定められるものではな

い」(加 藤盛弘 『一般に認められた会計原 則』(東 京:森 山書店,平 成6年(1994年))11頁)と さ

れる。 したがって,そ れは,わ が国の 『企 業会計原則』(昭 和24年(1949年)7月9日,経 済安定本

部=企 業会計制度対策調査会 中間報告)の ように二っの体系的成文基準 としての形態 を採 るものでは

な く,ア メリカの企業会計実務の中で一般 に認 められ,権 威づけられた様 々な意見書(statement)や 解

説書等によって構成 される総体的実質基準 を意味する。

なお,FASB(FinancialAccountingStandardsBoald.財 務会計基準審議会)は,1973年 に設置 された,

アメ リカにおける私企業に係 る会計原則を設定する私的機 関(privatesector)で ある。

(13)法 制審議会会社法(現 代化関係)部 会(部 会長 江頭憲治郎東京大学教授)に おいて,平 成14年

(2002年)9月25日 腿降,会 社法 の現代化 に関す る検討 が進 め られてお り,そ れが,平 成15年

(2003年)10月22日 に 『会社法制の現代化に関す る要綱試案』 として取 りま とめ られるとともに,

同年10月29日 よ り法務省民事局参事官室において,パ ブ リック ・コメン ト手続に付 された。
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制 」(14))下 において行われ てい る。 ここにおいて,法 人税 法等 の規定,と りわけ,法 人 の

確 定 した決算(15)を基礎 として課 税所得計算を行 わせん とす る確定決算主義 の存在 が,わ が

(14)新 井清光 ・白鳥庄之助 「日本 における会計の法律的及び概念的 フ レームワー ク」 『皿CPAジ ャー

ナル』第3巻 第10号(通 巻第435号,平 成3年(1991年)10月)29頁 。

(15)株 式会社の計算は,原 則 として,株 主総会の承認によって確定する(商 法第283条 第1項 。商法

特例法上の大会社及びみな し大会社 に関す る特例について,商 法特例法第16条 第1項,第21条 の31

第1項 参照)か ら,こ こにい う 「確定 した決算」 とは,原 則 として 「法人がその決算に基づ く計算書

類につ き,当 該事業年度終了の 日の翌 日から2か 月以内に開催 された株主総会で承認決議 のあった決

算を指すものと解 され る」(昭 和62年9月18日 大阪地判(昭 和61年(行 ウ)第52号)『 シュ トイエ

ル』第310号(1988年(昭 和63年)1月)20頁)の である。 しか し学説は,「 確定 した決算」の意義

につき,「 確定 した決算 とい うのは株主総会 などで承認 された決算 をい う」 としながらも,「 しか し,

株主総会な どで正式に承認の手続 がとられていない ときでも,法 人が正規の決算 と考えているものも

含まれ る」(清 永敬次 『税法(第 五版)』 法律学全書5(京 都:ミ ネル ヴァ書房,1998年)116頁)と

解 している(同 旨,武 田昌輔 ・後藤喜一編著 『DHC会 社税務釈義』(東 京:第 一法規出版,・1964年

(昭和39年))第7巻4303の3頁)。

判例 もまた,「 た とえ商法上の確定決算上の手続に依拠せず,従 って商法上は違法であるとしZも,

確定申告自体が,実 質的に,法 人の意思に基づきな された もの と認め られ る限 り,税 法上は(法 人税

一筆者)法74条 に基づく有効な申告 として扱 うものと解す るのが相 当であるj(昭 和54年9月19日

東京地判(昭 和52年 特(わ)第3362号)『 税務訴訟資料』第ll2号(昭 和56年(1981年)1月)1269

頁)と する。

なお,委 員会等設置会社 における利益処分案の確定権 限が,実 質上,取 締役会に委譲 されてい る点

につ き,「 業務執行や監督の受託者に過 ぎない取締役で構成 される取締役会が,利 益処分の決定権限

を有す ることは,正 当化の根拠 をみいだす ことが困難である」 との批判がなされている(末 永敏和 ・

吉本健一 『平成14年 商法改正対応 新 コーポ レー ト・ガバナンスの読み方 ・考 え方』(東 京:中 央経

済社,平 成14年(2002年))202頁)。
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国 「会 計基 準の国際調和化 を促進す る上 で大 きな阻害要因 となってい る」⑯ として,そ の

廃 止あ るいは修 正が強 く主張 されてい るのである。

そ こで本稿 は,わ が国の法 人税法等 が採 用す る確 定決算主義が,会 計基準の国際的調和

化 の理念 的 目的であ ると解 され る財務諸 表 あるいは計算書類 におけ う企業状況の 「真実か

つ公 正 な概 観Jの 表 示 を 何 ら阻 害す る もの で は な い こ と を,経 済 協力 開発 機 構 及 び

Ruding委 員会 にお ける租税 と会計 の関係 に関す る議論,及 び計算 書類 において 「真 実か

つ公正 な概観」 を与 える義務 を規定す るEC会 社 法指令(Directive.)の 国内法化 がな され

た フランス におけ る議 論 を中心 として検討 し詳論す る。それ とともに,今 日主張 されてい

る会計基準の国際的調和化 には多 くの疑念 があるこ と,並 び に,会 計制度 の改善 は,各 国

の会計基準 の単な る形式的な統一 に よってではな く,財 務諸表 あるい は計算 書類 にお いて

提供 され る情報の拡 充 によって達成 され るべ きこ とを明 らか にす る。

なお,本 稿 の作成 にあた り,大 阪大学大 学院法学研 究科教授 の吉本健 一先 生には,極 め

てご多忙 の身 にもかか わ らず,貴 重 な ご指 導 とこ鞭捷 とを賜 った。 この揚 をか りて,御 礼

を申 し上げ る次第で ある。

(16)野 村健太郎 「我が国会計 システムと国際調和 一アングロ ・サクソン型モデル と仏独型モデル との

間で」 『nCPAジ ャーナル』第7巻 第9号(通 巻第482号,平 成7年(1995年)9月)56頁 。同 旨,

岡田依里 「確定決算基準離脱に関する一考察」 『税経通信』第49巻 第7号(平 成6年(1994年)6

月)22-23頁,川 口順一 「財務会計 と税法会計の交差」 『税研』第67号(平 成8年(1996年)5

月)35頁 。

中田教授 もまた,「 国際的に調和 を目指す財務会計が国内的な課税所得計算 と必ず しも一致する必

要がない とい う前提に立ち,(中 略)確 定決算主義 を修正する方向で検討 され るべき と考 える」 とす

る(中 田信正 『財務会計 ・税法関係論 一国内的調整か ら国際的調和へ』(東 京:同 文舘出版,平 成12

年)139頁)。
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第一章 会計基準の国際的調和化の意義とその動向

第1節 会計基準の国際的調和化の意義

確 定決算主 義の是 非 を会 計基準 の国 際的調和化 の観 点か ら論ず るにあた っては,ま ず

「会 計基準 の国際的調和化」 の意義 を明 らか にしなければな らない。

しか しこの点,Alexanderら は,会 計基準 の国際 的調 和化 とは 「会計実務 の多様性 に限

度 を設 けることに よって会 計実務 に互換性 を もたせ る過程 である」 とし,「 よ り厳密で 限

定的なルール の要求を意味す る」標準化 とは区別 され る とす るが,一 方で 「会計で はこの

2っ は専門用語 として定着 してきてお り,両 者 の間に典型的 な違い をはっき りとは見っ け

られない」 と論 じてい る(1)。

また,広 瀬 教授 は,「 会計基 準の 国際的調 和化 を論 じる著書,論 文等 は きわめて多 い

が,意 外 にもその定義 を示 している ものは少ない」のが現状であ り,「 調和化 とい う概念

自体 についての統一見解が ない」 ばか りでな く,一 部の国際的機 関を除き,そ もそ も 「ど

この国の誰が どのよ うなニー ズか ら会計基 準 の国際的調和化 を切望 してい るのか,ま た調

和化 か ら得 られ る とされ るベ ネフ ィッ トはい ったい誰が享受す るのかな どがは っき りして

いない と言わ ざるを得 ない」 と論 じる(2J。

そ こで,会 計基準 の国際的調 和化 の意 義 を明 らか にす るには,今 日何故 にそれが強 く求

め られ ているのかを明 らかにす る必要が あるのであるが,そ の理 由は一般 に,次 のよ うな

もので ある。

すなわ ち,近 時において企業 は,国 境 の枠 に とらわれ ない多様 な資本調達活動 を積極 的

(1)DavidAlexander&ChristopherNobes『 欧 州 財 務 会 計 』 小 津 稚 加 子 ・山 口桂 子 訳(東 京:白 桃 書 房,

平 成10年(1998年))81頁(原 書 名=AEuropeanIntroductiontoFinancialAccounting,London:Ptentice

Hall,1994)o

(2)広 瀬 義 州 「会 計 基 準 の 調 和 化 を め ぐ る 諸 問 題(上)」 『旬 刊 ・商 事 法 務 』 第1297号(平 成4年

(1992年)9月5日)2-3頁 。 森 川 教 授 も ま た,「 一 口 に 会 計 基 準 の 『国 際 的 調 和 化 』 とい っ て も,

『調 和 化 』 の 意 味 を ど の よ う に 解 す る か に つ い て は 必 ず し も 意 見 の 一 致 が み られ る わ け で は な い 」

(森 川 八 洲 男 『会 計 基 準 の 国 際 的調 和 化 』 森 川 八 洲 男 編 著(東 京:白 桃 書 房,平 成10年(1998年))

6頁)と す る。
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に行 ってい るのであるが,一 方で企 業に出資す る投資家 もまた,株 式市場 のボー ダー レス

(borderless)化 を背 景 として,国 境 に とらわれ ない投 資活動 を広 く行 うよ うになった。

そ して,こ の よ うな投資家 は,従 来 よ り,企 業 の作成す る財務 諸表 あ るい は計算書類

(以 下,こ れ らを総 称 して 「財務 書類」 とい う場 合が ある(3)。)を 当該企業 に投 資すべ き

か否 かの価値判断を行 う際 の一っ の重要 な尺度 と して利用 してい るので あるが(4,そ の投

資活動 が国際化 してい る現在,旧 来の よ うな投 資対象企業の業績のみの期 間比較や,当 該

投 資家 の居住 す る国家 内での企業 間比較 のみ では,経 済合理 的 な投 資意思決 定 はな し得

ず,国 際的な視 野に立脚 した企業業績 の比較 を行 う必要 に迫 られている。

しか しなが ら各国の企業会計制度 は,,各 国固有の社会的,政 治的,経 済的,法 律的及び

文化 的要因 によって影 響 され,独 自の形態 を採 って形成 され,発 展 して きたた め,多 くの

部分 に相違点 を有 してい るのであ る。森川 教授 は,こ のよ うな相違 が生 じる主 た る要因 と

して は,法 制度の影響,資 金調達 の方法及 び課税 の影 響が ある とす る(5)。

す なわ ち,ま ず,法 制度の影 響について は,各 国の採用す る法制度 には大別 して,成 文

法ない し制定法 を法体系 中の主体 的要素 とす る 「成文法 システ ム(codifiedlawsystem)」

と,判 例 法 ない し慣 習 法 を主 体 的 要 素 とす る 「コモ ン ロー ・シス テ ム(comlnonlaw

system)」 とい う型 が ある。そ の うち,成 文法 システム を採用す る国家 にお け る企 業会計

(3)企 業の作成すう財務計算に関す る書類につき,『 企業会計原則』及び 『財務諸表等の用語,様 式及

び作成方法に関す る規則』(昭 和38年 大蔵省令第59号)は 「財務諸表」 と総称 しているのに対 し,

商法第281条 第1項 に規定す る4種 の書類は,学 説上,「 計算書類」 と総称 されている。この両者は,

内容 において概ね一致 しているものの,そ の範囲において相違 点を有す るが,「 実定法的には,商 業

帳簿の場合 と同じく,監 査役 め監査 を経 たのち株主総会 に提出 され・本店 ・支店での備置を要す るか

否 かとい う手続的な取扱いの違いの面で両者 は区別 され るにすぎない と解 される」(酒 巻俊雄 『新版

注釈会社法(8)株 式会社の計算(1)』 上柳克郎ほか編(東 京:有 斐閣,昭 和62年)25頁)と される。

(4)例 えば,経 済産業省が6名 の研究者 と共同で行 った実証分析によれば,「 損益計算書(利 益情報)

と貸借対照表(資 産情報)が 補完 しあって投資家に株価関連情報を提供」』していることを示 している

(経済産業省 『新会計基準の設定が企業経営 と経済システムに与えた影響に関す る実証分析報告書』

(平成15年(2003年)5月)5頁 。

(5)森 川,前 掲注(2)書,2頁 。Alexanderら は,財 務報告における国際的な差異の説明要因として,

これ らに加 え,会 計プロフェ ッション,イ ンフレーシ ョン,理 論,過 去の出来事 をあげ る(Alexander

&Nobel,前 掲注(1)書,55-70頁 。
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制度 にあっては,一 般 に,会 計処理(認 識及び測 定)と 表示 の両面 にわた って詳細 な規定

が設 け られ る とともに,法 規 の厳格 な解釈 と適用 が行 われ るため,会 計職業 に委ね られ る

判断が限定 され,法 形式 の枠組み の もとで画一的 ・形式的な意 味での会計情報 の比較可能

性 は確保 され るが,そ の反 面,個 々の企 業の特殊 な状況を斜酌 した経済 的実態 の開示 は困

難 な もの とな らざるを得 ない。 これ に対 し,コ モ ンロー ・システムの もとでは,通 常,会

計の一般 的ない し基本 的事項 にっいての,限 られ た数の規定が設け られ,明 文規 定の空 白

は主 として判 例に委 ね られ る余地が多いた め,法 形式 をこえて企業の経済的現実 に適合 し

た情報 開示 が推進 され る(6)。

次に,資 金調達 の方 法 については,企 業 の資金調達方法 には,証 券市場 にお ける株式 あ

るいは社 債の発行 を通 じて行われ る直接金融 と,銀 行等 の金融機関か らの借 り入れ とい う

形態 で行 われ る間接金 融 とい う2つ の方法が ある。 この うち,直 接金融方式の も とでは,

一般 に
,投 資家保護 が主要 な会計 目的 とな り,特 に投 資意思決定 のために有用で比較可能

な収益力情報 を中心 とした情報 の開示 が要請 され るのである。 これ に対 し,間 接金融方式

で は,債 権者保護 が主要 な会計 目的 とされ,特 に資本維持 を内容 とした配 当可能利益 の計

算が重視 され ること とな る(7)。

最後 に,各 国の採 用 している企業 の課税所 得の計算 システム としては,企 業会 計 あるい

は商法会計 と関連づ けてこれ を行 う方 式 と,企 業会計 とは分離 し税 法独 自の規 定に基 づい

てこれ を行 う方式 との2っ の方 式があ り,前 者 の下で は企業会計は,多 分 に税 法の影響 を

受 けるが,後 者 の下で は企業会計 は税務 中立的であ るとされ る⑧。

以上要す るに,'各 国の企 業会 計制度 は,多 様な要 因に基づいて相 当程度の相 違 を有 して

い るため,投 資家 が企 業業績 の国際的比較 を行 うこ とを著 しく困難 な もの として いる とさ

(6)森 川,同 上 書,2-3頁 。

(7)森 川,同 上 書,3頁 。

(8)森 川,同 上 書,3-4頁 。
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れ るの である(9)。

さらに加 えて,複 数 の国の証券取 引所 にその株 式を上場す る多 国籍企業 は,「 財 務諸表

の利用者 である反面,国 際的資金調 達者 または海 外子会社 の親会社 としてその作成者 で も

ある」 が,「 それぞれ の国内基準 に従って財務諸 表を作成 し,か つ監査 を受 けなけれ ばな

らず,追 加的 コス トの負担 を強い られ」てい る と論 じられ る(10J。

そこで,投 資家が企業業績 の国際的な比較 を行 う際の利便性 の確保 と,主 として多国籍

企業 の事務負担 の軽減 の観点 か ら,会 計基準の国際的調和化 が要請 され ている と一般 には

理解 され ているのであ り,か つ,こ のこ とこそが 国際的調和化 の本来的な理念 であ る と解

され るのである。

しか しなが ら,主 として財務諸表利 用者 あるい は作成者側 か らの要請 によって会計基準

の国際的調 和化が強 く促 され てい る とい う理解が一面 において正 しい として も,単 にその
J

こ とに の み 今 日にお け るそ の急 速 な 進 展 の 原 因 を求 め る こ とは,会 計 基 準 の 国 際 的 調 和 化

の 要請 それ 自体 は相 当以 前 か ら存 在 して い た と考 え られ る こ とか ら,適 切 で は な い。

む し ろ,そ め 適 切 な 理 解 の た め に は,欧 州 連 合(EuropeanUnion:EU,Union

europeenne:UE)に よ る統 一 ヨー ロ ッパ 市 場 とい う新 た な 巨 大 経 済 圏 の形 成 と,そ の こ と

に危機 感 を抱 い た ア メ リカ とい う二 局対 立 の構 図 を看 過 して は な らな い。 そ して,今 日に

お け る会 計 基 準 の 国 際 的 調 和 化 は,こ の よ うな 二 局 対 立 の構 図 を 背 景 と して,事 実 上,

『国 際 会 計 基 準(lnternationalAccountingStandards:IAS)』 あ る い は 『国 際財 務 報 告 基 準

(lnternationalFinancialReportingStandards:IFRS)』 を 中心 と した調 和 化 で あ る と考 え られ

る ので あ る。

そ こで,次 節 にお い て,現 在,国 際 的 な会 計基 準 と して の事 実 上 の 地位 を 固 め っ つ あ る

国 際 会 計 基 準 及 び 国 際財 務 報 告 基 準 に つ い て概 観 す る と と もに,EU及 び ア メ リカ の 動 向

につ い て 考 察 す る。

(9)象 徴的な事例 として,ド イツの企業であるダイ ムラー ・ベンツ社がニュー ヨーク証券取引所への株

式上場を果たした際,同 社 は同一あ会計期間(1993年12月 期決算)に おいて,ド イツの会計基準では

黒字,ア メ リカの会計基準で は赤字 とい う会計損益 を計上 したことが あげ られる(伊 藤邦雄 『国際財

務報告の新動向』広瀬義州 ・田中 弘編著(『 別冊商事法務』第222号)(東 京:商 事法務研究会,

平成ll年)20-21頁)。

(10)森 川,前 掲注(2)書,5頁 。
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第2節 欧米における会計基準 と国際会計基準

第1款 国際会計基準(IAS)の 牛成 と発展

会計基準の国際的調和化 に関す る問題意識 の萌 芽は,古 く20世 紀 初頭 にまで遡 る。

す なわち,各 国 の会計士 による 自国の会計制度 や実務 の紹介,相 互の意見交換 を行 うこ

とをその 目的 とす る国際会計士会議 が,1904年 に初 めて開催 され,以 後 この会議 では会

計専 門職 業 に とっての基本的 問題や 課題 について討議 され たのであ るが(ll),1962年 にニ

ュー ヨー クで開催 された第八回国際会計士会議 にお いて,「 世界経済 にお ける会計監査 と

財務報告」 が統一テーマ とされU2),国 際的な会計基 準確 立の必 要性 が国際 的な場 で公式 に

とりあげ られた ので ある(13)。

一 方
,1966年 に,当 時 のイ ン グラン ド ・アン ド ・ウェールズ勅許 会計士協会 会長,カ

ナ ダ勅許会計士協会会長及び アメ リカ公認会計 士協会会長 の三者 が,こ れ ら三 国間に存在

す る会 計上及 び監査上 の諸 問題 について の合 同研 究機 関の設 置 について協議 し,翌 年 には

上記 の三協会 にス コッ トラン ド及 びアイル ラン ドの勅 許会 計士協会 を加 えた三か国,五 協

会 で構成す る会計士 国際硬究 グループ(AccountantsInternationalStudy(rcroup:AISG)が 発

足 した。 しか し,こ のAISGの 活動 の申心は,会 計上及び監査上の新 しい基準 を設定す る

ことよ りも,各 国の会計及 び監査 実務 の特徴 と差異 をまず明 らかに し,そ の結果 に基づい

て国際的調和 への道を模 索す るとい う点 にあった とされ,そ の活動期 間 中に18の 研 究報

告 書を発表 した。 しか しなが ら,こ れ らの研 究報告書 は,実 務上の遵守 を 目的 とす るもの

ではなかったため,そ の実践にはお のず か ら限界 が あった('4)。

そ して,1972年,AISGを 構 成す る五協会 の代表者 による非公式 な協議の結果 を受 け,

(11)日 本公認会計士協会=年 史編纂特別委員会編 『50年 のあゆみ』(東 京:日 本公認会計士協会,平

成12年(1990年))424頁 。

広瀬教授は,こ の第1回 国際会計士会議に,会 計基準の国際的調和化または国際化 を行お うとする試

みや研究の端緒 を求めることができるとする(広 瀬義州 『コンメンタール 国際会計基準1』 広瀬義州

・間島進吾編(東 京:税 務経理協会,平 成11年(1999年))1頁)。

(12)日 本公認会計士協会=年 史編纂特別委員会編,前 掲注(11)書,425頁 。

(13)広 瀬,前 掲注(11)書,1頁 。

(14)日 本公認会計士協会=年 史編纂特別委員会編,前 掲注(11)書,432頁 。

一13一



国 際 的 に広 く受 け入 れ られ る よ うな基 礎 的会 計 基 準 の設 定 を 目的 に,国 際会 計 基 準 委 員会

(InternationalAccountingStandardsCommittee:IASC)を 設 立す るた め の 第一 回 の 準備 会 が

開催 され た。 この 準備 会 にお い て,IASCを 設 立 す る こ と,そ の加 盟 国 をAISG』 構 成 した

三 か 国 に,オ ー ス トラ リア,オ ラ ン ダ,フ ラ ンス,日 本,メ キ シ コ,西 ドイ ツ の 六 か 国 を

加 えた 九 か 国 とす る こ と等 を 内容 と した要 望 が採 決 され,IASCは,翌 年6月,ロ ン ドン

に お い て,九 か 国 の16職 業会 計 士 団体 の合 意 に よっ て 設 立 され た の で あ る�)。・

こ のIASCの 目的 の一 つ は,『 国 際会 計 基 準 に 関す る趣 意 書』(16)によれ ば,「 異 な る 国

々 の多 様 な 会 計 基 準及 び 会 計 方針 を可能 な 限 り調 和 させ る こ と」 にあ る と され る(17)。

す な わ ち,IASCは,そ の設 立以 来,監 査 対 象 とな る財 務 諸 表 の作 成 表 示 に あた っ て 準

拠 す べ き基 本 的 基 準 として の 『国 際 会 計 基 準(lnternationalAccountingStandards:IAS)』

(18)やそ の 『解 釈 指 針(lnterpretations)』 の 作成 ・公 表 と
,そ の 国 際的 な承 認 ・遵 守 の 促進

を 目的 と して 活 動 を行 って きた ので あ るが,設 立 後 間 もな い 時;期のIASCは,職 業 会 計 士

団体 の み に よっ て構 成 ・運 営 され る任 意 団体 にす ぎず,会 計 基 準 設 定能 力 を有 さな か っ準

ば か りか,そ の 作成 す るIASも 国 際 的 に何 ら強 制 力 を持 た ず,組 織 の抱 え る ジ レ ンマ も

(15)日 本 公 認 会 計 士 協 会 一 年 史 編 纂 特 別 委 員 会 編,前 掲 注(11)書,433-434頁;森 川,前 掲 注

(5)書,13頁 。

なお,IASCは,そ の 後,平 成13年(2001年)に 組 織 変 更 を 行 い,非 営 利 法 人 で あ る 国 際 会 計 基 準 委

員 会 財 団'(lnternationalAccountingStandardsCommitteeFoundation:IASCF)へ と改 組 され る と と もに,そ

の 下 に 国 際 会 計 基 準 審 議 会(lnternationalAccountingStandardsBoard:IASB)が 創 設 され,IASBがIASC

の 行 っ て き た 作 業 を継 承 し て い る。

(16)IASC,PrefacetoStatementsoflnternationalAccountingStandards,London:IASC,1983.

(17)Id.,par.9.

(18)IASCの 改 組 に よ っ て 誕 生 し たIASBが 設 定 す る 会 計 基 準 は,国 際 財 務 報 告 基 準(lnternational

FinancialRepor血gStandar(is:IFRS)と 呼 ばれ る が,以 下 本 稿 に お い て は,IASと い う用 語 を,国 際 会 計

基 準 及 び 国 際 財 務 報 告 基 準 の 総 称 と して 用 い る こ とが あ る。
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あってその活動 は行 き詰 まっていた とされ る(19)。

しか し,IASCは,1980年 代半ば以 降,IASが 国際 的資本市場で用 い られ るよ うにす る

とい うこ とにその活 動上の焦点 を当て,証 券監督者及び各 国の会計基準設定機 関 との連携

を深め る方針 を採用 した。 さらに1987年3,月 において,IASCは,会 計基準 の国際 的統一

化 を図 るた めに 「財務諸表 の比較 可能性(ComparabilityofFinancialStatements)」 プ ロジ

ェク トを理事会にお いて採択 した。 これ らを発 端 と して,IASC及 び 、IASを 巡 る状況 は劇

的な転換 を遂げ ることとな り,IASC及 びIASは 国際的な会 計基準の調和化 にお け る中心

的役割 を演 じることとな ったので ある⑳。

そ こで,次 款 においては,IASを 巡 る欧米の動 向を考察す る。

第2款 会 計基準 調和化 の動 向 と国際会 計 基準7EUを 中心 に一

まず,EUに お い て は,統 一 ヨー ロ ッパ 市 場 を 形 成 す べ く,ヨ ー ロ ッパ 経 済 共 同体

(EuropeanEconomicCommunity:EEC,Communauteeconomiqueeuropeenne:CEE)理 事会

(19)広 瀬義州 『国際財務報告の新動向』広瀬義州 ・田中 弘編著(『 別冊商事法務』第222号)(東

京:商 事法務研究会,平 成11年(1999年))3-4頁 。具体的には,「IASCが 国際的な組織 として存続

し続けるためには,先 進諸国,と りわけアメ リカか ら支持 され る必要があ りJ,し たがって,「 アメ

リカなどの国内基準 と反するIASを 作れば,例 えば,ア メ ソカ公認会計士協会(AICPA)な ど,そ の

国の有力な職業会計士団体がIASCか ら離れてい くとい うデ リケー トなジ レンマを抱えていた」(斉 藤

静樹 ・広瀬義州 「対談 国際会計基準と日本の企業会計」 『税経通信』第54巻 第14号(通 巻765号,

平成11年(1999年)10月 臨時増刊号)6頁 ・(広瀬発言))と され る。

(20)目 本公認会計士協会=年 史編纂;特別委員会編,前 掲注(11)書,438-440頁 。
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に よ る会 社 法 に関 す る理 事 会指 令.(Directive.以 下,「EC会 社 法 指 令 」 とい う。)(21)に 基

づ い て,加 盟 国 の 会 社 法 の 調 和化 が 図 られ て い る。

そ して,当 該EC会 社 法指 令 の うち1978年7月25日 発 布 の第4号(以 下,「 第4指

令 」 と い う。)(22)及 び1983年6,月13日 発 布 の 第7号(以 下,・ 「第7指 令 」 とい う。)(23)

はそ れ ぞれ,EU域 内 にお け る有 限責任 会 社(companieswithlimitedliability)の 個 別 計 算 書

類 及 び 連 結 計 算 書 類 の調 和 化 を 目的 とす るの で あ るが,EU域 内 に お け る会 計 基 準 の 調 和

(21)会 社 法 に 関 す る 理 事 会 指 令 は,「 居 住 の 自 由 を 会 社 に つ いz認 め る た め に,EEC条 約 第54、 条 第3

項g号 に 基 づ い て 発 布 せ され た 指 令 で あ っ て,会 社 の 社 員 並 び に 第 三 者 の 利 益 を保 護 す る た め に,各

加 盟 国 が 自 国 の 会 社 法 の も とで 要 求 して い る 担 保 に つ き,こ れ を 調 整 す る こ と に よ り,そ の 調 和 を は

か る こ と を も っ て そ の 目的 とす る も の で あ る 」(山 口幸 五 郎 『EC会 社 法 指 令 』 山 口幸 五 郎 編(東 京

:同 文 舘 出 版,昭 和59年(1984年))8頁)。

な お,1957年1月1日 に 発 効 したEEC条 約(Treatyestablishing血eEuropeanEconomicCo㎜ 崎,

TraiteinstituantlaCommunauteeconomiqueeuropeenne)は,EECを 設 立 す る条 約 で あ り,ロ ー マ に おL・て

調 印 され た こ とか ら ロ ー マ 条 約 と も呼 ば れ る(山 口,同 上 書,3-4頁)の で あ る が,EECは 現 在,

1993年11月1日 発 効 の 欧 州 連 合 条 約(TreatyonEuropeanUnion,Traitesur1'Unioneuropeenne.い わ ゆ る

マ ー 朴 リヒ ト条 約)に よ り,欧 州 共 同体(EuropeanCommunity:EC,Communauteeuropeenne:CE)と

改 称 され(山 根 裕 子 『新 版 ・EU/EC法 一欧 州 連 合 の 基 礎 』(東 京:有 信 堂 高 文 社,平 成7年(1995

年))3-4頁),EEC条 約 もEC条 約(TreatyestablishingtheEuropeanCommunity,Traiteinstituantla

Communauteeuropeenne)と 改称 され た 。

そ の 後,欧 州 連 合 条 約,EC条 約 は,1999年5月1日 発 効 の ア ム ス テ ル ダ ム 条 約(Treatyof

AmsterdamAmendingtheTreatyonEuropeanUnion,theTreatyEstablishingtheEuropeanCommunitiesand

CClt腦--relatedacts)及 び2003年2月1日 発 効 の ニ ー ス 条 約(TreaiyofNiceAmendingtheTreatyon

EuropeanUnion,theTreatyEstablishingtheEuropeanCommunitiesandcertainrelatedacts)に よ り改 正 され て

おり,上 記EEC条 約第54条 第3項g号 は,現 行EC条 約第44条 第2項g号 に相当する。

(22)QUATRI$MEDIRECTIVE78/660/CEEDUCONS肌fondeesurParticle54paragraphe3sousgdutraiteet

concernantlescomptesannuelsdecertainesformesdesocietes,JournalofficieldesCommunauteseuropeennes

(JOCE)nｰL222,14ao�1978,p.11.

(23)SEPTTEMEDIRECTIVE83/349/CEEDU-CONS]肌fondeesurParticle54paragraphe3pointg)dutraue,

concernantlescomptesconsolides,」0(:EガLI93,18juillet1983,P・1・
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化 は,こ れ らEC会 社法指令 の加盟各 国にお ける国内法化 を通 じて図 られた(za)。

すなわち,こ れ ら会社法指令の発効及び各加盟国における当該指令の国由法化以前の

EU加 盟 国 間 の会 計 制 度 は,イ ギ リス を は じめ と した 英 米 法 系 諸 国 と,ド イ ツ ・フ ラ ンス

を 中心 と した 大 陸法 系 諸 国 とで は,相 当程 度 異 な っ た もの で あ っ た の で あ る が(25),EU加

盟 国 に とって も 「会 計 の調 和化(ac◎ountingharmonization)は,『 単 一 の経 済 区域(single

"
economicspace")』 とな るEUの 発 展 に とっ て,不 可 欠 な要 素 で あ る」(26)と考 え られ た

の で あ る。

ここ で,Alexanderら に よれ ば,EUに お け る会 計 基 準 の調 和 化 に 関 して は,統 一 ヨー ロ

.ッパ 市 場 とい う単 一 市場 で競 争 す る企 業 の た め に 「す べ て の者 が 同 一 の機 会 を 有す る状 況

("levelplayingfield")」 を形 成 す る とい う 目的 と,EU自 身 のた めの 効 率 的 で 統 合 され

た 資本 市揚 の振 興 とい う 目的 とを 区別 す る必 要 が あ る とされ る(27)。

そ して そ の理 由 と して,Alexanderら は,ま ず,「 す べ て の 者 が 同 一 の機 会 を 有 す る状

況 を形 成 す る とい う原 則 に従 い,EU内 の 企 業 は,個 々 のEU加 盟 国 にお け る特 別 な要 求

に よ って 支 持 され る と否 とに か か わ らず,法 的環 境 及 び 規 制 環 境 に 関す る限 り,連 合 内 の

あ らゆ る と ころで 同一 の条 件 に お い て競 争 す る こ とが可 能 と され な けれ ば な らな い 。(し

か し な が ら 一 筆 者)こ の 原 則 の 財 務 報 告 に 対 す る 適 用 は,財 務 報 告 要 求(financial

(24)EUに お け る 会 社 法 指 令 に 基 づ く調 和 化 に つ き,山 口,前 掲 注(21)書,10頁 で は,「 指 令 は,

直 接 に は そ の 名 宛 国 た る加 盟 国 の み 拘 束 す る も の で あ り,し か も 当 該 加 盟 国 を拘 束 す る の は そ の 達 成

す べ き 結 果 に つ い て だ け で あ っ て,そ の 履 行 の 方 式 の 選 定 に 関 して は,加 盟 国 が 管 轄 す る と こ ろ に 属

して い る。 した が っ て,指 令 に は こ れ を 実 施 す べ き 加 盟 国 に よ る 別 個 の 履 行 行 為 が 必 要 で あ り,名 宛

国 は,こ れ を 自 己 の 国 内 法 と して 制 定 す る 条 約 上 の 義 務 を負 うに と ど ま る 。 そ れ ゆ え,指 令 は,国 内

法 と して 制 定 され る ま で は,加 盟 国 に お い て 効 力 を生 じ な い の が 原 則 で あ る 」 と され る。

(25)中 川 美 佐 子 『EC5力 国 の 会 計 お よび 監 査 制 度 』(東 京=千 倉 書 房,平 成3年(1991年))2-9

頁 。

Alexander&Nobes,前 掲 注(1)書,86頁 で は,「 フ ラ ン コ ・ジ ャ ー マ ン 系 制 度 は 債 権 者 ・秘 密 志 向

で あ り,ア ン グ ロ ・ダ ッチ 系 制 度 は 投 資 家 ・開 示 志 向 で あ る 」 とす る と と も に,両 制 度 に は 「法 律 ・

税 務 基 準 志 向 と職 業 会 計 士 志 向 とい う違 い 」 が あ る とす る。

(26)DavidAlexander&SimonArchet,MillerEuropeanAccountingGuide,2ed.,Florida:HarcourtBrace&

company,1995,p.2.

(27)Ibid.
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reportingrequirements)の 調和化 の必要性 を意 味 してはいるが,必 ず しも連合 内の財務報告

基準(thestandardsoffinancialreporting)を 『一様 に向上 した もの("leveledupward")』

とす べき必要性 を意 味 しない」 ㈱ と論 じる。

一方
,「 これに対 し,効 率的で統合 された資本市場の振興 は,当 該市場 において資本 を

求 める企業に よって提供 され る財務上の開示 の質 と量 とに密接 な関係 を有 し,そ れ故お そ

らく,『 一様 な 向上("levelingupward")』 に関す る必要性 が含意 され る。資本市場 の

関係者 が公表財務報 告書(publishedfmancialreports)か ら情 報 を得 る範囲を測定す るた め

に,か つ,こ の過 程 において会計及 び報告 の実務 にお ける差異 の影 響 を査定す るた めに,

多 くの研究が行われて いる。そ の研 究成果 は,一 方 で,多 くの場合,公 表財務報告書に含

まれ る情報は,(ア ナ リス トの報告 書のよ うな)他 の情報源 によってすで に市揚 に知 られ

てい るか も しれない が,い くっ かの状況 にお いて公表財務報告書 は,資 本市場 関係者に関

す る新た な情報 を確実 に伝達 している,と い うことを示唆 して いる。財務報告 の重要な役

割 は,市 場 へ の新 た な参加者 の参 入 を妨 げ る可能 性 があ る情報 の非対称 性の 削減 に存 す

る。公表財務報告書 において提供 される情報 が よ り良質なものであ るほ ど,そ れ は,こ の

ような情報 の非対称性 を削減 し,か つ,市 場 の効 率性 を促進す る上において,よ り効果的

な もの とな り得 るので ある」(29)と主張す る。

そ して,「 欧州連合 内の資本 市場 の統合 は,加 盟国Xに 所在 す る市揚参加者 が,仮 に加

盟 国Yま た はZに お ける市場参加者 か ら資本 を求 め,あ るいは資本 を提供 しよ うと彼 らが

望む な らば,重 大 な参 入障壁 に直面 しない,と い うこ とを含意 す る。参入障壁 の一つの形

態は,財 務報告 実務 におけ る一貫性 の欠如で あ り,そ れが提 供 され る情報の量及び質にお

いて本質 的な差異を伴 う場合 には,≒ りわ け妥 当す る。 この よ うな差異 は,あ る加盟国に

拠 点を置 く資本 の潜在 的供給者 が,他 の加盟 国にお ける資本の潜在的需要者 との商取引に

おいて直面 してい る,情 報の非対称性の一つ の形態 を表現 して いるのである。 か くして,

資本市揚 統合 の促進 を探求す る上 において,調 和化 プ ログ ラム(harmonizationprogram)

は,単 に不均 質性 の削減のみ でな く,『 レベル ・ア ップ("levelingup")』 と関係す る

のである」(30)と結論 づけているのである。

(28)1ヒ 孟,p.3.

(29)乃 鼠

(30)乃 鼠
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この よ うにEUで は,域 内企 業 に対す る均 質 な競 争環境 の提 供 とい う目的のみ ではな

く,効 率的な統一資本 市場 の形 成 とい う目的を も加 味 しなが ら会計基 準の調和化 が進 め ら

れ たのである。

ここで注 目すべ きは,「 資本 市場 におけ る参加者 の情報 要求の充足 へ 向けた財務会計及

び報告の方 向性 は,第4指 令 において言 明 されてい る,財 務諸表 は 『会社 の資産,負 債,

財 政状態及 び損益 の真 実かっ公 正な概観』 を与 えねばな らない とい う要請 と関連す る。 こ

の要請は,イ ギ リス及び アイル ラン ド共和 国のEUへ の加 盟後 によ うや く,指 令 の草案 に

書 き加 えられ たにす ぎず,そ の挿入 は,ヨ ー ロッパの会計調和化 において重大かつ,い く

つ かの点 においては議論 の余地が ある要因で ある」(31)とされ,そ して,「EUに お ける調

和化 プ ロセ ス はまた,連 合 の外 部 か らの影 響 に よって,と りわ け,そ の 『公 正 な表 現

(fairpresentation)』 及 び 『実 質 優 先 主 義(substanceoverfbml)』 に 対 す る傾 倒

(attachment)が イ ギ リス及び アイル ラン ドの地位 を強化 してい る,ア メ リカ及 びそ の他

の英語圏国家か らの影響 に よって作用 され てい る」(32)とされ ている ことで ある。

すなわち,EC会 社 法第4指 令 の策定過程 において,イ ギ リス の共 同体へ の加盟 以来,

フランス,ド イツをは じめ とす る大陸法系諸国 の法制度 とイ ギ リス の法制度 とをいかに統

合す るかが常に問題 とな り,最 終的 には両者 の利点 を巧み に融合す る ことに よって,い わ

ば妥協的な解決 が図 られ たのであ るが,そ の結果,当 該第4指 令 の草案 は重大な改正を受

け,1948年 のイ ギ リス会社 法上の 「真実かつ公 正な概観(trueandfairview)」 な る概 念

を採用す ることとなったのである(33。 この概念 については後述す る。

これ に対 し,「 ア メ リカ は従来,も っ とも詳細 である と評価 され る会 計基準 を背景に,

国際的 な会計基準の設定 に極 めて消極的で あった」(34)と論 じられ る。

しか しなが ら,経 済活動 のグローバル化,ア メ リカの国際資本市場 におけ る地位 低下や

EC域 内資本市場 の統合 な どを背景 に,1980年 代 に入 り,従 来 ラテ ン ・ア メ リカ諸 国の資

本 市 場 の 育 成 と い う地 域 的 活 動 の み を 行 っ て き た ア メ リカ 州 証 券 監 督 者 機 構

(31)Id.,pp.3-4.

(32)Id.,p.4.

(33)MoniqueLuby,Fran?oisPasqualini,ValeriaPasqualini-Saleno,DroitCommunautairedesSocieteset

Groupements,Paris:GLN-JOLY,1996,p.198.

(34)千 葉 啓 司 『会 計 基 準 の 国 際 的 調 和 化 』 森 川 八 洲 男 編 著(東 京:白 桃 書 房)215頁 。
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(Inter-AmericanAssociationofSecuririesCommissions:IASCO)が,ま ず そ の 活 動 を グ ロー

バ ル に 展 開す べ く,1986年 に そ の 名 称 を証 券 監督 者 国.r.構(lnternationalOrganizationof

SecuritiesCommissions:IOSCO)と 改 めた(35)。そ して,10SCOに お け る 中心 的 立場 に あ っ

た ア メ リカ 証 券 取 引委 員 会(SecuritiesandExchangeCommission:SEC)とIASCの 代 表 者

が 会 合 を持 ち,一 定 の 条 件 付 き な が ら,国 境 を越 え る資 本 移 動 の促 進 のた め に,上 揚 を 目

的 とす る外 国 企 業 の 財 務 諸 表 はIASに 準 拠 して 作成 す る よ うに勧 告 す る 旨の 協 定 を結 ぶ

に至 った(3fi)。そ の結 果 を受 け,1987年3月 にIASC6艨u 財 務 諸 表 の比 較 可 能性 」 プ ロジ ェ

ク ト採 択 し,同 年9.月 に10SCOはIASCの 諮 問 グル ー プ の メ ンバー とな る と とも1こ,当

該 プ ロジ ェ ク トを両 者 の共 同作 業 に よっ て進 め る こ と とな っ た(37)。

さ らに1995年7,月9日,10SCOの 専 門委 員 会(TechnicalCommittee)は,IASCと 共 同

で,次 の よ うな プ レス ・リ リー ス を行 った(38)。そ の 内容 は,当 該 専 門 委 員 会 が 容 認 可 能 な

国 境 横 断 的(cross-border)な 資 金 調 達 を 行 う企 業 の た め の 包 括 的 な 会 計 基 準(core

standards>がIASCに よっ て 完 成 され た場 合,当 該 専 門 委 員 会 は,す べ て の 世 界 的 市 場 に

お い て 国 境 横 断 的 な資 本 調 達(raising)及 び 株 式 上 場(listing)を 行 うた め の 会 計 基 準 と

してIASを 是 認 す る勧 告 を行 う とい うもの で あ っ た 。 そ の後,10SCOに よ っ て 関連 解 釈

指針 を含 む30種 のIASの 評 価 が行 われ る と とも に,IASCは そ の 評価 に基 づ い て これ らの

IAS等 の 改 善 を 行 っ た 。 そ し て,2000年5月,10SCOの 首 脳 委 員 会(Presidents"

Committee)は,専 門 委 員 会 か ら の 勧 告 に し た が い,多 国 籍 証 券 発 行 者(multinational

issuers) 、が 国 境 横 断 的 な株 式 上 場 及 び公 募(offering)を 行 う場 合,こ れ らの発 行者 が 上 述

の30種 のIASに 基 づ い て 必 要 と され る財 務 諸 表 を 作 成 す る こ とを 承 認 す る よ うに,

10SCOの 加 盟 メ ンバ ー に 対 して勧 告 す る とい う決 定 を 行 った の で あ る(39)。

ア メ リカ は,自 国 の資 本 市 場 に上 場 しよ う とす る他 国 の会 社 に対 して も,世 界 で最 も厳

(35)広 瀬,前 掲 注(19)書,4頁 。

(36)広 瀬,同 上 書,4頁 。

(37)日 本 公 認 会 計 士 協 会=年 史 編 纂 特 別 委 員 会 編,前 掲 注(11)書,439頁 。

(38)See,IOSCO,TechnicalCommittee,IASCSTANDARDS-ASSESSMENTREPORT,ReportoftheTechnical

CommitteeoftheInternationalOrganizationoftheSecuritiesCommissions,IOSCO,May2000,p.106,"

AppendixD."

(39)Id.,p.2.
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格 で あるとされ る財務会計基準審議会(FinancialAccountingBoard:FASB)(40)に よる基 準

に基づ く財 務書類 の作成義務 を課 していたのであ るが,そ の結 果 として 自国資本市揚 の機

能低下 とユー ロ市場 の発展 を促 して しま った。 上述OJよ うな10SCOに よるIAS承 認 の背

景 には,10SCOに おいて中心 的地位 に あったアメ リカの 「IASを 採 り入れ るこ とで 自国の

資本市場 を活性化 しよ うとす る意 図」が推察でき るのである。ま さに,「IASCが10SCO

に傾斜す るこ とに よりIASは 一段 と政治 的要素が加味 されて きている」 とい えよ う㈲。

これ に対 しEUに お ける域 内会計基 準の調和化 は,こ れまで に考察 した よ うに,困 難 な

過程 を経て,会 計関係諸指 令(Ac◎01mti皿gDirectives)と これ ら指令 の加盟 国に よる国内法

化 に よって,す でに達成 された。

しか し,そ れ に もか かわ らず,上 記10SCOとIASCと の共 同プ レス ・リリー ス後 の

1995年ll月,『 会計調和化 一国際的調和化 に対す る新 たな戦 略一』 と題す る コミュニケ

(以 下,「 調和化 コ ミュニ ケ」 とい う。)㈲ において,欧 州 共 同体委員会(Commissionof

theEuropeanCommunities)か ら,次 の よ うな問題意識 が提示 され た。

す なわ ち,ま ず,調 和化 コ ミュニ ケ は,EUに お け る 「会社 法 の調和化 は,EC条 約

(ECTreaty)第54条 第3項 第g号(ア ムステル ダム条約 による改正後の第44条 第2項 第

g号 一筆者)に 基 づいてい る。1978年7月28日 の第4理 事会指令(78/660/EC)は,す べ

て の有限責任会社 に年 次計算 書類 を作成す るこ とを要求 してい る。その法的根 拠 に従い,

第4指 令 は会計規定(accounti皿grule)の 完全 な統一化 の達成 を 目指 して はいな い。その 目

的 は,む しろ,財 務情 報の比較可能性 と同質性 にある。それ故,当 該指令は,加 盟 国に対

して,あ るいは会社に対 して,異 な る会 計上 の取扱 いを許容す る多数 の選択肢 を包含 して

(40)FASBに つ い て は,前 章 注(12)参 照 。

(41)佐 藤 猛 『会 計 基 準 の 国 際 的 調 和 化 』 森 川 人 洲 男 編 著(東 京:白 桃 書 房,1998年)179頁 。

な お,2002年10月29日,FASBとIASBは 共 同 で,同 年9月18日 に コネ チ カ ッ ト州 ノー ウ ォ ー ク

で 開催 され た 共 同 の会 合 お い て,ア メ リ カ のGAAPと 国 際財 務 報 告 基 準(IASを 含 む 。)と の 間 に お

け る 様 々 な 個 別 的 相 違 点 の 除 去 を 意 図 す る 短 期 的 な プ ロ ジ ェ ク トに 着 手 す る こ と な ど に っ い て 合 意 し

た 旨 の プ レ ス ・リ リー ス を 行 っ た 。 こ の 合 意 は,そ の 開 催 場 所 に ち な ん で ノ ー ウ ォ ー ク 合 意(The

NorwalkAgreement)と 命 名 され た 。

(42)CommissionoftheEuropeanCommunities,AccountingHarmonisationANewStrategyvisa-vis

InternationalHarmonisation,CommunicationfromtheCommission,COM95(508),Brussels:Commissionofthe

EuropeanCommunities,14Nov.1995.
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いる。異な る選択 肢間の比較 可能性 は,貸 借 対照表及び損益 計算書 に付加 され ねばな らな

い注記 におけ る追加 的な情報 を通 して達成 され る。例外が,小 規模及 び 中規模会 社 に許容

され る」(43)とす る とともに,「1983年6月13日 の第7理 事会 指令(83/349/EEC)は,連

結 計算書類 に関係 してい る。当該指令は,親 会社 に,そ の個別計算書類 に加 えて,あ たか

も単一 の存在 であ るかの よ うに 当該集団 の財務状況が表現 され る連結計算書類及び連結年

次報告書の作成 を要求す る」(覗)とし,第4指 令及び第7指 令 の趣 旨につ いて述べ る。

なお,「 これ らの指令 は,銀 行 及びそれ 以外の金融機 関 によって(1986年12,月8日 の

理 事 会 指 令86/635/EEC),あ るい は 保 険 会 社(1991年12,月19日 の 理 事 会 指 令

91/674/EEC)に よっておのお の開示 され るべ き財務情報 を取 り扱 う,2つ の分野別指令 に

よって継承 された。 これ らの指令 は,関 係す る実体の特殊 な性 格を樹酌 す るため に,不 可

避的 に第4及 び第7指 令 か らの逸脱(derogations)を 含 む」(45Jとされ る。

こ こで,「 第4及 び第7指 令 は,こ れ らの採択以前に加 盟国 において存在 した異な る会

計慣 行(ac◎ountingtraditions)の 維持 を許容 しているので あるが,し か しなが らそれ と同

時に,実 際上 の明確 な影響力(realpositiveimpact)を 有 してい る。財 務報告の質 は,加 盟

国 におい て著 しく改 善 した ので あ る。 比較 可 能 な財務 情 報 の 自由な流通 は,域 内市場

(IntemalMazket)の 適切 な機能 遂行 のた めに重要 な条件 を構 成す る とともに,競 争 の促

進 に役 立っ」㈲ とされ,こ れ らの指令 に基づ く財務報告 に一定 の評価 が与 え られ ている。

しか しなが ら,調 和化 コ ミュニケは,「 それ に もかかわ らず,仮 に これ まで達成 され た

進化 が保持 され るべ きで あ り,か つ,欧 州連合 がその直面す る重要 な問題 を論 じるための

地位 にいるべ きで ある とす るな らば,取 り組 む必要が ある多数 の問題 が存在す る」㈲ とし

て,EUに お ける財 務報告が抱 え る問題 点 を次の よ うに提起 したので ある。

まず,調 和化 コ ミュニ ケによれ ば,「 もっ とも緊急な問題 は,国 際的な業務 を行 うヨー

ロ ッパ会社(Europeancompanieswi止aninternationalvocation.)に 関係 す る。 これ らの会社

によって会計諸指令 に基づ く国家 法に従 い作成 され る計算書類 は,も はや国際的資本市場

(43)Id.,par.2.1.

(44)ra.,pal」2.2.

(45)Id.,par.2.3.

(46)Id.,par.3.1.

(47)Id.,par.3.2.
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目的 のた めに受 け入れ られ得 るものではない。 これ らの会社 は,2つ の計算書類 の体系,

す なわ ち1っ の体系は会計諸指令 と適合 した ものであ り,他 の体系 は国際的資本市場 に よ

って要求 され るものであ るが,を 作成す る ことを強 い られ る。 この よ うな状況 は,満 足 の

い くものではない。それは費用負担 を強いる ものであ るとともに,異 なる環境 下におけ る

異な る数 額 の提 供 は,投 資家及 び一般公 衆 に とって 困惑 させ る もので ある。 巨大会社 が

USGAAPに 引 き寄せ られ るであ ろ うとい う危 険性 が ある。 これ ら巨大会社 及び加 盟国

は,早 急 に実行 され得 る解決策 を連合 に期待 しているので ある」(48)とす る。

また,「 いまひ とつ の問題 は,指 令それ 自体 に関係す る。指令はい くつか の選択肢 を許

容 し,か っ,指 令が採択 されて以 降,ま すます実際的重要性 を持つ よ うになっている多 く

の会計 的問題点 に焦点 を当てて はいない。 このこ とは,指 令 に包含 され るい くっかの原則

が,異 な る加盟 国にお いて多様 に解釈 され ている とい う事実 とともに,計 算 書類 の比較 可

能性 に とって消極 的な結果 を与 えているのである。外 面的 には,会 計的問題 点 に関す る共

通 の立場 の欠如 は,EUを して会計 的問題 点 を論議す る国際的な フォー ラムにおいて効 果

的な役 割 を演 じるこ とを阻害 している。EU加 盟 国がそ の取 り組 み を調整 し,か つ,共 通

の立場 を明 らかにす る上 において障害 を有す るとい う事実は,そ の国際的会計 システム を

創設 し,あ るいは再編成 しなけれ ばな らない時に,ま す ますEUを 注視す る他 の ヨー ロ ッ

パ諸国 をもまた,混 乱 させ ている」(49)と指摘す る。

これ らの問題 に加 えて,「 さらに,会 計諸指令 の採択以来,会 計基準 が採択 され る過程

の点 にお いて加盟 国 に変化 が生L"て い る結果 として,新 たな取 り組み もまた必 要 とされ

る。経済 的発展 に対応すべ き会計基 準の必要性 のために,多 数 の加盟 国が,法 律 に編入 さ

れ る会 計 原 則 の さ らな る開発 を行 う会 計 基 準 設 定機 関(AccountingStandardSetting

Bodies)を 設立 してい る。 ヨー ロッパ レベル での会計 に関す る作業は,当 然 なが ら,現 在

にお け る指令に根拠 をお く取 ワ組 みを殿損す るこ とな く,こ れ らの変化 を適合 させ るこ と

が必 要であ る」 ㈹ との問題提起がな された ので ある。

そ こで,調 和化 コミュニケにお いては,次 の よ うな可能 な取 り組みが検討 された。

すなわち,「 最 も緊急な問題,す なわち巨大上場会社(largelistedcompanies)の 問題 に

(48)Id.,par.3.3.

(49)Id.,par.3.4.

(50)Id.,par.3.5.
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関 し,一 っ の解決策 は,巨 大上場会社 を指令 の適用範 囲か ら除外 し,か く して彼 らを して

他の原則 に 自由に従 うこ とを可能 にす るとい うことである」 としつつ も,「 この方策 は,

適用除外の範囲(す べて の上場会社,特 定の上場会社,重 要なEU以 外 の株 主を有す る会

社,等)に っ いて,か つ,そ の場合に当該適 用除外 会社が適用 を許容 され る原則(国 際会

計基準,ア メ リカ の基準,あ るいはその双方)に ついて,多 くの疑 問を惹起 す る。 この こ

とは,諸 指令 の改正 を要 求す るので あ り,そ れ には時間を要す るであ ろ う。結局の ところ

それ は,今 日までEUに おいて十分な役 割を果た してい る会計調和化 に対す る均質的な取

り組 みの放棄 を必要 とす るであろ う」 と述べ(51),否 定的な見解 を示す。

これ に対 し,「 別 の解決策 は,計 算 書類の相互承認 に関 して アメ リカ との 間に合意 を得

るこ とであろ う。 当委員会 は,こ のよ うな議 論 を開始 しよ うとしてはい るが,ア メ リカ側

にお け る関心 を ほとん ど見い出 してい ない。 ア メ リカにおけ るGAAPの 下でア メ リカ の

会社 に よって作成 され る計算書類 は,事 実上,す でにすべて の加盟国 にお いて承認 されて

いる。 会計諸指令 に従 っZヨ ー ロ ッパ会社 によって作成 され る計算書類 に関 して,ア メ リ

カにおけ る事 情は異な る。(す なわち一筆者)指 令 それ 自体 は,ア メ リカにお ける要求 に

合致 す るよ うな,十 分 に詳細化 され た基準 の体 系を提供 していないのであ る」(52)とし,指

令 に基 づ いて 作成 され る計算 書類 が,ア メ リカ にお け るGAAPに 基 づ くそれ と比 較 し

て,競 争上の不利 益を有 してい る現状 において は,ア メ リカ とEUと の計 算書類 の相互承

認 は低い ことを示唆す る。

さ らに,「 確認 された 内部的 問題 に取 り組 むた めの他 の部 分的解決策 は,(会 計諸指 令

におい て一筆者)い まだ取 り扱 われていない多 くの会計的問題 点 に関す る技術的解決策 を

包括す るため の,会 計諸 指令の最新化(update)で あ ろ う。 しか しなが ら,こ の よ うな修

正 にお いて取 り扱 われ るべき問題 点 につ き,合 意す ることは困難で あろ う。い くつ かの加

盟国 は,彼 らが好 まない指令 の一部 について,再 交渉 しよ うとす るか も しれ ない。 このよ

うな指 令 の重 要 な修 正 のた めの準備 と再交渉 には多 くの時間 を要す る とともに,お そ ら

く,改 正 が最終 的に加盟 国に よって採択及び履行 され る際 に,新 た な問題点 が生 じるで あ

ろ う。指令 に対す る改正 は,法 的確 実性(legalcertainty,)を 与 えるた めに必 要な場合 に限

(51)Id.,par.4.2.

(52)Id.,par.4.3.
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定 され るのが最善で あろ う」(53)とし,会 計諸指令 の改正 もまた,現 実的 な選択肢で はない

との否定的見解 を示す。

また,「 検 討 され た いま 一つ の選 択 肢 は,ヨ ー ロ ッパ 会計 基 準 設 定機 関(European

AccountingSettingBody)の 設置 である。 このよ うな(立 法 を必要 とす るであろ う)機 関の

設置及 び ヨー ロッパ会 計基準 の体系 の包括的 開発 は,多 大 な時間を要す るであろ う。 ほ と

ん どの加盟 国 は,と りわ けす で にIASに よって得 られ た進 歩 を認識 してい る結 果 とし

て,基 準の重層 的構造(additionallayerofstandards)を 作出す ることについて疑問 を呈 し

てい る」(54)とす る。

そ して,調 和化 コミュニケは,以 上の よ うな検討 の結果,結 論的 に以下の よ うな提案 を

行ったのであ る。

すな わち,ま ず,「 現時の会計上の問題 に対 して促 され る取 り組 み を立案す る上 で,当

委員 会 は,現 在 もマ ー ス トリヒ ト条約 に規 定 され て い る補 完性 及 び比 例性 の原 則(the

principlesofsubsidialityandproportionality)の 尊重 に,特 別 の注意 を払 ってい る。EUレ ベル

にお ける新た な立法 あるい は既存 の法律 に対す る改正 は,可 能 な限 り回避 され ねばな らな

い。す で1と存在 し,あ るいは作成 中の基準 の上位 に重層 的構造 を作 出す ることもまた,回

避す る ことが望 ま しい。現時及び将来 の発展 に即座 に対応 し得 る,よ り柔軟 な枠組 みが求

め られ る。 同時 に,必 要 な程度 の法 的確 実性 が保 持 され,か っ,共 同体法(Community

law)に 対す る尊 重が保証 されね ばな らない」(55)として,調 和化 コ ミュニケ にお け る基本

的立場 を示す。

ここにい う補完性 の原則 とは,最 も一般 的な解 釈 に よれ ば,EUは,排 他 的な権限 を持

たない分野で は,構 成国政府 が遂行 した場合 よ りも良い結果が期待 され る揚合 にっ いて の

み,権 限行使が認 め られ る とす るもの(56)であ り,比 例性 の原則 とは,「 用 い られ る手段 が

(53)Id.,par.4.5.

(54)Id.,pats.4.6.

(55)Id.,par.5.1.

(56)山 根,前 掲 注(21)書,8頁 。
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達成 され るべき 目的に比例 していなけれ ばな らない」(57)とい う理念 であって,い ずれ も共

同体 法の公 式原則 として,欧 州連合条約 によ りEC条 約 に組 み込 まれた ものであ る(58)。欧

州共 同体委員会は,こ れ らの原則 を考慮 し,EUに お ける会計基準 の さらな る調和化 を図

るに当た り,新 たな立法 あるい は法改正 は回避すべ きで ある と考 えたのである。

以上の よ うな観 点の下,調 和 化 コミュニケは,世 界 中OJ資 本市場 において受容 され る一

組 の基 準を確 立す る ことを 目的 としてIASCに よって既に十分 に進行 中の国際的調 和化プ

ロセス の支持 に,EUが 最 大限 の協力 をす る とい うアプ ローチ を提案す る(59)。それ ととも

に,「 欧州連合 は同時に,域 内市場法(internalmarketlaw)の 主要 な要素で ある調和化 の

方 向性 にお いてその独 自の成果 を保持 しなければ な らない。 それ 故,既 存 の国際 的基準

(IAS)が 共 同体の指令 と矛盾 しない ものであ り,か つ,今 後確 定 され るIASが 共 同体法

と両 立 し続 け る もの で あ る こ とを保 証 す る手段 を 講 じる必 要 が あ る」 ㈹ と主 張 し,

「IASCの 継続 中の作業 におい て適切 な ヨー ロッパの意 見を保 持す るために,連 絡 委員会

(ContactCommittee)は,IASCに よって発 表 され る将来の公 開草案(あ るいは基準草案)・

において合意 を得た立場(agreedposition)を 確立す るよ う調査 し,か っ,そ のよ うに努 め

(57)DavidAOEdward&RobertCLane『EU法 の 手 引 き 』 庄 司 克 宥 訳(東 京:国 際 書 院,平 成10年

(1998年))205-206頁(原 書 名:EuropeanCommunityLaw'AnIntroduction,2ed.,Edinburgh:

Butterworths:LawSocietyofScotlandEdinburgh,1995)81頁 。

(58)Edward&Lane,同 上 書,81-82頁 。

EC条 約 第5条 は,「 そ の 排 他 的 権 限 の 範 囲 内 に な い 領 域 に お い て,提 案 さ れ る 行 動 の 目 的 が 加 盟 国

に よ っ て 十 分 に 達 成 さ れ 得 ず,か つ,そ れ 故 に,提 案 さ れ る 行 動 の 範 囲 あ る い は 効 果 の た め に,共 同

体 に よ っ て よ り 良 く達 成 さ れ 得 る 場 合 に は,そ の 限 り に お い て,共 同 体 は,補 完 性 の 原 則 に 従 い 行 動

す る も の と す る(Inazeaswhichdonotfallwithinitsexclusivecompetence,theCommunityshalltakeaction,血

accordancewiththeprincipleofsubsidiarity,onlyifandinsofarastheobjectivesoftheproposedactioncannot

besuf�ientlyachievedbytheMemberStatesandcantherefore,byreasonofthescaleoreffectsoftheproposed

action,bebetterachievedbytheCommunity.)」(第2段 落)と す る と と も に,「 共 同 体 に よ る い か な る

行 動 も,こ の 条 約 の 目 的 を 達 成 す る に 必 要 な 範 囲 を 超 え な い も の と す る(AnyactionbytheCommunity

shallnotgobeyondwhatisnecessarytoachievetheobjectivesofthisTreaty.)」(第3段 落)と 規 定 し,こ

れ ら の 原 則 を 組 み 入 れ て い る 。

(59)CommissionoftheEuropeanCommunities,op.citsupranote(42),paz.1.4.

(60)m=a.
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るであろ う」(61)と結論 づけた。

さらに,欧 州共 同体 委員会 は,2000年3月 に リスボ ンにお いて開催 された欧州理事会

(LisbonEuropeanCouncil)に お ける決 定を受 け,同 年6,月 に 『EU財 務報告戦 略一将来 の

方 向性 一』 と題す るコ ミュニケ(以 下,「 戦 略 コミュニケ」 とい う。)(62)で,次 の ような

考察 と提案 を行 った。

す なわ ち,戦 略 コミュニ ケは,「EUの 会 計関係 諸指令 は,依 然 として有 限責任会社 の

会計基 準 に関す る基礎 である とはい え,我 々の既存 の指令 は全 ヨー ロッパ あるいは国際的

証券市場 にわい て資 本 を調 達 しよ う と望 む会社 の要求 に合 致 してい ない。 この こ とに よ

り,上 場会社 に関す る透 明性,比 較 可能 な財務報告及び よ り厳格 な開示要求 が,投 資家及

び監督者 の双 方 によって求 め られて いる」(63)のであって,EUに おいて 「選択 され る会 計

基準は,投 資家 の必要性 に合致す る とともに,国 際的な進展 とも一致 していな ければな ら

ない。 国際的 に承認 された財務報 告 の枠組み は,上 場EU会 仕 に よる財務報告 に不可欠 な

ので ある」 ㈹ と主張す る。

そ して,「 国際的6'承 認 され る基準 を提供す るこ とが可能な もの としてEUに おいて現

在用 い られ て いる財 務報告 の枠組 み(financial 、reportingframeworks)と しては,2つ の も

の,す なわ ち アメ リカ にお ける一般 に認 め られ た会計原則(USGAAP)とIASと が あ

(61)Id.,par.5.4.

な お,EUに お け る会 計 基 準 の調 和 化 に 関 して1990年 に委 員 会 が 組 織 した 協 議 会(Conference) .の 結

果 と して,委 員 会 は会 計 助 言 フ ォ ー ラ ム(AccountingAdvisolyFo㎜)を 設 置 し,さ ら にIASCか らの

招 聰 に応 じ,IASCの 諮 問 委 員 会(ConsultativeGroup)の メ ン バ ー と な る と と も に,オ ブ ザ ー バ ー と し

て権 限 に 基 づ き 理 事 会(Boazd)に 参 加 す る こ と を決 定 した(ld.,p鵬.2.6-2.8.み ず ほ 総 合 研 究 所 『国

際 会 計 基 準 審 議 会(IASB)の 動 向 と わ が 国へ の影 響 』(み ず ほ リポ ー ト,2004年4月12日)3頁 「図

表1:IASB関 連 年 表 」 参 照)。

(62)CommissionoftheEuropeanCommunities,EUFinancialReportingStrategythewayforward,

CommunicationfromtheCommissiontotheCouncilandtheEuropeanParliament,COM(2000)359final,

Brussels:CommissionoftheEuropeanCommunities,13June2000.稲 見 教 授 は,こ の公 的 文 書 がEUに お

け る会 計 制 度 改 革 の 起 点 に な っ た とす る(稲 見 亨 『ドイ ツ 会 計 国 際 化 論 』(東 京:森 山 書 店,平 成

16年(2004年))5頁)。

(63)Co血ssionoftheEuropeanCommunities,op.cit.supranote(62),paz.9.

(64)Id.,paz.13.
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る。 い ず れ も概 して,投 資 家 保 護 に 関 して 同 等 の 水 準 を 提 供 す る,投 資 家 志 向

(investor-oriented)の 財務報告 システ ムであ る。 しか しなが ら,こ れ らの実際上 の財務 報

告要 求 にお いては,お びた だ しい差異 が あ る」(`5)と論 じる。っ づ けて,「 自由市場 方式

(marketforces)は,適 切 な報告基準 の体 系 に関す る決定 を委 ね られ得 るので あるが,こ

のこ とは,い たず らに競合す る基準 間の競争 の;期間を長;期化 させ ることに よって,適 時性

の欠如 を引き起 こすで あろ う。そ の間,コ ス トは削減 されず,透 明性 も改善 しない。適 時

性 の欠如 はまた,2005年 まで に財務諸表 のEUワ イ ドな比較 可能性 を高め るとい う,リ ス

ボ ンで開催 された欧州理事会 の 目標 を没却 し得 るで あろ う」 ㈹ と強 く主張 したのである。

ここで,「1995年 の 『会計戦 略 』(上 記 の調 和 化 コ ミュニ ケを示す 。筆者)に お い

て,当 委員会 は,国 際的かつ全 ヨー ロッパ 的基準 において資本 を調達 しよ うと欲 す るヨー

ロッパ会 社 に とって の基 準 の体系 として,IASに 対す る優 先権 を表 明 した。 それ以 降,

IASCは,そ の諸基準 に係 る,段 階的で あ るが網羅的 な修 正作業 に着手 してい る。 すで に

IASは,国 際 的企業体(internationalbusiness◎ommunity)の 要求 を満たすべ き財務報告 に関

す る包括的で,か っ,概 念的に強固な基 準の体系 を提供 してい る。IASは また,ア メ リカ

の環塊 に合 致 させ る とい うことよ りもむ しろ,国 際的観 点(internationalperspe。tive)に 近

づ ける とい うことに関 して,明 確 な利 点を有 す る。一方でUSGAAPは,膨 大 な ものであ

る とともに,極 めて詳細 な原則 及び解釈 指針(interpretations)に 基づ いてい る。 当該基 準

を用 いるた めには,相 当な教育 と訓練 とが必要 であ る。 アメ リカ において,そ の効率的適

用 は,ア メ リカ証券 取引委 員会 に よって行 使 され る強 力 な規 制及び 強制力 に派 生 してい

る。 欧州連合 はい うまで もなく,USGAAPの 精緻 さ(elaborationofUSGAAP)に 影響 力

を有 しないのである」(67)とされ た。

以上の よ うな考察 に基づいて,欧 州 共同体委員会 は,「 規制市場 にお けるすべ てのEU

上場会 社(お よそ6,700社 と見積 もられ る)は,IASに 従 って連結計算書類 を作成す るよ

(65)Id.,paz.14.

な お,「1998年 に お い て,235の 会 社 がUS-GAAPに よっ て報 告 す る一 方 で,お よそ210のEU会

社 がIASに した が っ て 報 告 した 。IASCに よ っ て 出 版 され た も っ と も 最 近 の統 計 に よ れ ば,現 時 点 で

275のEU会 社 がTASを 使 用 す る こ と を 示 す 」(ld.,p.5,note7)と され る。

(66)Id.,pars.15.

(67)Id.,par.15.
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う要請すべ きで ある」(68)と提案 したのである。

そ して,こ の:コミュニケに基づ いて,欧 州 共 同体 委員会 か ら欧 州理事会(Council)及

び欧州議会(EuropeanParliament)に 対 して,2001年2,月 に 『国際的会計基準 の適用 に関

す る ヨー ロッパ議 会及 び理事会 の規則 に対す る提案書 』(69)が提 出 され る と ともに,2002

年7月 には 『国際的会計基準 の適用 に関す る2002年7,月19日 の欧州議会及 び理事会 の

(EC)第1606/2002号 規則』(以 下,「IAS適 用規則」 とい う。)(70)が 制 定 された。

このIAS適 用規則 は,そ の第1条 において 「この規則 は,そ の射程 として,財 務諸 表

の高度な透 明性及 び比較可能性 を,並 びにその ことに よって共同体 資本 市場及び域 内市場

の効率的機能 遂行を保証す るた めに,第4条 に掲げ られた会 社 によって提 出され る財務 情

報 を調和 化す る 目的で,共 同体 にお ける国際 的会計基 準 の適 用及び利 用 を行 うもので あ

る」 と規定 し,第2条 において は,「 この規則 にお ける意義 に関 し(forthepurposeofthis

Regularion),『 国 際 的 会 計 基 準 』 とは,・国 際 会 計 基 準(IAS),国 際 財 務 報 告 基 準

(IFRS)及 び これ らに関連す る解釈指針(SIC-IFRIC解 釈 指針),こ れ らの基 準及 び関連

解 釈指針 に対す る今後 の改正,国 際会計基準 審議会(IASB)に よって公布 あ るい は採 択

され る将 来の基準及 び関連解釈指針 とす る」 と規定す る。 さらに,第4条 にお いて は,

「2005年1月1日 以後 に開始す る各会計年度(eachfmancialyear)に 関 し,加 盟国の法律

に よって統治 され る会社 は,そ の貸借対照表 日にお いて,当 該会社 の証券 が証 券分野にお

ける投資サー ビス に関す る1993年5月10日 の93/22/EEC理 事会指令第1条 第13項 の意

味 にお ける加盟 国の規制市場での取 引を認 め られ る場合,第6条 第2項 に規定 された手続

(68)Id.,pans.16.

(69)Commissionof血eEuropeanCommunities,ProposalforaREGULATIONOFTHEEUROPEAN

PARLIAMENTANDOFTHECOUNCILontheapplicationofinternationalaccountingstandards,COM(2001)80

final,Brussels:CommissionoftheEuropeanCommunities,13Feb.2001.

(70)REGULATION(EC)No1606/2002THEEUROPEANPARLIAMENTANDOFTHECOUNCILof19

July20020ntheapplicationofinternationalaccountingstandards,OfficialJournaloftheEuropeanCommunities

採つしなCノ,L243,11.9.2002,p.1.

な お,EC条 約 第249条 第2項 ぽ,「 規 則(Regulation)は 一 般 的 な 適 用 力 を 有 す る 。 そ れ は,そ の

全 体 に お い て 拘 束 力 を 有 し,す べ て の 加 盟 国 に お い て 直 接 的 に 適 用 可 能 な も の と す る(Aregulation

shallhavegeneralapplication.ItshallbebindinginitsentiretyanddirectlyapplicableinallMemberStates.)J

と 規 定 す る 。
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に従 い採択 され た国際的会計基 準 と合致 させ てその連結 計算 書類 を作成 する もの とす る」

と規定 した。要す るに,2005年1月1日 以後 に開始す る会 計年度 の連 結計算 書類 の作成

にっ き,IASの 適用 をEU上 揚 会社 に義務づ けたのであ る(n)。

.なお,IAS適 用規則 は,第3条 において,一 定の手続 に従 って委員 会 は国際的会計基準

の共 同体 内部 にお ける適応 可能性 について判断す るもの とす る と規定す る とともに(第1

項),当 該国際的会計基準は,第 一 に,個 別 及び連結計算書類は企 業状況の真実かっ公正

な概観 を与 えねなければな らない と規走す るEC会 社 法第4指 令第2条 第3項 及び 第7指

令 第16条 第3項 に反 す る もの では ない と ともに,ヨ ー ロ ッパ の公 衆 の利 益(European

publicgood)に 資す る もので ある場合で あって,か つ,第 二に,経 済 的意思決 定及び経営

者 の経営責任 の評価 に必要 とされ る財務的情報 に求 め られ る理解可能性,妥 当性,信 頼性

及び比較可能性 の基準 に合致 してい る場合 にのみ,採 用 され ると規定 してい るのであるが

(第2項),こ れ らの規定に関連 し,欧 州共 同体委員会は,2003年9,月29日,IAS第32

号及 び第39号 を除き,2002年9,月14現 在 にお いて存在す るIAS,IFRS及 び関連解釈指

針 を採用す る規則 を制定 した(72J。

EUに お ける会計基準 とIASと の調和化 は,さ らに加速す ることとな る。

す なわち,『 特 定種類 の会社,銀 行及 び他 の財務機 関並び に保 険事業の年次及び連結計

算 書類 に 関す る78/660/EEC,83β49/EEC,86/635/EEC及 び91/674/EEC指 令 を改 正す る

(71)こ のEUに お け る上 場 会 社 の 連 結 計 算 書 類 に つ い て のIAS適 用 の 義 務 化 が わ が 国 企 業 の会 計 ・監

査 に 与 え る 影 響 につ い て は,一 般 に 「2005年 問 題 」 と しz論 じ られ て い る(山 田 辰 己 ほ か 「座 談 会

会 計 ・監 査 の2005年 問 題 を め ぐ っ て 」 『JICPAジ ャ ー ナ ル 』 第16巻 第3号(通 巻 第584号,平 成16

年(2004年)3月)11頁,日 本 公 認 会 計 士 協 会 『2005年 問 題 に 関 す る 提 言 』(2004年3月17日)な

ど を参 照)。

(72)CommissionRegulation(EC)No1725/20030f29September2003adoptingCBTr芟景nternationalaccounting

standardsinaccordancewithRegulation(EC)No1606ノ'20020ftheEuropeanParliamentandoftheCouncil,29

Sep.2003,0,lj4cialJournaloftheEuropeanUnion(OJEU)L261,130ct2003,p.1.

な お,こ の 規 則 の 付 属 書 に は,32のIASと28の 解 釈 指 針 が,参 考 と して 添 付 され て い る 。

ま た,IAS及 びIFRSに 関 す る 解 釈 指 針 は,IASCがIASBに 改 組 さ れ る 以 前 は,解 釈 指 針 委 員 会

(StandingInterpretationsC。mmittee:SIC)に よ り作 成 され,改 組 後 はSICよ り業 務 を 引 き継 い だ 国 際 財

務 報 告 基 準 解 釈 指 針 委 員 会(lnternationalFinancialReportingInterpretationsCommittee:IFRIC)に よ り作

成 され て い る。
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2003年6,月18目 の欧州議会及び理事会2003/51/EC指 令』(以 下,「 計算書類改正指令」

とい う。)(73)に よって,っ い にEC会 社法第4指 令及 び第7指 令な どの大規模 な改正が 図

られ たのである。 この よ うな指令 の改正は,上 述の調和化 コミュニケにお いて示 された,

指令 の改正 は可能 な限 り回避す るとい う方 向性 を大 き く転換す るものであった と解 され る

が,計 算 書 類 改 正 指 令 は,そ の 前 文 に お い て,「 これ らの改 正 は,一 方 に お い て

78/660/EEC,83/349/EEC,86/635/EEC及 び91/674/EEC指 令 と,他 方において2002年5,月1

日において現存す るIASと の間のす べ ての不一致 を除去す るであろ う」(計 算書類改正

指令 前文(15))と 宣言 したので ある。

なお,IAS適 用規則 第5条 において,加 盟 国は,上 場会社の個別計算書類,非 上場会社

の連結 計算書類及び(あ るいは)年 次計算書類 について も,IASに 従 って作成す る ことを

許可 し,あ るいは要求す る ことが できる としてい ることには,留 意す る必要が ある。

す なわち,EU加 盟 国は,上 場会社 の個別計算書類,さ らには非上場会社 の連結計算 書

類 及び個別計算 書類 の作成 に際 してIASの 使 用 を義務 化 し,あ るい は許 可す る選択権 を

与 え られた のである。

したがって,EU域 内会社の財務 報告 にお けるIASの 重要性 は,今 後 ます ます増 大す る

可能性 が高い と考 え られ るので ある㈲。

第3款 サーベインズ=オ ックス リー法の成立 とその影響

今世 紀初頭 にアメ リカにおいて発 生 した会計上 の不正 に基づ く大型 の企 業破 綻 もまた,

同国における会計制度 の変革 の動 きを加速 してい る。

す なわち,「2001年12.月 のエネル ギー卸売会社エ ンロンの経営破 綻に始ま る,不 正な

(73)DIRECTIVE2003/51/ECOFTICEUROPEANPARLIAMENTANDOFTHECOUNCILof18June2003

amen・�gDirective・78/660/EEC,83/349/EEC,86/635/EECand91/674朋C・nth・ ・皿naland・ ・nsolidated

accountsofcertaintypesofcompanies,banksandotherfinancialinstitutionsandinsuranceundertakings,OJEU,

L178,17July2003,p.16.

(74)IASBの 議 長 で あ るDavidTweedie氏 は,今 後EU域 内 の 相 当数 の 国 にお い て,す べ て の 大 手 企 業 に

IASが 適 用 され る こ とに な る と し,そ の 影 響 は 数 十 万 社 に 及 ぶ と予 想 す る(DavidTweed孟e・ 藤 沼 亜 起

・山 田辰 己 「国 際 的 な会 計 基 準 の 統 合 化 を め ぐっ て 」 『JICPAジ ャ ー ナ ル 』 第16巻 第9号(通 巻 第

590号,平 成16年(2004年)9月)13頁(Tweedie発 言))。
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財務報告 問題 によ り,厳 格 な会計基準 と質の高い監査 を保 持す るこ とで,健 全かつ透明性

の高 い資本市場 を形成 してい る と自:負してきた米 国資本市場 は,国 内のみな らず世界の国

々か ら批判が浴びせ られ,一 気 にその信頼 を失墜 して しまった」(75)のである。

そ こで,ア メ リカ において は,同 国の資本市場 に対す る不信感 を一掃すべ く,多 くの改

革案 の提示及びその実施が図 られて きてい るので あるが,こ の ような一連の改革 の うち,

最 も重大 な意 味 を有す る とされ るのが㈹,い わ ゆるサーベ イ ンズ=オ ックス リー 法(以

下,「SO法 」 とい う。)(77)の 制 定で ある。

このSO法 において,ア メ リカ の議会は,同 国で近時露呈 し,か つ,監 査 の有効性の機

能不 全及 び企業財務 と株 式仲 買人(broker-dealer)の 信 頼性 にお け る崩壊 を示 して い るよ

うな,資 本市場 に影 響 を与 える組織的かつ構 造的な脆弱性 の問題 を取 り扱お うと意 図した

とされ るのであ るが㈹,SO法 の規 定 内容 が,そ れ まで 「米 国にお いて さま ざまな形で提

案 され なが らも懸案:事項 とな って きた制度の改善案 等,ほ とん どすべて のものを網羅的 に

包含 した もの」(79)となっていたた め,「 当該 立法は,公 開会社 が商取引 を行 う方法及び会

計職業人がいか にしてその法的 に要求 される監査職 能 を遂行す るか を,根 本的 に変革す る

であ ろ う」(so)と考え られ たの である。

よ り具体的 には,SO法 にお いては,(1)監 査,品 質統制及び道徳 に関す る基準 の設定,

登録会計事務所(registeredac◎ounti血gfirms)の 検査,調 査の指揮,及 び懲戒措置 の権 限を

(75)八 田 進 二 ・町 田祥 弘 「米 国 『企 業 改 革 法 』 に み る 監 査 規 制 の 将 来 像 」 『JICPAジ ャ ー ナ ル 』 第14

巻 第11号(通 巻 第568号,平 成14年(2002年)11月)95頁 。

(76)八 田 ・町 田,同 上 論 文,95頁 。

(77)「 同 法 の 正 式 名 称 は 『証 券 諸 法 に 準 拠 し,か つ,そ の 他 の 目的 の た め に 行 わ れ る会 社 の デ ィ ス ク

ロ ー ジ ャ ー の正 確 性 と信 頼 性 の 向 上 に よ り投 資 家 を保 護 す るた め の 法 律(AnActtoprotectinvestorsby

improvingtheaccuracyandreliabilityofcorporatedisclosuresmadepursuanttothesecuritieslaws,andforother

purposes)』 で あ る が,議 会 に お け る 上 下 両 院 の提 案 者 の 名 前 を冠 して,Sarbanes-OxleyActof2002

(『 サ ー ベ イ ン ズ=オ ッ ク ス リー 法 』)と 略 称 され て い る 」(八 田 ・町 田,同 上 論 文,100頁(脚 注

1))。 こ の ほ か,「 企 業 改 革 法 」 あ る い は 「企 業 会 計 改 革 法 」 と呼 称 され る場 合 も あ る。

(78)JamesHamilton&TedTrautmann,AssignedbyPresidentGeorgeW.BushonJuly30,2002,Sarbanes-Oxley

Actof2002,LawandExplanation,Chicago:CCHInc.,2002,p.13.

(79)八 田 ・町 田,前 掲 注(75)論 文,95頁 。

(80)Hamilton&Trautmann,op.cit.supranote(78),p.13.
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付 与 され た独 立 の公 開会 社 会 計 監視 委 員 会(PublicCompanyAccountingOversightBoard:

PCAOB)の 創 設,(2)監 査 人 の独 立 性 を 強化 す るた め の,公 開会 社 た る監査 ク ライ ア ン ト

に 会 計 士 が提 供 す る非 監 査 サ ー ビス の 制 限,(3)会 社 に よ って行 わ れ る財 務 報 告 及 び 開 示

の 質 に 関す る公 開会 社 の取 締 役 と上 級 経 営 者(seniormallagers)の 責 任 の 強 化,(4)内 部 者

(insider.)に よる1934年 証 券 取 引 法(theSecuritiesExchangeActofl934)第16条(a)項 に

基 づ く報 告 の促 進 を含 む,開 示 要 求 の 拡 大,(5)ア ナ リス トに よ る,そ の利 害 の 潜 在 的 不

一 致(potentialconflictsofinterest .)に 関す る義 務 的 開示,及 び(6)不 正 及 び そ の他 の違 反 に

基 づ く,一 連 の厳 格 で 新 た な罰 則 の 創 設 とい った,多 岐 に わ た る改 善 事 項 が包 含 され て い

る(81)。これ らの うち,ア メ リカ に お け る会 計 基 準 に 関連 して は,次 の よ うな規 定 が 注 目 さ

れ る。

す な わ ち,ま ず,SO法 は,そ の 第108条(a)項 にお い て1934年 証 券 取 引法 第19条 を改

正 して い る ので あ るが,こ の 改 正 に よ りSECは,1934年 証 券 取 引 法 第13条(a)項 及 び(b)

(81)Id.,pp.13-17.

SO法 がわが国の会計 ・監査制度の与える影響 については,八 田 ・町田,前 掲注(75)論 文のほか,

山崎彰三 「サーベイ ンズ ・オックス リー法 の概要 と我 が国の監査制度への影響」 『∬CPAジ ャーナ

ル』第15巻 第7号(通 巻576号,平 成15年(2003年)7月)29頁,太 田養一 「サーベイ ンズ ・オッ

クス リー法 と関連規則の概要」 『∬CPAジ ャーナル』第15巻 第7号(通 巻576号,平 成15年(2003

年)7月)34頁 等を参照。

なお,金 融庁総務企画局国際課企画官の松尾氏は,い わゆる 「コーポ レー ト・ガバナンス制度につ

いては,む しろわが国は米国の企業会計改革法 に先行 してその強化 に取 り組んできているといえる」

とす る(松 尾直彦 「米国企業会計改革法への対応」 『旬刊 ・商事法務』第1667号(2003年7月5日)

5頁)。
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項 に基 づ く職 権 を達 成 す る上 で,一 定 の 条件 を満 た す 会 計 基 準 設 定機 関(az)によっ て 制 定 さ

れ た 会 計 原 則 を,証 券 諸 法 の 目 的 に 関 し て 「一 般 に 認 め ら れ た も の(generally

accepted)」 と して認 識 で き る こ と とな っ た。 さ らにSO法 第108条(d)項 は,SECに 対

し,同 国 の 財 務 報 告 シ ス テ ム に お い て 原 則 主 義 的 な 会 計 シ ス テ ム(p血ciples-based

ac◎ou血tingsystem)を 採 用 す る こ とに 関す る研 究 を 行 い(83),か つ,そ の結 果 に 関す る報 告

書 をSO法 の 施 行 日よ り1年 以 内 に,上 院 の銀 行 業務,住 宅 及 び 都 市 問題 委 員 会(the

CommitteeonBan]㎞g,Housing,andUrbanAffairsoftheSenate)及 び 下 院 の財 務 サ ー ビス委

員会(theCommitteeonFinancialServicesoftheHouseofRepresentatives)に 提 出す る こ とを

要 請 した(mal。

(82)そ の条件 は,次 のようなものである(SO法 第108条(a)項 による改正後の1934年 証券取引法19

条(b)項(1)(A))。

(i)民 間団体(privateentity.)と して組織 され るものであること。

(11)管 理 ・運営目的に関 し,公 共の利益に仕 える理事会(boardoftrustees)あ るいは同等 の機関を有

し,そ の構成員の過半数が過去2年 間に登録公会計事務所 と関係 を有 しないこと。

(鋤SO法 第109条 の規定に基づき資金拠 出されること。

伽)緊 急な会計問題及び ビジネ ス慣行の変化を反映す るために必要な会計原則の変更のための迅速

な評価を保証す るための,多 数決による意思決定過程を採用 している こと。

(v)会 計原則を採用す る上で,ビ ジネス環壌における変化 を反映す るために基準 を最新のもの とし

続 ける必要性 と,公 共の利益において,か つ,投 資者保護 のために必要 あるいは適切 である高品

質な会計基準に関す る国際的収敷(convergence)の 範囲を考慮する ものであること。

(83)こ の研究には,次 のような項 目の考察を含む もの とする とされている(SO法 第108条(d)項(1)

(B>a

(i)ア メリカにおいて存在す る原則主義的な会計及び財務報告 の範囲

(m規 則主義的な(rules-based)財 務報告 システムか ら原則主義的な財務報告 システムへの変更に関

して必要 とされ る時間的長 さ

(皿)原 則主義的な システムが実施 される場合の実効可能性 とその際に提案 される方法

(iv)原 則主義的なシステムの履行に関す る徹底的な経済的分析

(84)八 田 ・町 田,前 掲注(75)論 文,99頁 では,「 これ らの規定は,今 後,SECの 下で会計及び監査

規範 のあり方を統合的に見直 し,か つ,国 際的な レベルでの統一化 ない し制度の収敏 を視野に入れた

規範の設定を想定 しているもの と解することができよ う」 とする。
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そ して,以 上 の よ うなSO法 の規 定 に従 い,SECは,2003年7,月25日 に主 任 会 計 官 局

(theOfficeoftheChiefAccountant)と 経 済 分 析 局(theOfficeofEconomicA血alysis)の ス タ

ッフ が合 同 で作 成 した 『原 則 主 義 的 な会 計 シ ス テ ム の 合 衆 国財 務 報 告 シス テ ム にお け る採

用 に 関す る2002年 サ ー ベ イ ン ズ=オ ッ ク ス リー 法 に基 づ く研 究 』 と題 す る報 告 書(以

下,「SEC報 告 書 」 と い う。)(85)を 公 表 した の で あ るが,こ のSEC報 告 書 にお い て は,

次 の よ うな分 析 が行 わ れ て い る。

す な わち,SEC報 告書 ほ,「 重大 な企業 会計 ス キャ ンダ ル の近 時 にお け る激 発 は,輩

々の企業統治(Oorporate'governance)制 度及 び財 務報告制度 が改善 を必要 としてい る、こと

を,多 くの人々'に示唆 した」(86)と論 じる ととも に,ア メ リカにお ける会計基準設定プ ロセ

スは お そ ら く,過 剰 に規則 主義 的 な(rules-based)もOJと なって い る と分析 す る。そ し

て,規 則 主義的な基 準には,次 の よ うな三つ の問題 がある とす る。 それ は,ま ず第一 に,

当該基準 は,多 数 の明確 な線 引 きのた めのテス ト(bright-linetests)を 内包 してい るが,

当該テス トが最終的には財務 エ ンジニアに よって,当 該基 準の趣 旨とは異な り,あ たか も

従 うべ き指針 で あるか の よ うに誤解 され 得 るこ とで あ る。第 二に,規 則 主義的 な基 準 に

は,原 則 に対す る多 くの例外規 定(exceprions)が 存在 してお り,そ れ が類似 した経 済実

態 の取引及 び事象 に関す る会計 上め取扱 い の不 一致 の原 因 とな ってい る とされ る。最後

に,規 則 主義 的 な基 準 は,以 上 に加 えて,膨 大 か つ詳 細化 され た履行 のた めの手 引 き

(implementationguidance)の 必要性及び需要 を包含 してお り,当 該基準の適用につ いての

複雑性 と不確 実性 とを生み出 してい ると(87),SEC報 告書 は論 じているのである。

一方
,SO法 第108条(d)項 にい う 「原則 主義 的な基準」 な る用語 にっいて,SEC報 告書

(85)TheofficeoftheChiefAccountant&theOfficeofEconomicAnalysis,StudypursuanttoSection108(d/of

伽Sarbanes-OxleyActOf20020ntheAdoptionbytheUnitedStatesFinancialReportingSystemofa

PrincipleBasedAccountingSystem,Washington:SEC,July25,2003.

こ の 研 究 報 告 書 は,SECの ス タ ッ フ に よ っ て 作 成 さ れ た も の に す ぎ ず,SECの 公 式 見 解 を 示 す も の

で は な い も の の,「 今 後,米 国 の 企 業 会 計 が 研 究 報 告 書 の 示 ず よ う な 方 向 に 進 ん で い く 可 能 性 は き わ

め て 高 い 」 と さ れ る(吉 川 満 ・竹C]圭 輔 「目 的 指 向 型 会 計 に 関 す るSEC報 告 書 の 概 要 」 『旬 刊 ・商

事 法 務 』 第1673号(2003年9月15日)25頁 。

(86)TheofficeoftheChiefAccountant&theOfficeofEconomicAnalysis,op.Cltsupranote(85),sec.1-A,

par.1.

(87)Id.,sec.IA,par.4.
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は,「 アメ リカにお ける原則主義 的な基準設定 の採用 に関す る研究を行 うた めには,ま ず

我 々は,原 則主義的(と い う用語 一筆者)に っい て定義 しな ければな らない」 との認識 を

示 しなが らも,当 該用語 の意義 に関す る見解 には広範 な不一致が存在す る とし,「 した が

って,我 々は,下 記 の よ うな,我 々が この方 向性 にお いて アメ リカ の基準 に対す る最適 な

補正策(optimaladjustmentstoU..S.standards)と み なす もの と,あ る意味 で一致す るもの と

して,原 則 主義 的な基準 を定義 してい る」 と述 べ る(ss7。つづ けて,「 我 々の見解 にお い

て,最 高 の原則主義 的な会 計基 準 とは,実 体 的会計原則 に関す る簡潔 な言 明を必然的 に伴

うもので あって,そ こにおいては会 計 目的(accountingohle面ve)が 当該 基準の不可欠 な

一部 分 として組み入れ られ るとともに
,例 外規 定あ るいは内部 的矛盾 が当該基準 に内包 さ

れ る ことが,仮 に存在す る として もほ とん どない よ うな ものである。 その上,こ の よ うな

基準 は,取 引あるいは事象 の種類 に関す る本 質を示す適量 な履行 のための手引きを提供 し

なければな らず,か っ,明 確 な線 引 きのためのテス トをまった く有 しない ものでなけれ ば

な らない。 最後 に,こ の よ うな基準は,財 務報告 に関する一貫性 ある概 念的枠組 み と一致

し,か つ,当 該概念 的枠組 みか ら導 出され なけれ ばな らない」(89)として,原 則 主義 的な基

準 の意義 を示す。

さ らに,SEC報 告書 は,「 基準設定 について の原則主義 的な アプ ロー チに関す る我 々

の見解 と,他 者 によって提起 され る見解 とを区別 す るた めに,我 々はそれ を 目的志 向的

(o句ecdves-oriented)基 準設 定 と呼称す る。(け だ し一筆者)こ の よ うな方 式で設定 され

た基 準は,多 くの意 味 において 目的志 向的な もの なのである」(go)と主張 し,以 下の よ うな

理 由をあげ る。

す なわち,SEC報 告 書 に よれば,上 述の よ うな意 味にお け る原 則主義 的なア プ ローチ

の も とでは,第 一に,実 務 にお ける特定の基準の適用上,財 務諸表作成者及び監査人は,

当該 基準の会計 目的の履行 に関す る会計上及び証 明上 の判断 に焦点 を合 わせ るこ とを要求

され る。 このこ とは,当 該基準の意 図を回避 しよ うともくろむ財務技術者 に とってそ の機

『会 を最小化す る
。 第二 に,各 基準 は,全 体 として会計 システ ムを統一 しようとす る,包 括

的かつ首尾一貫 した概念的枠組み に よって設定 され た 目的 と調和すべ く立案 され る。第三

(88)Id.,sec.1-C,par.1.

(89)Id.,sec.1-C,par.2.

(90)Id.,sec.1-C.paz.3.
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に,こ の ア プ ロー チ は,ま さ し くそ の本 質 にお い て,原 則 に基 づ く 目的(principled

objective)の 履行 と背反 し,、当該基 準にお ける内部 的矛 盾 を生成 し,か っ,本 質 的に,よ

り詳細 な指針 に対す る受容 を生み 出す例外規定を回避 す る。第 四に,そ れはまた,し ば し

ば例外規定 の成果物た る明確 な線 引きのた めのテス トを回避す る。 当該テス トは,あ らゆ

る一定 の原則 に基づいた 目的(P血cipledobjective)と 本質的 に背反す るものであ る。けだ

し,そ の形態 あるいは構造 において僅かに相違す るが経済的 には類似す る二つの取引で あ

って も,当 該テス トの使 用に よって,そ れぞれ まった く異 なった会計処理が適用 され る と

い う結果 をもた らし得 るか らで ある。第五 に,目 的志 向的基準 は,当 該基準 を適 用すべ き

取 引の種類 を明確 に関連 づけ る とともに十分 に詳細化 された手 引きを包含 し,か く して財

務諸表作成者 及び監査 人は,会 社の取引に関す る適 切な会計 を決定す ることができ る。一

般 に,会 計基 準が立案 され るべ き特異性(spec笛cily)に 関す るあ り得べ き範 囲は,一 方の

限界において抽象 的な ものか ら,も う一方 の限界 においてかな り具体的な ものにまで及ぶ

領 域であ ると考え られ るのであ るが,こ の点,目 的志 向的基準は,適 切 に形成 され る際に

は,こ れ ら二つ の領域の 限界間 に一貫 して帰着す る とされ るのである(9])。

そ して,「 目的志 向的基 準は,明 確 な線 引きのためのテス ト,多 様な例外規定,高 度 な

詳細性,及 び内部的矛盾 に よって特徴づ け られ る規則 主義的会計基準 とは対照 的な地位 を

有す る」(92)と,SEC報 告書は論 じるので あるが,こ の よ うなSEC報 告書 に よる分析 の背

後 には,従 来ア メ リカ にお いて採用 され て きた規則 主義 的 アプ ローチに対す う反 省 があ

る。

す なわち,規 則主義的 アプ ロー チにお ける潜在的 な構想 は,ほ とん どすべ ての想 定 し得

るシナ リオについて の適切 な会計上 の取扱 いを規定す るとい うもので あ り,そ の ことに よ

って,あ らゆる状況 にお ける適切 な会計上 の回答 の決 定は簡 明な もの とな り,原 理 上は少

な くとも,必 要 とされ る職業的判 断の範 囲は最小化 され る。 しか しなが ら,皮 肉に も,規

則主義的 な環覧 においては,相 当数 の判断 の適用が依 然 として必 要で あ り,し か もその判

断 にお ける重点は,取 引 あるい は事象の経済的実質 を捕捉す ることにはな く,む しろ,例

外規定や しば しば矛 盾す る指針が適用可能で ある場合 において,そ の取引あるいは事象 の

(91)Id.,sec.1-C.pans.4-8.

(92)Id.,sec.1-C.par.9.
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会 計上 の取扱い をいかに決 定す るかへ と移行 して しまってい ると論 じるのである(93)。

また,規 則主義的会計基準 に特有で ある明確な線 引 きのた めのテス トの使 用 を支持す る

論拠 は,す べての者がそ の同一 のテ ス トを使用す る結果,当 該テ ス トはすべて の問題 にわ

た る優れ た比較可能性 を招来す る とい うこ とにあるが,そ の よ うなテ ス トを使用す る規則

主義 的基 準において は しば しば,か ろうじて 当該テス トの対極 にお かれ るに過 ぎない取引

が,一 般 的に非常 に類似 してい るに もかか わ らず,ま った く異な る会計 上の取扱い を受 け

るこ ととなるた め,し ば しば架 空 の比較可能性(illusorycomparability)を 生み 出 して いる

に過 ぎない とす る㈹。

そ して,こ れ らの結果,「 不 幸に も,規 則 主義 的基準 は しば しば,当 該基 準にお いて本

来 的な会計 目的の回避 のための指針 を提供 している とい うことを,経 験は証 明 している」

(95)と論 じるので ある
。

一方
,目 的志向的基 準は,職 務 遂行上の指針 をほ とん ど有 しない高次元の基準 として定

義 され るであろ う,原 則 のみ に基 づ く(p血ciples-only,)基 準設 定 とも対照的な地位 を有す

るとし,な ぜな ら原則 のみに基 づ くアプ ローチは,時 として,当 該基準 を確 実 に機 能的な

もの とす るには不 十分 な指針 しか提供せず,そ の結果,原 則 のみ の基準 は,概 して,財 務

諸 表作成者及び監査 人に取引及び事象 に関す る判断 を,当 該判 断を形成す るための十分 な

体系 を提供す ることな く行 うよ う要求 し,し たが って,報 告 の対象 となる実体 間にお ける

比較可能性 の著 しい欠如 を招来す るか らであ るとす る(96)。

以上 の よ うな分析 に従 い,SEC報 告 書で は,規 則 主義的基 準や原則 のみ の基 準に比較

し,目 的志 向的基準 あるい は原則 主義的基準 は,経 営者 に対 して,会 社 の財務報告 にお い

て,抽 象 的にではな く,明 確 に定義 され,か つ,各 関連す る基準 において構築 され た本 質

的 な 目的に従 って体系づ け られ た取引及び事象 に関す る経 済的実質 を把握す る義務 を課す

もので あ るとともに,そ の結果,監 査人は経営者 が当該義務 を履行 してい るか否かにっい

て報告す る義務が あ り,し た がって,目 的志 向的基 準は,経 営者及び監査人の双方 に,規

(93)Id.,sec.1-C.par.9.

(94)Id.,sec.1-C.par.10.

(95)Id.,sec.1-C.paz.11.

(96)Id.,sec.1-C.par.12.
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則 主義 的な基 準及び原則 のみの基 準以上 に大 きな義務 を課す ものであ るとす る(97)。

そ して,こ の 目的志 向的アプ ローチ において根本的な ことは,目 的志 向的基準が,経 営

者及び 監査 人に用 い られ るべき基準 に関す る十分 に詳細化 された フ レー ムワー クを提供 し

つ つ,目 的及 び取引の分類 に関す る会計的モデル を明確 に設定す るで あろ うとい うこ とで

ある とともに,こ の よ うな基 準は,利 用者 と同様,財 務報 告過 程 を監督 あるいは監視す る

規制者等 に,経 営者 に よって報告 され,か つ,監 査人に よって証 明 され た結果 を理解 し,

適切 に評 価す るための十分 な細 目を提供す るで あろ うとす る とともに(98),「 結論 として,

目的志 向 的基準 に基づ く財務 報告 は,最 適 な均衡 状態(optimalbalance)に 到 達 し,か

つ,基 準設 定に対す る原則 のみの アプ ローチ あるいは規則 主義 的アプ ローチに比較 した揚

合,情 報 の比較 可能性 と透 明性 の両方 を増加す るに違いな い と,我 々は信ず る」(99)とし,

アメ リカ にお ける 目的志 向的基 準 の採用 が,SO法 の基底 で あった改正の理想像 と一致す

ると論 じているのである(100)。

そ して,こ の よ うなSEC報 告書 で示 された方 向性 を歓迎 し,同 意す るこ とをFASBは

表 明 してお り('oi),また 国際会計基 準 の動 向か ら考 えて も,「 今 後 わが国 において も中長

期 的 に,SECの 研究報 告書 で示 され た方 向を十分 に意識 しつ つ会 計基準 問題 を考 えるこ

とが重 要になる」(102)と論 じられ てい るので ある。

以上 の よ うなSEC報 告書 にお け る議 論 は傾聴 に値す るものでは あるが,し か し,今 日

にお ける会計制度 が抱 える問題 のすべてが 目的志 向的基準 の採用 に よって解 消 され るか否

かにつ いては,疑 問な しとは しない。

けだ し,SEC報 告書 にい う目的志 向的基準 は,原 則 のみ に基 づ く基準 と規則 主義 的基

準 との折衷 的な基準で ある との感 は否 めない。 そ して,た とえ 目的志 向的な基 準設定を行

った場合 であって もや は り,企 業が ある取引 につ いて如何 なる会計 処理を採 用すべ きかを

(97)Id.,sec.1-C.paz.13.

(98)Id.,sec.1-C.paz.14.

(99)Id.,sec.1-C.par.15.

(100)鼠s㏄.VI.

(101)FASB,FASB、ResponsetoSECStudyontheAd(>ption(faPrinciplesBasedAccountingSystem,FASB,July

2004,p.1.

(102)吉 川 ・竹 口,前 掲 注(85)論 文,26頁 。
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判断す るにあたって は,何 らかの履行 のた めの手 引きや指針が必要 とな る とされてい る。

しか し,当 該報告書 にお いて主 張 され てい る ような規貝1」主義的基準設定が抱 える問題点か

らも看 取 しうるよ うに,ど の程度 の手引きや指針 を設 定す るか の判断 は,極 めて困難な も

の とな らざるを得ない と思われ るので ある。
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第3節 会計基準の国際的調和化 とわが国の方向性

これ までの考察 のご とく,EU並 び にアメ リカにおける会計基準 の国際的調和化 の必要

性 は,そ の加 盟 メンバー を通 じて各国証券市揚 に強制力 を有す るIOSCO及 びEUが,そ

れ ぞれ 多分 に国家(地 域)経 済的,政 治 的思惑 に基 づいてIASの 支持 を表 明 し,さ らに

はIASの 策定及 び決定 の過程 にまで積極 的に関与 し始めた ことに よ り,IASを 基軸 として

急速 に高まる こととなったのであ る。

もっ とも,IASlち 「あ くまで もクロスボー ダー で資金調達 をす る企業 が外 国で上場す

る際に,そ の国 の基準 とIASの いず れかを選択 でき るとい う,い わ ば 『選択 肢』 として

の基準」で あ り,「 したが って,わ が国の会計基準 に直接 に影響 を与 えるものではない」

と論 じられ る(103)。何故 にわが 国会計基準 の国際的 調和化 が必 要で あ るの か,あ るいは,

IASが 現行のわが国会計基準 に比 して理論的 に優れ ている といい得 るか否 かにつ いて,さ

らなる検討 も必要である と考え られ る。

しか し,上 述 の よ うな状況 を考慮す れば,「 わが国で も会計基準 をIASと 全 く無 関係

に設定 す るこ とは事実上 不可能で あ り,好 む と好 ま ざる とを問わず,今 後 ともIASと 調

和化す る道を選ば ざるを えない」(脚 といい得 るで あろ う。

EUあ るいはアメ リカにおいて会計基準 をめ ぐる活発な議論 が行 われ る中,わ が国にお

いて も,平 成9年(1997年)以 降,企 業会計審議会 か ら 『連結財務 諸表制度 の見 直 しに

関す る意 見書 』 をは じめ と した数 多 くの意見 書 あ るいは会 計基 準 が公表 され(図1参

照),商 法上 も企業会 計制 度の大幅な変更を伴 う大規模な改正が行われた。

す なわち,わ が国商法は,昭 和37年(1962年)改 正(法 律第82号)に よ り,「 それ

までの財産法 的思考か ら損 益法 の方 向にか な り大 きな一歩 を踏 み 出 した」('05)と解 され て

い るので あるが,『 税効 果会 計 に係 る会計 基準 の設定 に関す る意 見 書』(企 業 会計審議

会,平 成10年(1998年)10月30日)の 公表 に呼応 して,商 法上 も税 効果会計 を導入 す

べ く計算書類 規則(当 時)の 改正が行われ,平 成11年(1999年)改 正(法 律第125号)

(103)広 瀬,前 掲 注(19)書,9頁 。

(104)広 瀬,同 上 書,9頁 。

(105)龍 田 節 『新 版 注 釈 会 社 法(8)株 式 会 社 の 計 算

年(1987年))11頁 。

)』 上柳克郎 ほか編(東 京:有 斐閣,昭 和62

一41



にわいては,『 金融商 品に関す る会計基準の設定 に関す る意見書』(企 業会計審議会,平

成ll年(1999年)1月22日)が 取 りま とめ られた ことに伴い,市 場価 格が ある金銭債権

等について時価評 価 を可能 とす る規定 の新設及び配 当可能限度額 に関す る規定 の改正が行

われ,あ たか も損 益法的立場か ら再び財産法的立場へ と回帰す るかの よ うな修正が行われ

た(ios)。

また,平 成14年(2002年)改 正(法 律 第44号)に よ り,計 算関係 規定 の法務省令へ

の委任(107)が行 われ る とともに,商 法特例法上の大会社(商 法特例法第1条 の2第1項)

にっいては,連 結 計算書類 の作成 ・招集通知へ の添付 ・株 主総会への報告 と,監 査役(委

員会等設置会社にっいては監査委員会)及 び会計監査人の監査が義務 づ け られ た(商 法特

(106)江 原健志 ・泰田啓太 ・松井信憲 「商法等の一部を改正する法律:の概要」 『JICPAジ ャーナル』第

11巻 第10号(通 巻第531号,平 成11年(1999年)11月)34頁 では,こ の 「改正法は,企 業の資産状

況を適正に表示する とともに,国 際的な会計基準 との調和を図 り,企 業会計原則 との整合性 を確保す

るため,一 定の資産 にっいて時価評価 を可能 とす る方向での商法上の資産の評価基準の見直 しを行 う

こととしたものである」 とされ る。

(107)こ の改正の趣 旨は,'「 今後生ず ることが予想 され る会計基準の変更に当た り,証 券取引法会計が

適用 され る会社が,こ れ と異なる基準に よる商法上の会計処理をもしなければな らないとい う事態が

生ず ることがない ようにす るための商法会計の側の迅速な対応を可能にしようとす るものである」と

され る(濱 克彦 ・郡谷大輔 「平成14年 商法改正の概要」 『JICPAジ ャーナル』第14巻 第11号(通

巻第568号,平 成14年(2002年)11月)87頁)。
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例 法第19条 の2,21条 の32)〔lo8)。

この よ うに,商 法上 も,「 今 日,国 際会 計基準 の影 響 もあって,会 計 の処理 に関す る法

制 は激動 の事態 を迎 えてい る」(lo9)とされ るので あるが,し か し,わ が国の企業 会計基準

を どの程度 までIASと 一致 させ るべ きで あるか(あ るいは,ど の程度 までIASと の差異

を認 め得 るか)に っ いての企業会 計審議会や企業会 計基準委員会 の見解 は必ず しも明 らか

ではない。

それ にもか かわ らず,少 な くとも今 日わが国において主 張 され ている 「会計基 準の国際

的調和化」の多 くは,わ が国会計基 準のIASと の調和化 を意 味 してい る とい って も過言

ではな く,し かもわが国会計基準 の 「調和化 」が どの程度 まで達成 され なけれ ばな らない

のかについて の説得力あ る説明は,必 ず しも行われ ていないのが現状で ある。

ここで,上 述の よ うなEU及 びアメ リカ とい う二大経済 圏の動 向を踏 まえるな らば,わ

が国資本市場の 国際的孤立 を回避す るた めに,わ が 国会計基 準のIASと の調 和化 が政治

的 ・経済 的に不可避 で ある と して も,そ の方 向性 には様 々 な ものが考 え られ得 る。 そ し

て,個 別企業 の人格 を重視 した現行 のわが国税制 ・会社法制 を前提 とす るな らば,株 式公

(108)た だし,有 価証券報告書提出会社に該当 しない大会社については,当 分の間,連 結計算書類の作

成義務等に関する規定は適用 されない(平 成14年 改正法附則第8,9条)。

このように連結計算書類の作成義務を,大 会社 の うちでも有価証券報告書提出会社に限定 した理 由

は,実 際の企業実務の負担を考慮 し,す でに有価証券報告書の中で連結財務諸表 の作成 を行 っている

会社についてまず導入 し,そ の後大規模会社全般に拡大 していくのが現実的であろ うと考 えられたた

めであ り,ま た,「 当分の間」 とは,法 改正をす るまではとい う意味で,有 価証券報告書提出大会社

以外の会社にも範囲 を拡夫 してい くためには法改正が必要 とい うことになると説 明され る(神 田秀樹

ほか 「平成14年 商法改正 と会計 ・計算一商法会計の論点と実務対応 一 〔下〕」 『旬刊 ・商事法務』第

1672号(2003年9月5目 号)16頁(始 関正光発言))。

なお,連 結計算書類 は,連 結貸借対照表及び連結損益計算書の二つであるのに対 し(商 法施行規則

第143条 第1項),証 券取引法上の連結財務諸表は,こ れ らに加 え,連 結剰余金計算書,連 結キャッ

シュ ・フロー計算書及び連結附属明細表を含んでお り(企 業内容等の開示 に関す る内閣府令第1条 二

十一号,連 結財務諸表の用語,様 式及び作成方法に関す る規則第1条 第1項),そ の範 囲を異にして

いる。

(109)江 頭憲治郎 『株式会社 ・有限会社法 〔第2版 〕』(東 京:有 斐閣,平 成14年(2002年))441

頁。
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開企業 のみ を対象 とし,か っ,連 結財務 書類 に限定 した調和化 を図 ることが最 も穏 当か っ

実現 可能性 の高い解決策 と考 え られ る。

けだ し,近 年 わが 国において も連 結財 務書類の情報 としての重要性 は著 しく増 大 しっ っ

ある とはい え,わ が 国の現行 法上,当 該連結財 務書類 の作成は,一 定の証 券取引法適用 会

社 にのみ要求 され る ものであ ると ともに,企 業集 団を形成す る各個別 企業の帳簿書類 あ る

いは財務 書類 を基礎 とした帳簿外 で の作業 によって な され るもので あるにす ぎない。加 え

て,平 成14年 度税制改正法(no)によって,諸 外国で採用 されて いる連結納 税制度がわが国

にお いて も漸 く採用 され ることとな った とはい え,当 該制度 を採用す るか否かは企業の任

意 で あるばか りか,い まだ適用企 業数 も少 な く(iu),し たが って株 式公 開企 業の連結財 務

書類 に限定 した調和化 は,現 行 商法 ・税法 に大 きな影響 を与 えるものではない結果,比 較

的容 易に達成 可能で ある と考 えられ るか らで ある。そ して,こ のよ うな調和化で満足す る

限 りにおいて,確 定決算主義 を問題 とす る余 地は少 ないのであ る。

事 実,前 節 におい て考察 したよ うに,EUに お けるIAS適 用 の義務化は,原 則 として連

結計算 書類 を対象 とした ものに しかすぎないので ある。

しか しなが ら,会 計基 準の国際的調和化 の 目的 が,理 念的 には企業 によって作成 され る

財務 書類 の国際的 な比較 可能性 を担保 し,そ のこ とによって 当該財務書類利用者 の投資対

象企 業に関す る経済合理 的な意思決定 に資す るこ とにある とす るな らば,個 別財務書類 に

お いて適用 され る会 計基 準の相違 を存置 した まま,連 結財務書類作成段階 にお ける修正の

み に よって調 和化 を図 るこ とには,株 式公 開企業 に限定す るこ とが妥 当で ある として も 自

ず と限界が あるとい わねばな らない。そ のよ うな連結財務書類 は,当 該書類 の利用者 に有

用 な情 報 を示 し得 ないばか りでな く,か えってそ の判 断を誤導せ しめる結果 ともなろ う。

欧州 共同体委員会 が,「IASを 使用す る とい う要求 は,上 場会社 の連結計算書類 に関 わ

る。 国家で法定 され た個別 計算書類 に関す る限 り,規 制及び租税要求 は,IASの 使用 を不

適切 な もの,あ るいは無効な もの とさえす る ことがあ り得 る。 それ にもかか わ らず,可 能

な ときは何 時で も,加 盟 国はなおそ の上,個 別計 算書類 に関す るIASの 使用 要求 をも促

(110)法 人税法等の一部を改正す る法律(平 成14年 法律第79号)。

(111)国 税庁が公表 した資料によれば,平 成14年8月1日 から平成15年9月30日 までに連結納税に

係る承認 申請書を提 出した企業(親 法人)数 は,384件 であ り,親 ・子法人数の合計は,5,096法 人で

ある(『 税務通信』第2794号3-4頁)。
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進すべ きである」(112)とし,IAS適 用規則 が,上 場会社の連結計算書類 の作成 にお けるIAS

の使用 の義務化 を図るのみ でな く,加 盟 国に,上 場会社 の個別 計算書類,並 びに非上場会

社 の連結 計算 書類及 び個別計算書類 のいずれ かない しは両者 につ いて も,IASに 従 って 作

成す る ことを許可 し,あ るいは要求 し得 る選択権 を付与 して い るの も,こ の よ うな理 由に

基づ くもの と推察 しうる。

したがって,わ が国会計基準 の国際的調和化 が必要 に して不 可欠 な もので あるとす るな

らば,理 念 的には佃別計算書類べ 一スで の国際的調和化が 図 られ るべ きであ ると解 され る

ので あるが,こ の ことは今 なお トライアン グル体制 下にあるわが国においては,必 然 的に

証券取 引法のみな らず商法計算規 定及び税 法の さらなる見直 しをも不可避 な もの とす るの

で あ り,し たがって,こ こにわが 国にお け る確 定決算 主義 の是 非が問題視 され ざるを得 な

くなるである。

そ こで,次 章にお いては,確 定決算主義 の意 義について考 察す るとともに,そ れが何 故

にわが国において採 用 され ているかを検討 し,さ らに確定決算 主義が有 す る とされ る逆基

準性 について検討す る。

(ll2)Co㎜issionof血eE㎜pe㎝Co㎜ 血 廿es,op.cit.supranote(62),p肛.17.
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<図1>平 成9年(1997年)以 降に企 業会計審議会 が公表 した意見書

公表年月 日 公表意見書名

平成9年(1997年)6月6日 連結財務諸表制度の見直しに関する意見書

平 成10年(1998年)3,月13日 中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書

11 連結 キャ ッシ ュ ・フロー計算 書等 の作成基 準の設 定に

関す る意見書

11 研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書

平成10年(1998年)6J月16日 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書

11 監査基準,監 査実施準則及び監査報告準則の改定に関

する意見書

n 中間監査基準の設定に関する意見書

平 成10年(1998年)10,月30目 税効果会計に係る会計基準の設定た関する意見書

平成ll年(1999年)1月22日 金融商品に係 る会計基準の設定に関する意見書

平成ll年(1999年)10月22日 外貨建取引等会計処理基準の設定に関する意見書

平 成14年(2002年)8,月9日 固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書

平成14年(2002年)12A6日 中間監査基準の改定に関する意見書

平成15年(2003年)10月31日 企業結合 に係 る会計基準の設定に関す る意見書
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第二章 確定決算主義の意義 と逆基準性

第1節 わが国における法人所得課税 と商法

第1款 わが国における法人税の計算構造

法人 の利潤ない し所得 を課税標準 として租税 を課す税制 は,今 日,多 くの先進藷 国にお

いて採用 され てい るい る とともに,国 家 の租税収入 において重要 な地位 を 占めてい る(t)。

わが 国にお ける法人税 は,原 則 として,法 人 の所得 を課税標準 として課せ られ る租税 で

あって,申 告納税方式 に よって納付すべ き税額 が確 定す る国税 であるのであるが。),こ の

(1)田 中二郎 『租税法』法律学全集11(東 京:有 斐閣,昭 和43年(1968年))398頁 。

なお,法 人税の性格に関 しては,大 別 して,「 法人を独立 の担税力の主体とは考 えず,法 人税 を個

人所得税の前取 りない しは源泉課税的なものとみる考え方」 と,「 法人 は,そ の構成員である株主等

とは独立 した一個の実体(entity)で あ り,そ れ 自体 として課税単位 とな りうるものとし,法 人税は,

法人独 自の担税力に応 じた租税であるとす る考 え方」とがあ り!田 中,同 上書,398頁),一 般 に前

者 を法人擬制説 と,後 者 を法人実在説 と呼称 している。 この点,金 子教授によれば,「 従来は,法 人

実在説 と法入擬制説 の対立を法人税性質論 にもちこみ,(中 略)法 人実在説 と法人擬制説は どちらが

正 しいか,と い うように演繹的に論理 を展開する傾 向が強かった」のであるが,「 法人本質論 は,決

め手のない問題」であると論 じる(金 子 宏 『租税法 〔第8版 〕』法律学講座双書(東 京:弘 文堂,

平成13年(2001年))238頁)。

(2)国 税 とは,「 国が課する税の うち関税,と ん税及 び特別 とん税以外のものをい う」(国 税通則法第

2条 第二号)。 これに対 し,地 方公共団体が賦課 ・徴収する租税 を地方税 といい,地 方税 はさらに,

(都)道 府県税 と(特 別区)市 町村税 とに分かれる(地 方税法第1条 第1項 第四号,同 条第2項)。

また,わ が国における国税に関す る紬付税額の確定方式 としては,納 付すべ き税額が納税者 のする

申告によ り確定す ることを原則 とす る申告納税方式 と,納 付 すべき税額がもっぱら税務署長又は税関

長あ処分に より確定する賦課課税方式 とがある(国 税通則法第16条 第1項)。

国税 についての納付すべ き税額の確定が,こ れ らの方式の うちいずれの方式によりな され るかは,

原則 として,納 税義務が成 立する場合 において,納 税者 が,国 税に関する法律 の規定によ り,納 付す

べき税額を申告すべきもの とされている国税 には申告納税方式により,そ れ以外の場合 には賦課課税

方式によるもの とされる(同 法第16条 第2項)が,法 人税 については,納 税義務者に納付すべき税額

等にっいての申告義務 が規定 されている(法 人税法第71条,第74'条 ほか)。
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うち,内 国法人(3)の各事業 年度 の所得 に対す る法人税 〔4)は,「内国法人 の各事 業年度 の所

得の金額」 を課税標準 として課せ られ る,法 人所得税(cOIporateincometax)で ある。

しか しなが ら,わ が国の法人税 法上,法 人の 「所得」の意義 について これ を正面 か ら規

定す る明文はな く,こ れ に包摂 され る(文 言上は算入 され る)べ き金額 にっ いての定めが

あるにす ぎない。すなわ ち,内 国法人の各事 業年 度の所得の金額は 「当該事業年度 の益金

の額」 か ら 「当該事業年 度 の損金 の額」 を控 除す る こ とに よ り計算 され る(法 人税法 第

22条 第1項)の であるが,こ の ことを算式 で表す と次の とお りである。

各事業年度の所得金額=当 該事業年度の益金の額一当該事業年度の損金の額

まず,「 当該事 業年度 の益 金の額 」(以 下;単 に 「益金の額」 とい う。)に ついて,そ

れは別 段の定 めがあ るものを除 き,資 産 の販 売,有 償 又は無償 による資産の譲渡又 は役務

の提供,無 償 に よる資産 の譲 受 けその他 の取引で資本等取引以外の もの に係 る当該事業年

度 の収益の額 である(同 条第2項)。 しか しなが ら,こ こにい う 「収 益の額」について,

法律 上の定義付 けはな され ていない。

次 に 「当該事 業年度 の損金 の額」(以 下,単 に 「損金の額」 とい う。)に ついて も,別

段 の定 めが あるものを除き,① 当該事業年 度の収益 に係 る売上原価,完 成工事原価 その他

これ らに準ず る原価 の額,② ① の ほか,当 該事業年 度 の販売費,一 般 管理費その他 の費用

(償 却費 以外 の費用で 当該事業年 度終 了の 日まで に債務 の確 定 しない ものを除 く。)の

(3)内 国法人 とは,国 内に本店又は主たる事務所 を有す る法人をいい(法 人税法第2条 第三号),商 法

上の会社等の普通法人(同 条第九号)の ほか,公 共法人(同 条第五号),公 益法人等(同 条第六号)

及び協同組合等(同 条第七号)を も含む。

なお,人 格のない社団等(同 条第8号)も,法 人 とみなされて法人税法及び租税特別措置法の適用

を受ける(法 人税法第3条,租 税特別措置法第2条 第2項 第一の二号,同 項第二号)。

(4)内 国法人 に対 して課せ られる法人税は,課 税物件の相違に基づき,① 各事業年度の所得に対する法

人税,② 清算所得に対す る法人税,及 び③退職年金等積立金に対す る法人税 とに大別 され る(法 人税

法第5条,第8条)が,そ の中心は上記①であ り,通 常,法 人税 とい う場合,こ れ を意味す る。

なお,内 国法人 に対 して課せ られる法人税 に関 して は,上 記注(3)に おける内国法人の種類毎に

課税所得の範囲,適 用税率等にっいて異なった取扱 いがな されているのであるが,本 稿 では,普 通法

人の各事業年度の所得に対す る法人税についてのみ扱 う。
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額,③ 当該事業年度 の損 失の額 で資本等取 引以外 の取 引に係 るもの とす る(同 条第3項)

とされ るのであ るが,「 益金の額」 について と同様,や は り 「原価 の額 」,「 販売 費,一

般 管理費その他 の費用 の額」及び 「損失の額」 にっいての法律上の定義付けは行われてい

ない。

要す るに税法上は,「 益金 の額」及び 「損金 の額」 の範 囲について明確に規定 されてい

ないので あるが,一 方 において,こ れ らの額 の計算 は 「一般 に公正妥 当 と認 め られ る会計

処理 の基準 」(い わ ゆ る 「公 正処理 基準」)(5)に 従 って行 われ る もの とす る(同 条第4

項)と 規定 されてい るので ある。

さらに,内 国法人 は,清 算 中である場合 を除き,各 事業年度 の終了 の 日の翌 日か ら二月

以 内に,税 務署長 に対 し,確 定 した決算 に基 づき,当 該事業年度 の課税標準 である所得 の

金額(又 は欠損金額)等 を記載 した 申告書を提 出 し(同 法第74条 第1項 。 なお,会 計監

査人 の監査 を受 けなけれ ばな らない等の理 由に よ り,各 事 業年度 の終 了の 日の翌 日か ら二

月以 内に決算 が確定 しない場合,納 税地の所轄税務署 長は,内 国法人 の 申請 に よ り,各 事

業年度 の申告書 の提 出期 限を原則 として1か,月 間延長す る ことができる。 同法 第75条 の

2第1項),当 該 申告 書 に当該 事業年度の貸借 対照表,損 益計算書その他 の一定の書類 を

添 付 しなけれ ば な らな い もの とされ る(同 条 第2項,法 人 税 法施 行規則 第34条 第1

項)。

そ して実務上,法 人 の課税所得 の計算及び税 額 の計算 は,法 人税法施 行規則(昭 和40

年3,月31日 大蔵省令 第12号)に 掲 げ られた各種 の 「別表」 と称 され る様式 に記載す るこ

とに よって行 われ な けれ ば な らな いので あ るが(法 人税法 施行 規則 第34条 第2項 ほ

か),こ の別 表の うち,中 核的 な役割 を果たす 「別表 四 所得 の金額 の計算 に関す る明細

書」及び 「別 表一 各事業年度 の所得 に係 る申告書」 の記載 に したが えば,法 人の各事 業

年 度の課税所得 金額及 び法人税 額 は,お おむね次の よ うに算定 され るこ ととな る。

損 益計算 書 にお ける+「 加算項 目」の金額一r減 算項 目」の金額課税所得金額=

当期利益(欠 損)の 額

法 人 税 額=課 税所得金額 ×法人税率

(5)金 子,前 掲 注(1)書,254頁 。
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上記 の算式の うち,「 当期利 益(欠 損)の 額」は,株 式会社 にお いては,原 則 として,

損益計算書 に掲 げ られた当期利 益 の額又 は当期欠損 の額 である(法 人税 法施行規則 別表

四記載要領2)。 また,「 加算 項 目」 とは,法 人が損益計算 書にお いて費用又は損失 とし

て経理 した金額で 当該事業年度 の所得 の金額 の計算上損金 の額 に算入 され ない もの及び法

人 が収益 として経理 しなかった金額 で当該事業年度 の所得 の金額 の計 算上益金の額 に算入

され る もので あ り(同 記載 要領4),「 減算項 目」 とは,法 人が損益 計算 書におい て費用

又 は損失 として経理 しなかつた金額 で当該事業年度 の所得 の金額 の計 算上損金 の額 に算入

され る もの及び法人が収益 と して経理 した金額で 当該事業年度 の所得 の金額 の計算 上損金

の額 に算入 され るものである(同 記載 要領5)と 規定 されてい る。

この ように,少 な く とも実務上 は,会 社 が作成 した確 定 した決算 にお ける損益計算 書に

記載 され た当期純利益 あ るいは 当期純損失(商 法施行 規則 第100条 第3項)を 起点 とし

て,そ れ に税法上の 「別段 の定 め」 に よる調整 を行 うことに よって課 税所得 は算定 され て

いるのである。

しか し,以 上 のよ うな法令上 の規定 に もかかわ らず,現 行 の法人税 法が採用す る課税所

得 の算定方法 に関す る理解 は,必 ず しも論者 によって一様 ではな く,法 人税 法第22条 第

4項 及び 同法第74条 第1項 の関連 につ いて,こ れ らはそれ ぞれ別 個の課税所得算 定方法

を規定 してい る と解 す る学説(以 下,「 二系統説」 とい う。)と,同 法第74条 第1項 を

確定 申告 に関す る手続 的な規定 と解 し,同 法第21条 か ら第65条 においてただ一 っの課税

所得算定方法 を定 めてい る と解す る説(以 下,「 一 系統説」 とい う。)と が対 立 してい る

のである。

それ では,法 人税 法第22条 及 び第74条 の規 定は,企 業会計,と りわ け株 式会社 の計算

との関係 において,如 何な るい かなる法 的意 味を有す るので あろ うか。 この ことを明 らか

にす るために,以 下 において,わ が国にお け る法人所 得課税 の沿革 を商法 との関連 におい

て以 下に検討 す るこ ととす る。

第2款 わ が国商 法 上の計 算書類

明治23年(1890年)制 定 の,ド イ ツ人 ヘ ル マ ン ・ロエ ス レル(KarlFhe雌chHe㎜La㎜

Roesler)氏 の起 草 に基 づ く,い わ ゆ る 旧商法(明 治23年 法 律 第32号)は,わ が 国 にお い
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て初 めて会社 に関す る一般法規 を定 めたので あるが ㈲,当 該旧商法第31条 第1項 は 「各

商人ハ其営業部類 ノ慣例 二従 ヒ完全 ナル商業 帳簿 ヲ備 フル責 ア リ殊二帳 簿二 日日其取扱 ヒ

タル取 引,他 人 トノ間二成 立チタル 自己 ノ権利義務,受 取 リ又ハ 引渡 シ タル商品,支 払 ヒ

又ハ受 取 リタル金 額 ヲ整斉 且 明瞭二記入 シ又 月,月其家事 費用及 ヒ商業 費用 ノ総額 ヲ記入

ス」 と規定 して商業帳簿 の作成義務 を課す とともに,同 法 第32条 第1項 において 「各商

人ハ開業 ノ時及 ヒ爾後毎年初 ノ三 奈月 内二又合資会社及 ヒ株式会社ハ 開業 ノ時毎事業年度

ノ終二於テ動産,不 動産 ノ総 目録及 ヒ貸方借方 ノ対照表 ヲ作 リ特二設 ケタル帳簿 二記入 シ

テ署名 スル 責ア リ」 と規定 し,財 産 目録及 び貸借 対照表 の作成義務 を課 した。

さらに株 式会社 にっ いて は,「 会社ハ毎年少ナ ク トモー回計算 ヲ閉鎖 シ計算書,財 産 目

録,貸 借 対照表,事 業報告書,利 息又ハ配 当金 ノ分配案 ヲ作 リ監査役 ノ検査 ヲ受 ケ総会 ノ

認 定ヲ得 タル 後其財 産 目録及 ヒ貸借 対照表 ヲ公告ス」(同 法第218条 前段)と 規定 し,一

般 商人に比 して特別 な計算書類 の作成義務 を課 した。

もっ とも,ロ エス レル氏が明治17年(1884年)1,月 に完成 した 『商法草案』(以 下,

「ロエス レル商法草案 」 とい う。)σ)に お いては,株 式会社 の作成すべ き計算書類 に関 し

て,「 株 式会 社ハ 半年 毎二決算 シテ財産 目録及 ヒ比較表 ヲ製 シ取締役 ノ検査 ヲ受ケ且会社

認允 ヲ経 タル後 之ヲ公告 スル ノ義務 アル者 トス」(第268条 前段)と 規定す るにす ぎず,

上記 旧商法第218条 に規定す る 「計算書」 は含まれ ていない。

この点 にっ き長 久保 氏は,「 ロエス レル 商法草案 におけ る計算規 定は,第 一編第四巻商

業帳簿お よび第六巻商社(第 三 章株 式会社第12款 会社 ノ義務)第268条 ・第273条 等に

規定 され てい るよ うに,財 産 目録お よび比 較表(貸 借対照 表)の み を商法上の計算 書類 と

して規定 して い るが,こ れ を基礎 としたはず の 旧商法 の計算規 定で は,第 六 章商事会社

(第三章株 式会社)に お いては,第200条 お よび第218条 において,財 産 目録 ・貸借 対照

表 と並んで,計 算書 が株 主総会 に提 出すべ き書類 として(ま ず第一 に)規 定 されてい るの

で,こ の 『計算書』 は,い かなる経緯に基 づいて追加 ・挿入 され るに至 ったのかが問題 と

(6)上 柳 克 郎 『新 版 注 釈 会 社 法(1)会 社 総 則,合 名 会 社,合 資 会 社 』 上 柳 克 郎 ほ か 編(東 京:有 斐 閣,

昭 和60年(1985年))9頁 。

(7)K訂lFdeddchHemlamRoesler『 ロエ ス レル 氏 起 稿 商 法 草 案 〔復 刻 版 〕 上 巻 ・下 巻 』 司 法 省 訳(東

京:新 青 出 版,1995年)(原 書 名:Eη 醜 ザ θ惚51%η4e15-G¢5¢ 励 πo加5卿 γ」ゆ αη〃2"Co〃 膨 脚 ろBandI-3,

Tokio,1884,NeudmckSh劃nsei一 …胆ppan,Tokyo,1996)。
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され る」(8)ので あるが,「 この問題 は,ロ エス レル 商法草案 か ら旧商法典 の成立 に至 る経

緯 を史実にそって忠 実にみてい くと,お のず か ら明 らかになって くる」(')とす る。

すなわち,「 明治14年(1881年 一筆者)に 至 り太政官(現 今の 内閣 に該 当す)が 会社

条例や海例 の如 き単行法 を逐次制定す る立法主義を拗棄 して法典 を編纂す る主義 を採用」

(10)することとな ったため
,太 政官法制部に 旧商法典草案Q立 案が命 じられ,さ らに太政官

法制部主管参議 山田顕義 は ロエ ス レル氏 にそ の原案 の起稿 を命 じた。そ こで ロエス レル氏

はただ ちに起稿 に着 手 し,明 治17年(1884年)1,月 に商法典草案 の原案全部 の脱稿 をみ

たので あるが,そ の後,商 法典編纂 事業は幾多の曲折 を経 て,明 治20年(1887年)10,月

に司法大 臣山田顕義 を委員長 とす る 「法律取調委員会」が設置 され,商 法原案 の起草に再

び ロエス レル氏が登用 され た。法律取調委員会で は,ロ エ ス レル氏 の脱稿 した原案 を基礎

として審議が進 め られ,ほ とん ど原案 どお りに草案 の確定 をみ るに至 り,内 閣は これ を元

老 院の議 に付 し,元 老院総 会は明治22年(1889年)6月7日 に ζれ を可決す る ととも

に,政 府 によって翌明治23年(1890年)4月 に公布 され た ものが,旧 商法典 である(II)。

長 久保 氏 は,こ の よ うな 旧商法 典 の成 立経 緯 か らみ て,「 ロエ ス レル が 明治17年

(1884年)に 脱稿 した商法草案 を 『第一草案』 とすれ ば,明 治20年(1887年)10月 に

再出発 した 司法大 臣山 田顕義 を委員長 とす る 『法律 取調委員 会』 の法律原案 作成委員 とし

て(ロ エス レル は一筆者)旧 商法典 の法律原案 を作 成す る任務 を遂 行 したので あるか ら,

この委員会 に ロエス レル が提 出した法律原案 は,そ の時点で最新の情報 に基づ き修正 され

(8)長 久 保 如 玄 「明 治23年 商 法(計 算 規 定)と ロ エ ス レル 第 二 草 案 」 『会 計 』 第158巻 第3号(2000

年9月)105頁 。

(9)長 久 保,同 上 論 文,105頁 。

(10>志 田鐸 太 郎 『日本 商 法 典 の 編 纂 と其 改 正 〔復 刻 版 〕 』(東 京:新 青 出 版,1995年)25頁 。

(11>志 田,同 上 書,25-46頁,長 久保,前 掲 注(8)論 文,103-104頁 。
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た原案,す なわち 『第二草案』 といわなけれ ばな らないもの」('2)である とす る。 そ して,

ロエ ス レルがその 『商法草案』完成後 に公表 した 『商法草案脱稿報告書』 にお ける記述 な

どか らすれ ば,ロ エ ス レルが 「商法草案 脱稿 の時点(明 治17年 ・1884年1月)ま で に,

当時 の ドイ ツ商法(帝 国法)改 正の最新情報 をいちはや く手 に入れ,そ れ を参酌 して いた

ことが容 易に推 察 され る」(13)とともに,「1861年 の普 通 ドイ ツ商 法典 について も,作 案

の過程で本国の商法改正 に関連す る情報 を逐 一入手 していた ことが明 らかである」(14>とこ

ろ,1884年 にお け る ドイ ツ株式 法 の一部 改正で は,「 取締役 が株 主総会 に提 出す べ き計

算書類 の中に,財 産 目録(Inventar)お よび貸借対照表(Bilanz)と 並んで 『損益計算 書』

(Gewhm=㎜dVerlus鵬c㎞1mg)と い う概念が は じめて登場 した」(15)とす るのである。

さらに 「旧商法典 の直接 の基礎 となった 『法律原案』 は,ロ エス レル が 『法律取調委員

会』 において 自ら起案 した もので あった こ とは疑 うべ くもな」 く,ま た,実 際の審議 の過

程 にお いて も,旧 商法典の第200条 及び第218条 は,「 委 員の間に何 らの異議 な く審議 が

完了 している」 こ とか らレて,「 旧商法典の計算 に関す る規定の中で,当 初 の ロエ ス レル

商法草案 にみ られなか った 『計算書』 とい う概念(第200条 お よび第218条)は,ロ エス

レル が第二草案の起草 の過程 で当時最新の資料(情 報)に 基づ き自ら追加 ・挿入 した もの

と考 え るのが最 も正鵠 をえた解釈 ではなかろ うか」 と論 じている(16)。

なお,こ の 旧商法 は,公 布文 にお いて明治24年(1891年)1.月1日 か ら施行 され るこ

ととされ ていたので あるが,い わ ゆる 「法典論争」 によ りその施行 が延 期 され,会 社 ・手

形 ・破産 の規定 について は明治26年(1893年)7,月1日 か ら,残 余 の規定については明

(12)長 久保,前 掲注(8)論 文,106-107頁 。

もっとも,「 この 『第二草案』にあたる法律原案は,近 年著 しく整備 された明治期記録資料 の中に

見当た らす,正 式 な記録 として公表 されていないよ うに思われ る。(法 務省付属図書館の明治期記録

資料 によれば,そ の一部が第二次大戦 による戦災のために焼失 している旨記録 されている。)」 ので

あるが,こ の 「第二草案」 を推定す ることによっては じめて,「 旧商法典 の第200条 お よび第218条

にお ける 『計算書』の登場が矛盾な く説明できるよ うになるのではなかろ うか」とする(長 久保,前

掲注(8)論 文,107頁)。

(13)長 久保,同 上論 文,105-106頁 。

(14)長 久保,同 上論 文,106頁 。

(15)長 久保,同 上論 文,106頁 。

(16)長 久保,同 上論 文,109頁 。
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治31年(1898年)7月1日 か らよ うや く施行 された にもかかわ らず,現 行商法(明 治32

年(1899年)3,月9日 法律第48号)の 施行(明 治32年6,月16日)に よって破 産編 を除

き廃止 され,破 産編 も現行破産 法(大 正11年4,月25日 法律:第71号)の 成 立 に伴い,大

正12年(1923年)1,月1日 に廃止 され た(17)。

以上 の よ うな旧商法 の規定 に対 し,現 行商法の制定 当初の条文 は,ま ず商 人一般 にっ き

「商人ハ帳簿 ヲ備 へ之二 日日ノ取 引其他財 産二影 響 ヲ及ホスヘ キー切 ノ事項 ヲ整 然且明瞭

二記載 スル コ トヲ要 ス但家事 費用バ ー介,月毎 二其総 額 ヲ記載 スル ヲ以 テ足ル」(同 法 第

25条 第1項)と し,「 動産,不 動産,債 権,債 務其他 ノ財産 ノ総 目録及 ヒ貸方借方 ノ対

照表ハ商人 ノ開業 ノ時又ハ会社 ノ設 立登記 ノ時及 ヒ毎年 一回一定 ノ時期 二於テ 之 ヲ作 リ特

二設ケ タル帳簿二之 ヲ記載 スル コ トヲ要 ス」(同 法第26条 第1項)と す る とともに,株

式会社 にっいては 「取締役 ハ定時総会 ノ会 日ヨリー週間前二左 ノ書類 ヲ監査役 二提出スル

コ トヲ要ス」(同 法 第190条 柱 書)と 規 定 し,財 産 目録(同 条第一号),貸 借対 照表(同

条第二号),営 業報 告書(同 第三号),準 備 金及 ヒ利 益又 ハ利 息 ノ配 当二関スル議案(同

第五号)と ともに,同 条第四号において,旧 商法におけ る 「計算書」 に換 えて損 益計算 書

を掲 げ,商 法典 中に初 めて 「損益計算書」 なる用語 を用い た。

この よ うに現行 商法が 「計算書 」 に換 えて 「損 益計算 書」 な る用 語 を用 いた理 由につ

き,『 商法修 正案理 由書』 では,「 本条ハ現行商法(旧 商法 を指す。筆者)第192条 第2

号及 ヒ第218条 ノ規 定二修正 ヲ加ヘ タルモ ノ」 であるが,「 現行 商法第218条 二於 テハ単

二計算 書 ト日フ ト錐 トモ其損益 ノ計算書 ヲ指 スモ ノナル コ ト疑 ヲ容 レサル ヲ以テ本案ハ之

(17)我 妻 栄 ほ か編 『旧法 令 集 』(東 京:有 斐 閣,昭 和43年(1968年))276頁,金 子 宏 ほ か 編

『法 律 学 小 辞 典 〔第3版 〕 』(東 京:有 斐 閣,1999年)183頁 。
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ヲ改 メテ損益 計算書 ト為 シ タ リ」 と述べ る('8)。要す るに,単 な る名称 の変更で あって,内

容 としては 旧商法 にお ける 「計算 書」 と同一であ るとす るのであるが,従 来 の 「計算書」

なる用語 では不分明 であった当該 書類における記載 内容 を,「 損益 計算書」 と名称変更す

るこ とによって,よ り的確 に示す ための改正で あった と解 され るのであ る。

そ して,こ の株 式会社の計算 書類 に関す る現行商法の制 定 当初 におけ る第190条 の規定

は,昭 和13年 におけ る全部改正(法 律第72号)に よる第281条 へ の条数変更,昭 和49

年 にお ける改正(法 律21号)に よって財産 目録の計算 書類 か らの除外及び附属明細書 の

計算書類へ の追加,昭 和56年 改正 における 「準備金及 ヒ利益 又ハ利 息 ノ配 当二関スル議

案 」の 「利 益 ノ処 分又ハ損失 ノ処理 二関スル議案」への名 称変更等の改正が行われた もの

の,計 算書類 の体系 は基本 的には今 日まで維 持 され ているのであ る。'

第3款 わが国における法人所得課税の沿革と商法

法人所得税は,税 法以前に存在する法人の利益ない しは所得 とい う経済的概念を前提 と

(18)法 典調査会編述 「商法修正案理由書」165頁(法 典調査会編述 『民法商法修正案理 由書』博文館蔵

版(東 京:博 文館,明 治31年(1898年))所 収)。

この 「商法修正案理由書」の原名 は,商 法修正案 「参考書 と稻せ しを,其 下尾の三字を改めて理由

書 と為 した るは,其 内容の如何なるか を言表 して,能 く其實に賓たるに於ては此名彼稻に優るを信す

ればな り」(同 上書,凡 例1頁)と され(志 田,前 掲注(10)書,98頁 〔註14〕 参照),そ れは 「明

治36年5月2日 に召集の帝国議会へ提出 した商法修正案の条文を簡単に解説 して旧商法典 と異なる所

を説明 したる修正理由書 とも謂 うべき もので商法起草委員補助が執筆 し法典調査会 より非公式 に発表

した もので起草委員 の校閲を経たるものでない旨を附言 して公 けの理由書でないこ とを明かに して居

る」(志 田,前 掲注(10)書,89頁)。
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して,こ れ に対 して課税 され る と考 えられ てい るのであるが('9),「 いずれ の国 にお いて も

法人 を納税義務者 とす る所得税 が存在 し,課 税所得 と企業利益 とが何 らかの形 で リンク さ

せ られてい る」(20)ので あ り,わ が国 において も,明 治32年(1899年)に お ける法人所得

税 の導入 当初 よ り,課 税所得 を企業利 益 に リンクさせ る方法 が立法上一貫 して採用 され て

きた。その沿革 を検討す る と,以 下の とお りである。、

す なわち,「 我 国所得税 ノ制度ハ 明治 二十年(1887年 一筆者)三 月勅令 第五号所得税

法 ノ制定 ヲ以テ創 始 トス」ω とされ るので あるが,こ の 旧所得税 法は 「法人二対 シテハ課

税セサル ノ主義」ωを採 っていた ところ,「 日清戦役 ノ結果戦 後経営二伴 フ歳 入補填 ノ為

メ巨額 ノ財源 ヲ得ル ノ必 要ア リ又改正条約実施 ノ結果税 法上海 外 ノ関係 ヲ規定スル ノ必要

ア リ而 シテ民 間起業 ノ増 進 ト共二商事会社漸 ク勃興セル ヲ以テ法人所得二課税 ノ必要 ヲ生

ジ」(23)た。そ こで,明 治政府 は,明 治31年(1898年)lL月 開会 の第13回 帝国議会 に所

得税 法改正法律案 を提出 したので あるが,こ の法律案 には重要 な改正 は加 え られ る ことな

く両院におい て可決 され,現 行 商法の公布 に先立つ明治32年(1899年)2,月10目 法律第

(19)中 里 実 「企業課税 における課税所得算定の法的構造(1)」 『法学協会雑誌』 第100巻 第1号

(1983年1月)52頁 。

金子,前 掲注(1)書,249頁 では,「 法人 の所 得 とい うのは,基 本的には法人の利益(pro丘t)と

同義であって,法 人の事業活動の成果を意味す る」 とし,田 中,前 掲注(1)書,405頁 では,所 得

が 「企業活動のみならず,す べての活動か ら生ずる 『純資産の増加』が企業に帰属 した ものをい う帰

属的概念」であるのに対 し,企 業利益は 「単に企業活動か ら生ず る 『純資産の増加』をい う発生的概

念」であって,「 法人税法上の所得概念については,法 人税法が個人所得税法から発達 したものであ

るところから,個 人所得税 におけると同様,帰 属的概念を使 っているもの と思われ るが,そ れは,企

業の代表的形態である法人企業における企業利益 とい う発生的概念に対応」 し,「 課税所得 と企業利

益は概念の表裏であ り,本 質的に両者は一致するもの とい うことができる」 とす る。

(20)中 里,前 掲注(19)論 文,55頁 。

(21)明 治財政史編纂会 『明治財政史 一名松方伯財政事歴 ,第 六巻』明治財政史編纂会蔵版(東 京;丸

善,明 治37年)1頁 。

なお,昭 和15年 における所得税法の改正で,法 人税 は所得税か ら分離 されて独立の租税 とな り,

新 たに法人税法(昭 和15年 法律第25号)が 制定 された。

(22)明 治財政史編纂会,同 上書,12頁 。

(23)明 治財政史編纂会,同 上書,12頁 。
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17号 として改正所得税 法が公布 され た(卸。

わが国では,こ の改正後の 旧所得税 法(以 下,「 明治32年 改正後 の 旧所得税 法」 とい

う。)に よって初 めて法人所得 に対す る課税 が行われ るよ うになった のであ るが,こ の明

治32年 改正後 の旧所得税 法は,法 人 の所得 を第一種 所得 とし(同 法第3条),「 第一種

ノ所得ハ 各事業年度総益 金 ヨ リ同年度総損金,前 年 度繰越金 及保 険責任準備金 ヲ控除シタ

ル モ ノニ依 ル」(同 法第4条 第1項 第一号本文)と す る とともに,「 納税義務 アル法人ハ

各事業年度 毎二損益計算書 ヲ政府二提 出スヘ シ」(同 法第7条 本文)と し,さ らに 「第一

種 ノ所得金額 ハ損益計算 ヲ調査 シ政府 之 ヲ決定」(同 法第9条 前段)す る と規定 してい

た。 そ して,「 第一種 ノ所得 二付テハ各事業年 度毎 二所得税 ヲ徴収 ス」(同 法第42条 第

1項)る こ ととされた。また,所 得税法施行規則(明 治32年3,月30日 勅令78号)第3

条 は,「 納税 義務 アル 法人ハ毎事 業年度通 常総 会後七 日以内二損益計算書 ヲ所轄税務署 二

提 出スヘ シ」 と規定 していた。

ここで注 目すべき第一点は,こ の明治32年 改正後 の 旧所得税 法が,納 税義務者 た る法

人 に対 して,新 商法 が初 めて採用 した計算 書類 た る 「損益計算書」 の提 出を求 め,そ の上

で,第 一種 所得の金額 は政府が 「損益計算 書」を調査 して決定す る と規定 していた ことで

ある。

この点に関 し,前 述 の よ うに,こ の明治32年 改正後 の 旧所得税 法 は,「 損益計算書」

な る用語 を初 めて採用 した現行 商法の公布(明 治32年(1899年)3,月9日)に 先ん じ'

て,明 治32年(1899年)2,月10日 に公布 されたので ある。現行商法 の草案 は,お おむね

明治30年(1897年)に は完成 してい た とはい え,そ の成立以前に 明治32年 改正後の 旧

所得税 法が 「損益計算書」 と規定 したの は,如 何 なる理 由に よるもの あろ うか。

現行 商法典 の原案 であ る,旧 商法 に対す る修 正案は,梅 謙次郎,岡 野敬次郎及び 田部芳

の三博 士に よって起 草 され,130回 あま りの議事 を経 て法典調査会 にお いて議 了 されたの

は明治30年(1897年)12,月17日 であった。そ して,政 府 は当該三博 士を政府委員 とす

る とともに,第ll回 帝 国議会(明 治30年(1897年)12,月21日 招集)に おいて当該修正

案 を貴族 院 に提出 した。 しか し,衆 議 院の解 散のた め,政 府 は再び起 草委員 に草案 を整理

させ,第12回 帝国議会(明 治31年(1898年)5,月2日 招集)に お いて貴族 院に提 出 した

ものの,ま た もや衆議 院の解散 のために成 立 しなか った。そ の結果,政 府 は今 一度起草委

(24)明 治 財 政 史 編 纂 会,同 上書,12頁 。
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員 に整i理させた上で第13回 帝 国議 会(同 年ll,月7日 招集)に おいて貴族 院に これ を提 出

し,よ うや く両院 を通過 して法律 として成立 したので ある㈲。 これが現行商法典で ある。

そのため,「 広い意味 に於 ける現行商法典の草案 に三種 あって第一 草案(第ll回 帝 国

議 会へ提出の修 正案)第 二草案(第12回 帝国議 会へ提出の修 正案)及 び第三草案(第13

回帝国議 会へ提 出 し両院 を通過 した る修 正案)が 是れであ る」 とされ る ところ,「 編章節

款 は三草案 共 に同一な るのみ な らず第一草案 にて殆ん ど完成 し第二及び第三の草案 が枝葉

の点 に於て整理 を加 えた に過 ぎぬのであ る」か ら(26),初めて法人所得 に対す る課税 を行 う

よ うにな った 明治32年 改正後 の旧所得税法 の草案 の起 草に際 し,こ の現行商法 の成 立過

程が考慮 されていた こ とは想像に難 くない。

あるいはまた,前 述の 『商法修正案 理 由書』 ⑳において,旧 商法典 にお ける 「計算書」

が現行商法 にお ける 「損益計算書」 と同一の もので ある と明言 されてい るこ と,さ らには

明治32年 改正後 の旧所得税 法が 「損益 計算書」 にっいて何 ら定義 していない こ とか らし

て も,明 治32年 改正後 の 旧所得税法 におけるそれ は,商 法か らの借 用概念で あって,現

行商法及び明治32年 改 正後 の 旧所得税 法の施行 時において,す で に会社 による 「損益 計

算書」の作成が慣行化 していた と考 える必要 があ ろ う。

もっ とも,黒 澤博士 は,「 原始商法(旧 商法の こ と。筆者)に かか げ られ ている計算 書

とは何かが明 らかでは ない が,損 益計算書 を意味す るもので はなく,当 時す でに考課状 と

い う名称が慣習的 に用い られ ていたので,そ れ を意味す るもの と考 え られ る。す なわち考

課状 と呼ぶ表紙 をつ けた決算書類 を定時総会 に提 出す る慣習が成立 していた よ うで ある。

考課状 のなか に損益計算書 が記載 され るようになったのは,明 治32年 の商法典 が制定 さ

れ,第190条 の新規定が設 け られた以後の こ とで ある」 ㈱と主張 され る。

しか し,片 野博士は,明 治18年(1885年)創 立 の 日本郵船会社(の ちの 日本 郵船株 式

会社)及 び明治14年(1881年)創 立 のセ メン ト製造会社(の ちの小 野 田セ メ ン ト製造株

式会社)の 当時 の財務報告 書 を分析 した結果 として,「 商法が 明治23年 に制 定 され,同

26年 か ら実施 された ことが,日 本 の株 式会社会 計制度の発展 の上 にお よぼ した最 も重要

(25)志 田,前 掲 注(10)書,86-99頁 。

(26)志 田,同 上 書,100頁 。

(27)前 掲 注(18)参 照 。

(28)黒 澤 清 『日本 会 計 制 度 発 展 史 』 (東 京:財 経 詳 報 社,平 成2年(1990年))138頁 。
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な影 響 は,明 治6年 に株式会 社制度 が発 足 した とき以来,会 社経 理の慣行 となっていた

『損益及び利益処 分結合計算書』(な い し 『損益及び利益処分混合計算書』)を 主軸 とす

る財 務諸表体系の構成 を 『損益計算書』 を主軸 とす る構成 に組 み替 えた点にあった」 ⑳ と

結論 づ けてい るのである。

したが って,こ の こ とか らして も明治32年 改正後の 旧所得税法 は,「 課税所得が企業

会計上 の計算書類 に基 づいて算定 され るべ きこ とを定めていた と考 えられ る」ω との見解

は,十 分な説得力 を有 している。

また,第 二の注 目すべ き点 は,明 治32年 改正後 の 旧所得税法が 「第一種 ノ所得ハ各事

業年 度総益金 ヨ リ同年度総損 金 ヲ控除 シタルモ ノニ依ル」 とのみ規 定 し,「 総益金」及び

「総 損金」の内容 にっいて何 らの定義 も与 えてい ないこ とか らして,「 立法者 は租税法以

前に存在 す る企業 の損益 計算 を前提 として法人の所得 を定義 しよ うとしていた と考 え られ

る」(3Dとい うこ とで ある。

しか もそ の後,旧 所得 税 法 は数 度 にわた る改正 を受 け る と ともに,昭 和15年(1940

年)に は 旧所得税法 とは別 に旧法人税法(昭 和15年 法律第25号)が 施行 され,こ の旧法

人税 法 もまた,申 告納税制 度 を法人一般 に対 して適 用す るこ ととなった昭和22年(1947

年)に おける全文改正(法 律第28号),昭 和25年(1950年)に お けるいわゆるシャウ

プ勧 告に基づ く改正(法 律第72号)(32)な どを経 て,昭 和40年(1965年)に は現行法人

税法 の成 立に より廃止 され たのであ るが,こ の間,課 税所得 の算定 について の規定及び提

出す べ き計算書類 に関す る規定は,明 治32年 改正後 の 旧所得税 法 にお けるそれ とぽ とん

(29)片 野一郎 『日本財務諸表制度の展開』(東 京:同 文舘出版,昭 和43年(1968年))143頁 。

(30)中 里,前 掲注(19)論 文,56頁 。

(31)中 里,同 上論文,56頁 。

(32)日 本における恒久的な租税制度 を立案することをその主要な目的 として連合国最高司令官の要請

によって編成 されたコロンビア大学教授カール ・シャウプ(CadS.Shoμp)博 士を団長 とす る税制使節

団は,昭 和24年 に報告書(第 一次報告書)を 提出するとともに,翌 日召和25年 にも再来 日して第一次

報告書の実施状況 を調査 し,再 び報告書(第 二次報告書)を 提出したのであるが,こ れ ら二度にわた

る報告書をシャウプ勧告 と称 してい る(目 本税理士会連合会編 『シャ ウプ使節団 日本税制報告書(復

元版)』(東 京:日 本税理士会連合会,昭 和54年(1979年))第 一次報告書 「序文」i一 血頁,矢 内

一好 「シャウプ勧告」 『会計学大事典 第 四版』森田哲彌 ほか編(東 京:中 央経済社 ,平 成8年(1996

年))1152頁)。
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ど変化す るこ とな く,「 課税所得 を企業利益 とリンク させ る方式が立法上一貫 して採用 さ

れて きた」 と考 え られ るので ある(33)。

す な わち,明 治32年 改正 後の 旧所 得税 法 に よる法 人所 得 に対 す る課 税制 度 の創 設か

ら,昭 和40年 にお ける 旧法 人税法 の廃止 までの間,「 我 が国では一貫 して,法 律上定義

の与 え られ ていない 『総益金』,『 総損金』 とい う概念 を用いて課税所得の算定方式が定

め られ てきたが,こ れ は,法 人 の課税所得が租税法 以前 に存在す る企業利益 を前提 として

定義 され てきた こ とを示す」 とともに,「 同じ く一貫 して,法 人が企業会計 にお いて作成

した計算書類 の提 出義務(後 には,そ れ に基づいて 申告す る義務 も)が 規定 され てきた。

これ は,課 税所得が企業会計上 の計算書類 に基づい て算定 され る とい う方式 が採用 されて

きた こ とを示 してい る」 と考 え られ,「 我が法は,課 税所得 の算定構造の面 と課税所得算

定の基礎 となる計算書類 の面 の二面か ら,租 税会計 が企業会計 に基づいて行 われ るべきこ

とを規定 して きた」 と考 え られ るのであ る㈱。

しか もここにい う 「企業会計上の計算書類」 とは,少 な くとも一般 の株式会社 にっいて

は,商 法上の計算書類 で あることは明 白であ る。

けだ し,税 法は原則 としてすべての法人 の課税 所得計算 を規制す るもので ある ところ,

商法 はすべて の株 式会社 について計算書類 を作成す る法律上 の義務 を課 してお り,こ れ ま

で に検討 した法人所得課税の沿革:からして も,課 税所得計算が税法以前 に存在す る企業利

益を前提 として規定 されてい る以上,税 法が商法上 の計算書類 に基づ いて課税所得 を算定

させ よ うとしている こ とが明 らかであ るか らであ る。

そ して,こ の よ うな 「立法 の態度 は,昭 和40年(1965年 一筆者)に 旧(法 人税 一筆

(33)中 里,前 掲注(19)論 文,58頁 。

ただ し,少 なくともシャウプ勧告以前 のわが国 中小企業について,こ の ような制度にどの程度の実

効性 があったかは別問題である。すなわち,シ ャウプ使節団による 「第一次報告書」 の 「付録」では,

当時のわが国企業の帳簿 と記録につ き,「 今 日,日 本 における記帳は慨嘆すべき状態にある。多 くの

営利会社では帳簿記録 を全然持たない。他の会社 は有 り余る程沢 山もっていて,そ の納税者 のみがど

れが本当のもので どれが仮面に過ぎないものかを知っている」 と述べ る一方で,「 大会社にっいては

余 り困難な問題 はない。大会社 は正 しい帳簿 と会計をつけるに十分な職員 をもっている」 とす る(日

本税理士会連合会編,前 掲注(32)書,「 第一次報告書」283頁)。

(34)中 里,前 掲注(19)論 文,58頁 。
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者)法 を整理再編成す るこ とによって成 立 した現行法人税法 』(昭和40年 法律34号)に も

基本 的 に受け継 がれ てい る」 ㈲ とされ るのであ るが,現 行 法人税 法の施行後間 もない昭和

42年(1967年 〉の税制改正(法 律第21号)に お いて新設 された規定が,現 行法人税法第

22条 第4項 であ る。

そ こで,法 人税 法第22条 第4項 にい う 「一般 に公 正妥 当 と認 め られ る会計処理 の基

準」の内容 は,ど の よ うな ものであ るかを次 に検討 しなけれ ばな らない。

第4款 法人税法第22条 第4項 の立法趣 旨

法人税 法第22条 第4項 の規 定は,昭 和41年(1966年)12,月 の税制調査会 による 「税

制 簡素化 につ いての第 一次答 申」(以 下,「 第一次答 申」 とい う。)(36)を うけて,昭 和

42年(1967年)度 の税制改正(昭 和42年 法律第21号)に よって新た に創設され た規定

であって,一 般 に この規定は,法 人 の所得計算 に関す る基 本規定で ある と解 されて いる。

また,第 一次答 申の公表 に先 立ち企業会計 審議会 が昭和41年(1966年)10,月 に公表 し

た 『税 法 と企業会 計 との調整 に関す る意見書』(以 下,「 調整意見書」 とい う。)㈲ の存

在 も,当 該税制改正 との関連 において重要 な役割 を果 た している㈱。

(35)中 里,同 上論文,61頁 。

(36)税 制調査会 「税制簡素化についての第一次答申」昭和41年12月(税 制調査会編 『税制改正に関

する答申』(東 京:大 蔵省印刷局,昭 和42年(1967年))所 収)。

(37)企 業会計審議会 『税法 と企業会計 との調整に関す る意見書』昭和41年10月17日(税 務経理協会

編 『会計諸則集 〔新訂版〕』(東 京:税 務経理協会,平 成4年(1992年)98頁)所 収)。

(38)須 貝博士は,「 この意見書 と新法(昭 和42年 法律第21号 のこと。筆者)と の相違点にもかかわ

らず両者の関連は無視することができない」 とし,こ の 「意見書が あったか らこそ新法が出てきた。

新法の動機 は意見書にあった とい ってもよいのではなか ろうか」(須 貝脩一 「米国税法上の会計処理

基準の意義」'『税法学』第199号1頁)と する。.また,中 里,前 掲注(19)論 文,63頁 も,こ の第一

次答 申と調整意見書は,法 人税法 「22条4項 との関係で重要な意味をもつ」 とす る。

なお,経 済安定本部=企 業会計基準審議会(企 業会計審議会の前身)か ら,昭 和27年6月16日 に

『税法 と企業会計原則 との調整 に関す る意見書』が中間報告の形で公表 されてい るのであ るが,こ の

意見書は 「企業会計原則至上主義 ともい うべ き立場」を採 っていたため,「 租税法サイ ドか らの この

意見書に対する反応 は比較的冷やか」であ り,「 立法に対 してそれほ ど影響 を及ぼさなかった」 とさ

れる(中 里,前 掲注(19)論 文,62-63頁)。
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したがって,ま ず,調 整意見書 における議論 を以下 にお いて概観す る こととす る。

この調整 意見書 は,当 時,わ が国において企業の財務 内容公 開制度 に対す る社会的関心

が強 まった ことを背 景に(3'),わ が国企 業会 計の健 全 な発展 をよ り一層推進 す るた めには,

企業会計 に係 る諸制度 の整備 と改 善 を図 り,さ らにこれ らの諸 制度 を相互に矛盾す ること

な く調整す る必要 が ある との社会 的要請 が高 ま ってい る との認識 に基 づ いてい る。そ し

て,企 業会計 に係 る諸制度 間の調整 の問題 を検討 す る際の立脚 点を,企 業会 計原則 の立場

のみ におかず,可 能 な限 り税法上 の課税所得 計算 原則 をも考慮 に入れ て調整 の可能性 を検

討 し,企 業会計原則 自体 に問題が ある と考 え られ る主要な ものを指摘 している。 さらに,

このよ うな調整 を図 る対象 を,単 純 に税法 と企業 会計原則 のみ に限定せず,よ り広 く税務

行政 と企 業会 計実務 との間 に存在 す る差 異 につ いて も論 じて い るのであ るが,そ の特色

は,企 業が商法その他 の法令 にお ける計算規 定を遵 守 し,か っ,健 全 な会計慣行 に基づ い

て経理 を行 うとい うこ とを前提に,税 法 は課税所得 の計算 に当た り,原 則 として企業 の 自

主的経 理を尊重すべ きである とす る主張を基 調 としてい ることにある㈹。

す なわ ち,調 整意 見書 は,「 総 論 一 税 法 にお ける適正な企業経 理 の尊重」 の 「1

企業会 計に準拠す る 旨の基本 的考 え方の導入」 と題す る項 にお いて,ま ず,税 法 にお ける

法人の各事 業年度 の課税所得 計算 は,企 業会計 によって算 出された企業利益 を基礎 とし,

それ に税法 上の規定 に よる調整 を加 えるこ とによって行われ るもので あるこ とを前提 とし

て議論 が展 開 され る。 そ して,当 該課税所 得計算 の基礎 とな るべ き企業利益 は,当 該企業

に とって妥 当なもの と認 め られて選 択適用 された会計方法 に基づいて算 出され るもので あ

る とともに,選 択 され た会計方法 の継続 的適 用 を前提 とす る限 り,会 計方法 の選択 につい

て は 「弾力性」が認 め られてい る と主張す る。それ故,た とえ業種,規 模等 において同一

の状態 にある企業で あって も,選 択適用 され る会計方法が相 違すれ ば,そ れぞれ異な る企

業利 益が算 出され るこ ととな るこ とは当然 であって,こ の よ うな企 業利 益 を基礎 として課

税 所得 が算 出 され る もので あ る以上,企 業の採 用す る会計方法 が不適 正 な ものでな い限

り,企 業利 益を課税 所得の基礎 とす ることが適 当である と考 え られ る と論 じる㈹。

(39)戦 後最大の倒産 となった山陽特殊製鋼(昭 和40年3月,会 社更生法申請)な ど,昭 和30年 代後

半から昭和40年 代初頭 にかけて,東 京証券取引所第一部上場会社を含む企業の大型倒産が相次いだ。

(40)企 業会計審議会,調 整意見書,「 税法 と企業会計 との調整 に関す る意見書にっいて」前文一～四。

(41)企 業会計審議会,調 整意見書,総 論一1(1),(2)。
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そ して,こ のよ うな見解 に基 づき,結 論 として調整i意見 書は,「 た とえば法人税 法の課

税標 準の総則 的規定 として,『 納税者 の各事業年度 の課税所得 は,納 税者 が継続 的に健全

な会計慣行 に よって企業利 益 を算 出 してい る場合 には,当 該企業利益 に基づ いて計算す る

もの とす る。納税者が健 全 な会計慣行 によって企業利益 を算 出 してい ない場合又 は会計方

法 を継続的 に適用 していない揚合 には,'課 税所得 は税務官庁 の判断 に基づ き妥 当な方法 に

よ りこれ を計算す るもの とす る。』 旨の規定 を設 ける ことが妥 当である」㈲ と結論づ ける

ので ある。

しか し,調 整意見書にお いては,そ の理 由にっいて明 らか にす るこ とな く税法上 の課税

所得計算が企 業利益 を基礎 として行 われ る もので あることを当然の前提 とし,し か も,議

論 の過 程 にお いて会 計方 法選 択 の 「弾力 性 」(企 業経 理 の 自主性 を意 味す る と解 され

る。)及 び会 計方法 の継続 的適用 につ いて論 じられ てはい るものの,結 論 と しては,議 論

の前提で あ った はず の税 法 の課税所 得計算 にお ける企 業利益 基準性 が再び主 張 され るな

ど,そ の議論展 開において い ささか不明 瞭な感 があ る。 この調整意 見書 にお け る議論の重

点 は,税 法上 の課税所得計算 は企業会計 に準拠す る 旨を定め る総則 的規 定の導入 の主張 よ

りも,む しろ,税 法 にお ける企業経理の 自主性 の尊重 と,企 業会計 実務 にお け る継続性原

則 の遵守の要請 とにある よ うに思 われ るので ある。

このよ うな調整意見書に対 し,第 一 次答 申は,税 制簡素化 に関す る問題点 を検討す るた

めに税 制調 査会の下に設 け られた税制 簡素化特別 部会及び税制簡素化専 門小委員会 での議

論 を取 りま とめた ものであ るが,以 下の よ うな問題意識 に基づ いて 国税及び地方税 の全般

にわた る提言 がな されて い る。

すなわち,第 一次答 申に よれ ば,従 来 よ り納税者 か らは,税 制 は複雑で難 解 である とい

う批判や非難 があ り,税 法の表 現の平 明化 及びその精密な計算規定や煩項な手続 の簡略化

を図る ことが強 く求 め られ ている一方 で,税 務行政 上 も,限 られた人員で事務負担 の増大

に対処す る必 要性 をます ます強 くしつつ あ る。 そのた め,税 制の簡素化 を図 るこ とは,単

に企業 の生産性 の向上のみ な らず,税 務行政 の適 正化,効 率化 を図 る上 において も重要な

問題 である。 したが って,税 制 の簡素化 を強力 に推進 しなければ,経 済社会 事象 の複雑化

によって税制 もまた一層複雑化す る とともに,ま す ます一般納税者 の理解 を離れ,そ の弊

(42)企 業会計審議会,調 整意見書,一1(3)。
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害 は納税者 の納税意欲 の減退 に導 くと論 じるので ある㈲。

そ して,第 一次答 申で は,税 制 の複雑化 の主 たる要 因 として は,お よそ(1)社 会的 な要

因 と(2)税 制 の立案 とその執行 の態度 とに概括す る ことができる とす る。

まず,第 一 の 「社会 的な要因」にっ いて,「 税制 が社会経済事象 を基盤 とす る ものであ

る以上,社:会 経済事象 の絶 え ざる変動 と複雑化 につれ て,税 制 が複雑化す るこ とはい わば

宿命的 な傾 向 とい わなけれ ばな らないが,さ らに経済 的な誘 因措置 としての税制 の役割 に

対す る;期待 の増大が,税 制 を一層複雑 に して きた こ とは明 らか である」 とし,加 えて 「わ

が国 におい ては,異 議 申立てや税務訴訟 にまで訴 えて個別的事情 に即 した問題 の解決 を図

ろ うとしな い納税 者 の慣習が,も っぱ ら税 法通達 にそ のよ りどころを求 めるこ ととな り,

これ が税務 当局の画一的 な基準や精密な規定 を生む とい う傾 向が看取 され る」 とす る㈲。

しか し,こ の よ うな第一次答 申の見解 つ き須貝博士 は,「 通達 はまず第一次的 には税務

職員 の消費 に宛て られ るもので あるか ら納税者の態度 が画一的 な基準 を産んだ とい うのは

い ささか責任転嫁の き らい もある。 この よ うな難 解 な叙述が 出て くるのは,実 は既 に立案

者 の側 において この時か ら成文法主義の延 長 として の画一的な基準はそめ 実施面 におい て

否認事例 を多発 させ るもので,複 雑化 の方 に属す るが,個 別事情 に即応す るい わゆる弾力

的解決 を図 ることは,す くな く とも執行 面において否認事例 を減少 させ るもので,簡 素化

のほ うに属す る とい う考 え方 が固まってい た ことを示す 」圃 とされ る。

また,第 二の要 因 とされ る 「税 制の立案 とその執行の態度」 について,第 一次答 申は,

「社会経済事象 の複雑化 とともに細密化す る税 法は,戦 後一般 に法令の規定が細密 化す る

傾 向につれ て,特 に明確性 を求 める見地か ら,条 理上 当然の こ とと思われ るもので も微 細

に規定す る風潮 を強 くし,さ らにいわゆる抜 け穴防止のた めの規定が数 多 く設 け られ るに

いた って,毎 年 の よ うに税制 改正が行 われ る こと とも関連 し,逐 年複 雑化の様 相 を濃 く し

て きた」 ほか,「 多数 の事案 を公 平に処理 しよ うとす る態度が,や や もすれ ば課税 所得等

の画一的取扱 いに結びっ きがちで あったため,課 税所 得概念 等 については社会 常識 や企業

の会計慣行 に よるべ き点 が多いに もかかわ らず,必 ず しも社会 の実態 に即 さない と思われ

(43)税 制 調 査 会,前 掲 注(36)書,38頁 。

(44)税 制 調 査 会,同 上 書,38頁 。

(45)須 貝 修 一 「法 人 税 法22条4項 」 『法 学 論 叢 』

頁 。

(京都大学法学会)第82巻 第6号(1968年2月)5

一64一



る独特 の概 念 を生み,ま た税制 の執行において も,画 一性 を追 うあま り個別的事情 を疎外

し,弾 力 的な処理 ができな くなってい る とい う事 情が税制複雑化 の印象を一層 強めてい る

もの と思 われ る。 これ に関連 して,企 業会計 にお ける損益法の進歩 に対応 して期 間損益 に

関す る税務 調査が複雑化 してきた こ とも,そ の要因の一つ として指摘 してお く必要が ある

で あろ う」 と主張す る㈹。

この よ うな主張 にっ き,須 貝教授 は,第 一次答 申におけ る議 論では,「 社会 経済事象の

複雑化 が税 法の細密化 を生ず るほか に,ま た明確性 の要請が細密化 を産み,公 平性 の要請

が画一性 を生」み,「 細密 となった とされ る税 法はた とえば課税 所得 については会計慣 行

か らの離反,そ の画一 的な執行 は個別 的事情の疎 外,弾 力的な処理の不能を生 じ,税 務 調

査 の複雑化 をきた した とい うのであ る」が,こ れ を 「成文法主義に対す る反動 の議論 とし

て読 む と,所 得計算基本規 定を導入す る立法理 由 としてふ しぎに平灰が合って くる」 と指

摘 され る㈲。

そ して,第 一次答 申は,こ れ らの原 因や背景 によって税 制が複雑 化 してきた として も,

「ただ単 に税制複雑化 の現状 をあげて,社 会経済構 造 の複雑化,租 税特別措置 の拡充等 の

要 因を顧み る ことな く,一 方 的に これを論難 し,あ るいはまた,税 法 の規定の精密化 を指

摘 して,企 業会計 との間に相 互 の進歩 向上 のた めに果 た して きた役 割 を評価 す る こ とな

く,一 概 にその非 を鳴 らす ことは,必 ず しも今後の簡素化 の方 向を正 しく導 くゆえんで は

なかろ う」 ㈹ とす る一方 で,「 しか しなが ら,税 制の複雑化 の程度がす ぎれば∫税制 はそ

の果たすべ き役割や利点 を こえて,よ り多 くの弊害 を生ず るこ とになる」 として,そ の具

体 的弊害 としてまず 「煩雑 な納税 手続」 をあげ,こ の こ とは 「納税者 の生産性 の 向上 の妨

げ とな り,ま た税制 は複雑難解 で あるとい うあき らめが納税者 に生ずれ ば,納 税協力意欲

はおのずか ら減退す るで あろ う」 とす る㈲。

さらに,い ま一っ の弊 害 として,「 税 制が複雑 で あれば納税者のみ な らず税 務職員 も法

令通達 に習熟す るこ とが困難 とな り,さ らに課税 所得 を画一的 に取 り扱お うとす る税制 の

態 度が,期 間損益等 にっ いて企業 の会 計慣行 との不 一致 を生ぜ しめて いる こ とも加 わっ

(46)

(47)

(48)

(49)

税 制 調 査 会,前 掲 注(36)書,38-39頁 。

須 貝,前 掲 注(45)論 文,5頁 。

税 制 調 査 会,同 上 書,39頁 。

税 制 調 査 会,同 上 書,39頁 。
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て,納 税者及び税務 当局双方の事務 負担の増大 を招 き,税 務職員 は形式的な否認 事項の指

摘 に追 われ真の不正事実摘発 のた めの調査能力 を減殺 し,ひ いては課税 の実質的公平の遺

児 に支障 をきたす とい うよ うな こ とが生 じて くる」 とし,こ れ らの 「弊害 は,す べて国民

経済的 にも大 きな損失」で あ り,「 税制の簡素化 を推進す る理 由はここに存す る」 として

い るのであ る㈹。

以上 のよ うな見解 を も とに,税 制 調査会は,「 記帳手続 の簡 略化」 の項 において 「取引

等の帳簿記録は,本 来税 法ない し納税のため よ りも,企 業 ない し事業 の経営のた めに,そ

の記 帳能力等 に応 じて 適正 に行 われ るべ き もので あって,基 本 的 には,課 税 所得 の計算

も,企 業ない し事 業の経 営のた めに商法や企業会計 の適正 な慣行 に基づ いて行 われ る企業

利 益ない し事業所得 に関す る記帳か ら直ちに行 える よ うにす べきであ り,も し税法 によっ

て企業利益ない し事 業所 得にっいて特別 な修正 を加 える必 要がある場合 には,記 帳 の強制

では なく,申 告調整 とい う形 で修 正 を加 えるこ とが適 当」 であ るとし,「 この ような観点

か ら見 る ときは,企 業利 益 と課税 所得 との間 に差異 がある ことは好 ま しいこ とで はなく,

税 法は,特 別 な政策 的考慮に基づ く ときであ って も,で きる限 りそQ仕 組み を考 えて適正

な企業利益 の計算 を妨 げない こと とす る とともに,負 担 の公 平 とい う角度か らやや もすれ

ば画一的に取 り扱 いがちの課税 所得 の計算 につ いて も,適 正な企業会 計の慣行 を奨励す る

見地か ら,客 観 的に計算 ができ,納 税者 と税 務 当局 との間に紛 争が避 け られ る と認 め られ

る場合には,幅 広 い計算原理 を認 める ことを明 らか にすべ きで ある」 とした(51)。

そ して,そ のための具体策 として,「(ア)青 色 申告制度 の簡 素化」及 び 「(イ)小規模 な

個人事業所 得者 の現金 主義に よる所 得計算 」 とともに,「(ウ)課 税所得 の計算 の弾力化 一

商法,企 業の会 計慣行等 の開差の縮 小」(52)をあげ,「 税法,通 達の規制 の下に計算 され る

課税 所得 と商法,企 業 の会計慣 行等 に基づいて算定 され る企 業利益 との間に開差 を生 じて

い ることに由来す る税制及 び税務調 査上の複 雑 さを減少 させ るため,税 法の課税所得 の計

算 は,で き る限 り商法や企 業の会 計慣 行等 との間に差異 を生 じない よ う」 な措置 を検討す

ることが必 要である とし,「 課税所 得は,本 来,税 法,通 達 とい う一連 の別個 の体系 のみ

(50)税 制 調 査 会,同 上 書,39頁 。

(51)税 制 調 査 会,同 上 書,42頁 。

(52)こ こで の 「『開 差 』 と い う新 造 語 は 米 国 会 計 士 協 会 意 見 書 に 出 て き た ワイ ドニ ン グ ・ギ ャ ッ プ の

語 の ほ ん 訳 で あ る 」 と され る(須 貝,前 掲 注(45)論 文,8頁)。
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に よって構成 され るものではな く,税 法以前の概念や 原理 を前提 としている といわねばな

らない。絶 えず 流動す る社会 経済事 象を反 映す る課税所得 については,税 法独 自の規制 の

加 え られ るべき分野 が存在す ることも当然 であるが,税 法 において完 結的に これ を規制す

る よ りも,適 切 に運用 され てい る会 計慣行 にゆだね ることの方 が よ り適 当 と思われ る部分

が相 当多い。 このよ うな観点 を明 らかにす るため,税 法にお いて課税所得 は,納 税者 たる

企業 が継続 して適用す る健全 な会 計慣 行 に よって計算す る旨の基本規 定 を設 ける ととも

に,税 法 にお いては,企 業会計 に関す る計算原理規定 は除外 して,必 要最小 限度 の税法独

自の計算原理 を規定す るこ とが適当である」 と結論 づ けたので ある(5')。

中里教授 によれば,「 法人税 法22条4項 は,事 実上,こ の提案 に従 って制定 された も

ので あ る」 働 と され るので あ るが,第 一次答 申にお いて は,以 上 の よ うな議 論か ら考 え

て,調 整意見書 と同様,課 税 所得が企業利 益 を基礎 として算定 され るべ きこ とを前提 とし

て,課 税所得 と企業利益 との計算結果 にお ける差異は,こ れ らの計算原理 を原則 として 同

一の もの とす ることに よって解決 され る と考 えていた もの と思われ る
。

しか し,法 人税法第22条 第4項 の規 定を新設す ることに よって,税 制の簡素化 が実現

され たか否かに関 しては,「 従 来の課税所得 に関す る諸規 定はそのままにおかれ,そ の上

に さらに新 しく22条4項 の規 定がっけ加 え られ た とい うにす ぎ」ず,「 少 な く とも条 文

の改廃 に関す る限 り新22条4項 の規定 はなに ももた らす ものではなかった」ばか りか,

「そ こにい う 『一般 に公正妥 当 と認 め られ る会計処理 の基準』 が何 を意味す るのか,具 体

的 に どの ような内容 をもっ ものか明確 に され ていない」結果,「 税 法の簡素化 が実現 され

たか とい う問題 のたて方か らす るな らば,む しろ,あ いまいな不明確 な条項 が導入 され た

こ とによって,か えって税法が複雑化 した」 との主 張は(55),ま さに正鵠 を射 た もの といっ

て良い のではなかろ うか。

それでは,現 行法 人税 法第22条 第4項 の立法趣 旨は,い かに考 え るべ きで あろ うか。

思 うに,商 法上,会 社 の深 算は,絶 え間な く企業 に生 じる会計的事実 に対 して 当該企業

が個別 的 に行 った認識 と測 定の結果 を,一 会 計年 度 を対象 として総括 的に表現すべ く行 わ

(53)税 制 調 査 会,同 上 書,43-44頁 。

(54)中 里,前 掲 注(19)論 文,64頁 。

(55)清 永 敬 次 「法 人 税 法22条4項 の 規 定 に つ い て 」

10,月)28頁 。

『税法学』(日 本税法学会)第202号(1967年
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れ る ものであるが,あ る会計 的事 実 を処理 す るにあたって二つ以上の 「一般 に公正妥 当 と

認 め られ た」,す なわち一般 的規範性 を有 す る会計処理方法 あ るいは会 計処理基準 が存在

し,そ のた め経営者はそのいずれか を選択 しなけれ ばな らない場合が生 じる。

例 えば,固 定資産 の減価償却 計算 に関 して は,定 額 法や 定率法等 多様 な一般 に公正妥 当

と認 め られ る会計処理方法が存在す るのであ るが,商 法は 「会社 ノ会 計帳簿 二記載又ハ記

録 スベ キ財産 二付テハ 第34条 ノ規定二拘 ラズ法務省令 ノ定 ムル所 二依 リ其 ノ価額 ヲ付ス

ル コ トヲ要ス」(第285条)と す る とともに,商 法施行規則 において,「 固定資産 にっい

ては,そ の取得価額又 は製作価額 を付 し,毎 決算期 において相 当の償 却を しなけれ ばな ら

ない」(第29条 本文)と のみ規定 し,い かなる償却方法 を採用すべ きかの判 断を企業 に

委 ねているので ある。

しか し,た とえ この ような場合 であって も,い ずれの会 計処理方法を採用す るかの選択

は,全 くの任意 にな され得 るもので はない と解すべ きである。

けだ し,一 般 に公 正妥 当 と認 め られ 「た」 二つ以上 の会計 処理方法 が存在す る と して

も,そ の場合 の公正妥 当性 は,企 業の個別 的事情 を何 ら勘案 しない,会 計処理方法 自体 と

しての理論的公正妥 当性 を意 味す るにす ぎず,企 業の経営者(取 締役)は,い うまで もな

く特定企 業の経営 をそ の所 有者 た る株主 か ら委任 され てい るの であって,善 管 注意義務

(商 法第254条 第3項,民 法第644条)あ るいは忠実義務(商 法第254条 の3)に 基づ

き,自 らの会計責任 を履行す るため にそれ ら処理方法の中か ら当該企業の実態 を最 も的確

に反 映す るものを選択 し,あ るいはその よ うな会計処理方法が存 しない場合 には新 たな会

計処理方法 を採用す る義務 をさえ有 してい る と解すべ きであろ う。

したがって,企 業 に よって最 終的に選択 採用 され るべき会計処理方法は,当 該企 業の実

態 を熟慮 した上 で一般 に公正 妥 当 と認 め られ 「る」 もの,換 言すれば,特 定の企 業に生 じ

た特定 の会計的事実 に関 して,そ の企業が 当該方法 を採 用す るこ とにつ き客観 的妥当性 を

有す るもので なけれ ばな らないはず なので ある。 この意味 において経営者 に認 め られ る会

計処理方法選択 の任意性 は,採 用 され る会計処理方法が当該経営 を委任 され た企 業の実態
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を最 も適正 に反 映す る限 りにお いて許容 され る任意性 であ るにす ぎない(56)。

そ もそ も現行 商法は,商 業 帳簿の作成 に関す る規定の解釈 について 「公 正ナル会計慣行

ヲ斜酌 スベ シ」(第32条 第2項)と 定 め,公 正 な会計慣 行 を尊重 しっっ もそれは掛酌 さ

れ るべ き ものにす ぎず,し た がって適法性 の判 断は終局的には商法の立場 か ら行われる も

の としてい るのであって,経 営者が既 に存す る一般 的会 計慣行 に基づ いてあ る会 計処理基

準 を採用 した とい う事実は,そ の判断の客観的 な妥 当性 を一応推定 させ る ものではあって

も,そ の客観 的な妥 当性 を保 証す るもので はあ り得 ない(5η。企業 に生 じた特定 の会 計的事

実 に関 していかな る会計処理 基準を採用 すべ きか を判断す るにあた って は,高 度 な専門知

識 と経済全般 や当該企 業にっいてめ深 い理解 とが必要 とされ るので あるが,そ うで あるか

らこそ法 は,企 業 の実情 に精通 し,か つ企 業経 営に関す る専門家た るべ き取締役 を してそ

(56)飯 野利夫 『財務会計論 〔三訂版〕』(東 京:同 文舘 出版,平 成9年(1997年))2の17頁 は 「会

計処理の原則および手続については,例 えば,減 価償却 における定額法 ・定率法または級数法などの

ように,1つ の会計事実に2っ 以上の方法が認め られることボ多い。 この場合,ど の方法を用いるか

に よって,財 務諸表 に記載 される金額が異なってくる。 しかし,用 いた方法が認 められたものである

限 り,こ れに よって作成 され る財務諸表は,い ずれ も真実なものとして取扱 われ る」とするが,到 底

賛同できない。

(57)『 企業会計原則』は 「公正ナル会計慣行」の一部 を構成すると一般に解 されているが,龍 田教授

は,「 商法に具体的な定めがない点について,企 業会計原則に従った処理をすれば商法上も適法 と推

定 され るが,同 原則通 りでは適正な会計処理ができない場合 は別方式 によることが必要である」とし,

また,企 業会計原則 とは異なる方式によることが,同 原則に従 うのと同等またはそれ以上に適正な処

理であるな ら,別 方式 によってよいことはもちろんである。 さらに,ま だ慣行化 した とまではいえな

い新方式であって も,上 の要件 をみたすものは解釈に とり入れ られ る。公正 とは要するに企業の財務

状態 と経営成績 を適正に示す のに役立つ ことである」とする(龍 田 節 『新版 注釈 会社法(8)株 式

会社の計算(1)』 上柳克郎ほか編(東 京:有 斐閣,昭 和62年(1987年))4頁)。

また,弥 永教授は,「 少な くとも有価証券報告書提 出会社については,企 業会計審議会が公表 した

企業会計の基準が,商 法上も唯一の 『公正 ナル会計慣行』 である,あ るいほそのよ うに強く推定され

るとい う見解 が多数説 となっているよ うである」 としなが らも,「 『公正ナル会計慣行』は必ずしも

一っ とは限 らないとい う見解が現在でも通説であ り
,企 業会計基準等が唯一の 『公正ナル会計慣行』

であるとされ るのは,事 実上はともか く,理 論的には例外的な場合である」 とす る(弥 永真生 「平成

14年 改正における商法会計の論点」 『旬刊 ・商事法務』第1670号(2003年8月5日)28頁)。
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の判 断をな さしめてい る と解すべ きである。

この よ うに解す るな らば,企 業の経営者 は,仮 に一般 に公 正妥 当 と認 め られ 「た」会 計

処理方法 の中に当該企業 の実態 を的確 に反 映す る ものが存在 しない場合には,既 存の会 計

原則や会計基準 に とらわれず,当 該企業 の実情 に応 じた新 たな会計処理を積極 的に採用す

る義務 を さえ:負って い る と解 すべ き こ と とな ろ う。 要 は,一 般 に公正 妥 当 と認 め られ

「る」 会計処理 が採用 され てい るか否か が,商 法 上 問題 とされ なけれ ばな らない ので あ

る。

一方 において
,法 人税 法第22条 第4項 の創設以前 にお ける解釈 において も,税 法上 は

「一般 に認 め られ た公 正妥 当な会計処理 の基準 とい うものに一種 の参 考資料的 ,補 充的,

第二次的な重 要性 を認 めてきたにす ぎ」ず,「 法人 税法の22条1項,2項,3項 お よび 同

条2項,3項 にい うところの法令 による別段 の定 め(法 人税 法23条 ない し64条,同65

条に もとつ く政令 の諸規 定,お よび租税 特別 措置 法 の当該諸規 定な どを指す。)と い うよ

うな明文 によ るいわゆる所得 計算規 定 と,そ れ らの規定 を通 じてそれ らの規定 の上に,も

しくはその背後 にあるもの として前提せ られ てい るよ うな或 る意味 ではこれ また 明文の法

規定 とは切 りはな しえない よ うな比較 的抽象 的な所 得計算原理 にこそまず第一次 的には依

拠すべ きもの とされてい た」 とされ る。す なわち,「 成文法,制 定法 の根拠が存在 しない

場合 にはやむ をえず,法 の空 白を うず めるための参 考資料の一つ として会計慣 行 に よるこ

ととな り,そ の際に会計慣行 は一般 に認 め られた公 正妥 当な会計処理の基準に従 うもの と

認 め られ るか らとい うので これ によるべ きもの とされていた」 と論 じられ るので ある(58)。

以上の とお りだ とす るな らば,法 人税 法第22条 第4項 の立法趣 旨は,企 業の決算が当

該企業の個別 的事情 を加 味 した上で の客観的公正妥 当性 を有 す る会計処理方 法,す なわち

公 正処理 基準 に従 ってな され てい るこ とを前提 に,税 法固有 の要請 に基づ くもの(す なわ

ち税法 上 「別段 の定 め」がな されてい るもの)を 除 いて,当 該 企業の会計処理 に基づいて

(58)須 貝,前 掲注(45)論 文,2頁

また,田 中耕太郎博士は,わ が国商法 において,「 一般 商人に関す る規定及び株式会社に関する規

定を総合 して考ふ るときに,此 等の断片的規定の背後に有機的な簿記及 び会計の技術の存在 を予定す

るに非 ざれ ば各概念及び法条 の規定 を理解することを得ぬのである」 と論ずる(田 中耕太郎 『貸借対

照表法の論理』(東 京:有 斐閣,昭 和19年(1944年))38頁)。
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法 人税 の課税所 得計算がな され る尺 き'旨を定 めた もの と解 され る(5')。法人税法第22条 第

4項 は,会 計原則や会計慣行 といった一般命題化 された ものを個別的揚合 に適用す る こと

を も包含す るとい う意味で,当 該規定創設 以前の考 え方 の確認 的,追 認 的規定 であるばか

りでな く,各 場合 毎の事情 に応 じて,そ こに示 され る事 実の組 み合 わせ につ いて判 断 し,

解決す るとい うケー ス ・ローの考 え方が導入 され てい る点において,創 設 的な意味 を有す

る と考 え られ るので ある㈹。

第5款 法人税法第22条 第4項 と同法第74条 との関係

さて,法 人税法第22条 第4項 の趣 旨を以上の よ う』に解す るとして,次 に当該規 定 と同

法第74条 の規定 とめ関係が 問題 となる。

(59)平 成3年12月19日 大阪高判 〔昭和61年(行 コ)第25号 〕 『税務訴訟資料』第187号(平 成5年

(1993年)1月)419頁 は,法 人税法第22条 第4項 につき,「 複雑,多 様化 し,流 動的な経済事象に

ついては,税 法に よって一義的,完 結的に対応することは適切 ではなく,健 全な企業会計の慣行 に委

ねることのほ うが適切であるとの趣 旨で規定 された ものである」 とし,「 したがって,同 項 にい う

『一般 に公正妥当 と認め られる会計処理の基準』 とは,'客 観的な規範性をもっ公正妥当と認 められ る

会計処理の基準とい う意味であ り,企 業会計原則のよ うな明文化 された特定の基準を指す ものではな

いと解 され る」とす る。最高裁判例も,上 述大阪高判の控訴審 において,「 法人税法22条4項 は,現

に法人の した利益計算が法人税法 の企図する公平な所得計算 とい う要請に反す るものでない限 り,課

税所得の計算上もこれを是認す るのが相当であるとの見地」か ら,「 一般に公正妥 当と認め られ る会

計処理の基準に従って計上すべ きもの と定めたものと解 される」 と判示する(平 成5年11月25日 最

判 〔平成4年(行 ツ)第45号 〕 『税務訴訟資料』第199号(平 成7年(1995年)1月)944頁)。

また,須 貝教授は 「反ぷ く継続の意思 さえあれ ば一 回で も慣行」であ り,「 慣行化 していない基準

であっても二般 に公正妥当 と認め られ る会計処理基準であれ ばこの規定の要件をみたす ものである」

(須貝,前 掲注(45)論 文,22頁)と する。

(60)須 貝,前 掲注(45).論 文,23頁 。

中里 実 「企業課税 における課税所得算定の法的構造(五 ・完)」 『法学協会雑誌』第100巻 第9

号1552頁 では,「22条4項 を,あ る法人企業が商法上の商業帳簿あるいは計算書類の作成 において通

常用 いてい る会計処理方法が商法 上適法であ り,企 業会計の観点か ら 『一般 に公正妥当 と認 められ

る』 ものであれ ば,そ れが租税会計上 も原則 として尊重 され ることを述べた規定で あると理解すべき

である」 とされ る。

一71一



す なわち,法 人税 法第22条 及び 同法第74条 はそれぞれ次の よ うに規定 してい るのであ

るが,こ れ ら規定 はい かな る関係 にあるか が問題 とな る とともに,そ の解釈 をめ ぐって

は,前 述 の とお り,二 系統説 と一系統説 とが対 立 しているのであ る。

「法人税法第22条(各 事業年度の所得の金額の計算)

① 内国法人の各事業年度の所得の金額は,当 該事業年度の益金の額から当該事業年度

の損金の額を控除 した金額 とする。

② 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき

金額は,別 段の定めがあるものを除き,資 産の販売,有 償又は無償による資産の譲渡

又は役務の提供,無 償 による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係

る当該事業年度の収益の額 とす る。

③ 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき

金額は,別 段の定めがあるものを除き,次 に掲げる額 とす る。

一 当該事業年度の収益に係 る売上原価,完 成工事原価その他 これ らに準ずる原価

の額

二 前号に掲げるもののほか,当 該事業年度の販売費,一 般管理費その他の費用

(償却費以外の費用で当該事業年度終了の 日までに債務 の確定 しない ものを除

く。)の 額

三 当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係 るもの

④ 第2項 に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は,一 般に公正

妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるもの とする。

⑤ 第2項 又は第3項 に規定する資本等取引とは,法 人の資本等の金額の増加又は減少

を生ずる取引及び法人が行 う利益又は剰余金の分配(商 法第293条 ノ5第1項(中

間配当)又 は資産の流動化に関する法律第102条 第1項(中 間配当)に 規定する金

銭の分配その他 これに類す る金銭 の分配 として政令で定 めるものを含む。)を い

う。」

「法人税法第74条(確 定申告)

① 内国法人(清 算 中の内国法人である普通法人及び清算 中の協同組合等を除く。)

は,各 事業年度終了の 日の翌 日か ら二月以内に,税 務署長に対 し,確 定 した決算に基

づき次に掲げる事項を記載 した申告書を提出しなければならない。
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一 当該事業年度の課税標準である所得の金額又は欠損金額

二 前号に掲げる所得の金額につき前節(税 額の計算)の 規定を適用 して計算 した法

人税の額

三 第68条 及び第69条(所 得税額等の控除)の 規定による控除をされるべき金額

で前号に掲げる法人税の額の計算上控除 しきれなかつたものがある場合には,そ の

控除 しきれなかった金額

四 その内国法人が当該事業年度につき中間申告書を提出した法人である場合には,

第二号に掲げる法人税の額か ら当該申告書に係 る中間納付額を控除 した金額

五 前号に規定す る中間納付額で同号に掲げる金額の計算上控除 しきれなかった も

のがある場合には,そ の控除 しきれなかった金額

六 前各号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項

② 前項の規定による申告書には,当 該事業年度の貸借対照表,損 益計算書その他の財

務省令で定める書類 を添付 しなければならない。」

以上 の よ うな法人税 法上の規定に関 し,ま ず,二 系統説 を代表す る論者の一人で ある忠

博 士は,法 人の各事 業年 度の所得の金額 の計算 にっいては,法 人税 法上二っ の系列が存在

す るとし,次 の よ うに論 じる。

す なわ ち,忠 博 士は,第 一 の系列は,各 事 業年 度 の収益 の額 か ら,そ の事 業年 度 の原

価,費 用お よび損失 の額 を差 し引いて法人の課税所得 を計算す る もの と規定す る,法 人税

法第 二編第一章第一一節 「課税標準及びそ の計算」 にお ける第22条 か ら同法第65条 までの

規定及び 関係 法令 の規 定であって,「 法人税法上 の本 流を 占める考 え方 は,疑 い もな くこ

の系列 の方 向でなけれ ばな らない」 と論 じるω。

これ に対 し,法 人 の課税所得 計算 につ いての今ひ とつ の系列 として,法 人の 申告納税 に

ついて規定す る法人税 法第74条 及び 同法施 行規則 に規定す る 「別表 四 所得 の金額 の計

算 に関す る明細書」等 に基づ くものがある と,忠 博士 は主張す る。す なわち,こ れ らの規

定に よれば,法 人はそ の確定 した決算 に基づいて作成 された 申告書 に よ り各事業年度 の所

得 の金額等 を申告 すべ きもの とされ る。 ここで,所 得 の金額 の計算 に関す る明細書 は,そ

の 申告書の一部 とな るほか,貸 借対照表,損 益計算書 な らび に損益金処分表,勘 定科 目内

(61)忠 佐市 『税務会計法 〔第六版〕』(東 京:税 務経理協会,1978年)45頁 。
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訳 明細書等 を添付すべ きもの とされ ているのであるが,と りわ け,「 別表 四 所得1の金額

の計算 に関す る明細書」 による法律 上の要求 として,法 人 の確定 した決算上 の当期利益金

に対す る租税法令適用上 の加算お よび減 算の形式に よるべ きもの とされ ている。 しか し,

法人税法上 の各条項 の構成 か らは,こ の形式が法人税法上 の計算の本 流 とは考 え られず,

それ は,第 一 の系列 に対す る簡便 法であって,従 系列 にあるもの と考 えなけれ ばな らない

と,論 じる(62)。

以上 を要す るに,忠 博士 の主 張は,法 人税 法上の課税所得計算方式 には,各 事 業年康 の

収益 の額か ら当該事業年度 の原価,費 用及 び損失 の額 を控除 して計算す る方式 と,法 人の

確定決算上の 当期利益 に税法上 の加算及 び減算 を行 うこ とによって 計算 す る方式 とい う二

っ の方式が あ り,前 者が本則的計算方式 であって,後 者 は簡便的計算方 式である とす るも

ので ある。

また,武 田教授 は,法 人税 の課税所得 計算 には,法 人の確定 した決算 に基づ く申告書の

提 出を規定 した法人税 法第74条 第1項 に基 づき,商 法 を介 して 『公 正な る会計慣行』 に

連係す るとい う ドイツ型 の規定体系 と,法 人税法第22条 第4項 に基 づ き,直 接 的に 『公

正 なる会計慣行』 を基礎 として成 り立つ もの とす るアメ リカ型 の規 定体系 との二っの流れ

が認 め られ るとす る㈲。

そ して,法 人 の確定 した決算 に基 づ く 申告 書 の提 出 を要求 してい る税 法 としては,本

来,前 者 に よるべきであったが,法 人税法第22条 第4項 が創設 され た昭和42年(1967

年)当 時,「 公 正ナル会 計慣行 ヲ斜酌スベ シ」 とす る商法32条 第2項 の規 定が存在 しな

か ったため,法 人税 法第22条 第4項 を創設す る ことに よって税法 の体系上の不備 を側 面

か ら補 う必 要があったので あ り,昭 和49年(1974年)の 改正 に よ り商法第32条 第2項

が創設 され たため,法 人税 法第22条 第4項 の歴史 的使命 は終 わった もの と解す るこ とが

で きる と論 じる(ω。

しか し,こ の よ うな法人税法 上 に二つ の課税 所得 計算体 系が存在 す る とい う考 え方 に

は・筆者 としては賛同 し難 い。 この よ うな見解 は・わが国にお ける法人所得課税 について

(62)忠,同 上 書,45頁 。

(63)武 田 隆 二 「税 務 会 計 の 基 礎(二)」 『会 計 』 第113巻 第5号(昭 和53年(1978年)5月)748-

752頁 。

(64)武 田,同 上 論 文,752-753頁 。
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の規制 の沿革 を考慮 してお らず,法 人税 にお け る課税所得計算 に関す る実体 的規定 と手続

的規定 とを混 同 した もの といわ ざるを得ない。

中里教授 は,法 人税法第 「22条 第4項 が 『課税標 準及びその計算 』 と題す る法人税 法

第二編第一章第一節 中の規定で あ るのに対 して,74条1項 が確 定 申告 に関す る手続的な

規定 にす ぎない点を考慮 すれ ば,法 人税 法は あくまで も21条 乃至65条 においてただ一っ

の課税所得算定方法 を定 めてい る と考 えるべ き」 であって,法 人税 法が二系統 の課税所得

算定方法 を定めてい るとい う考 え方 は,「 法 人税法,商 法,会 計慣行 の三者 間の関係を明

確 にと らえてお らず,22条4項 を直接 会計慣行 を引き合 いに出す規 定 として と らえ,ま

た74条1項 を過度に重視す る必ず しも妥 当 とはい えない考 え方」 であ り,「 我 が国にお

ける企業会計 の法的規制 の独 自の発 展か ら生 じた誤解」 に基づいてい ると し㈲,次 の よ う

に論 じる。

す なわち,中 里教授 は,「 我 が国にお いて は,租 税 法上一貫 して,課 税所得 の定義ない

し算 定方法 の面 と,課 税庁 に提 出す べき会 計書類 の面の二面か ら租税会計が企業会 計に基

づ いて行 われ るべ きこ とが規定 され てきた」 のであ るが,「 第二次大戦後,ア メ リカ法 の

影響 の下 に証券取引法 による会計規制 が導入 され たために,我 が国の企業会計 に関 して,

大 陸法 の伝 統 を受 け継 ぐ商法系統 の規制 とな らんで証 券取引法一企業会計原則系統 の規制

が行 われ る とい う事態 が生 じ」,そ して 「両 系統 の統合 が未 だ不完 全 な段 階で法 人税 法

22条4項 が制 定 され たために,課 税 所得算 定において も,証 券取引法一企 業会計原則系

統 の企業会計 と結びっ いた法人税 法22条4項 系統 と,商 法系統の企業会計 と結びっいた

法人税 法74条1項 系統 の二つが併存す るかのよ うに誤解 されやすい外観 が作 られたので

あ る」 との見解 を示す ㈲。

そ して,法 人所得課税 の沿革 か らして,「 課税所得算定の基礎 とな る企業会 計は,証 券

取引法 一企業会計原則系統 のそれ ではな く,商 法系統 のそれで あると考 えるべ きで ある」

ところ,「 課税所得算定 の基礎 とな る企 業会計が商法系統のそれのみである と解 すれば,

法人税法の定 める課税 所得算定方法が22条4項 系統 と74条1項 系統の二つ存在 す るとい

う考 え方は成 り立たな くな る」 と論 じて いるである㈲。

(65)中 里,前 掲 注(60)論 文,1548頁 。

(66)中 里,同 上論 文,1548-1549頁 。

(67)中 里,同 上 論 文,1549頁 。
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この よ うな 中里教授 の主張 の うち,課 税所得算定 の基礎 が商法上 の計算で ある とす るこ

とには賛意 を表す るが,企 業会 計に商法系統 の もの と証券取 引法 一企業会計原則系統 のも

の とが ある とす る議論 には疑問 を感 じざるを得ない。

けだ し,商 法は強行 法規で ある一方で,『 企業会計原則』 は単な る企業会計審議会が公

表す る中間報告 にす ぎないばか りか,『 企業会計原則』がそ の前文た る 「企業会計原則の

設 定について」 におい て述べてい るよ うに 「企業会計 の実務 の中に慣習 として発達 した も

ののなか か ら,一 般 に公正妥 当 と認 め られ た ところを要約 した もの」で あるの であ るか

ら,企 業会計原則設定以前 にお ける企業会計実務 上の慣習は,ま さしく商法上の慣習で あ

った と考 え られ るか らである。

もっ とも,長 年にわた り,『 企業会 計原則 』の規 定 と商法の規定 とに差異が あった こと

は,『 商法 と企業会 計原則 との調整 に関す る意 見書』㈹にお ける記載 か らみて も明 らかで

は あるが,昭 和44年(1969年)に 『商法 と企 業会 計原則 との調整 にっいて』 と題す る報

告書(6')が公 表 され,こ れ を受 ける形 で昭和49年(1974年)に は商法の改正(法 律第21

号)が 行われて計算規 定の改正 がな され る とともに,企 業会計原則 も同年 に一部修 正 され

るにお よび,企 業会計原則 と商法 との相違は ほぼ解 消 され た もの と考 え られ る。

思 うに,法 人税法第74条 第1項 が法人 の確定 した決算 に基づい て 申告書 を提 出 しなけ

ればな らない もの とし,あ るいは法人税法施行規則 「別表 四」 におい て法人 の確 定決算上

の当期利益 の額に対 して税法適用上 の加算お よび減算 を行 うこ とによって課税所得 を計算

す る もの と規 定す るのは,法 人税 法第22条 第4項 に規定す る方法 とは別個 の課税所得算

定方法 を示す もので はな く,課 税庁 に対す る申告の際 の手続 と単な る課税所得の算定 につ

いての具体的手順を示 した規定にす ぎない。

す なわち,法 人税法第22条 にお いて,法 人 の課税所得 の算定 は,当 該 法人の決算がそ

の個別的事情 を加 味 した,商 法上の客観 的公 正妥 当性 を有 す る会計処理方法 に従 ってな さ

れてい るこ とを前提 に,税 法固有の要請 に基 づ くもの(す なわ ち税 法上 「別段 の定 め」が

な されてい るもの)を 除いて,当 該企 業の会 計処理 に基づいて法人税 の課税所 得計算がな

され るべき 旨を定めている。 これ に対 し,同 法第74条 第1項 は,「 企 業利益 に対 して租

税 法上要求 される修正 が企 業利益 に対す る加算及び減算 とい う計算 書類外 での修 正(施 行

(68)昭 和26年9月28日 経済安定本部=企 業会計基準審議会中問報告。

(69)昭 和44年12月16日 大蔵省企業会計審議会報告。
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規則別 表四)と して行 われ る結 果 として課税所得算 定が商法 上確定 した計算書類 に基 づい

て行 われ るべ きこ とを規定 してい る」㈹のであ り,「 課税所得算 定が企業会計 の方 法に基

づ いて行われ る とい うこ とと同項 とは直接 的 には関係がない」 ㈲と解 され るのであ る
。

(70)中 里,前 掲 注(60)論 文,1557頁 。

(71)中 里,同 上 論 文,1557頁 。
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第2節 確定決算主義 と逆基準性

確定決算主義(確 定決算基 準,確 定決算基 準主義 とも呼称 され る。)と は,法 人 の 「確

定決算 の内容 を課税所得計算 に関連 させ る方 式」㈱であって,「 商法 上で適法 に確 定 した

決算 は,そ れ が事実 に反す るか,税 法の強行規 定に反 しないかぎ り,課 税所得計算 を拘束

す る」(73)とい うこ とを意味す る。

よ り具体的 には,法 人税 における 「確定決算:主義 」は本来,そ の内容 として,法 人税 に

お け る課税 所得計算 上 の 「企業会 計準拠 主義」 ㈲ を意 味 して い る と考 え られ るので ある

が,わ が国会計制度 の国際的調和化 との関連 で批判 的にその用語 が用 い られ る場合,以 上

の よ うな理解 とは異 なった,い わ ば正反対 の意味合い をもって論 じられ る。

す なわ ち企 業会計 は,企 業 の利 害 関係者 に対 し 「企業 の財政状 態及び経 営成績 に関 し

て,真 実 な報告 を提供す る」 ㈲こ とを 目的 とし,株 式会社 にお いてその報告 は財務諸表 あ

るいは計算 書類 を もって な され るので あ るが,こ れ ら財務 書類 の作成 に際 して企 業会計

が,特 段の事情 のない限 り企業経営 の継 続性(gohlgconcem,co皿tinui飴de1'exploitahon)

の仮定 の下で,人 為的 に区分 され た会計期 間にお ける計算 を行 うものであるこ との必然的

(72)井 上久彌 『会計学大事典 第四版』森 田哲彌ほか編(東 京:中 央経済社,平 成8年(1996年))

1091頁 。

(73)醍 醐 聰 「確定決算基準と逆基準性」 『JICPAジ ャーナル』第6巻 第5号(通 巻第466号,平 成6

年(1994年)5月)41頁 。

(74)金 子,前 掲注(1)書,254頁 。

(75)『 企業会計原則』 「第一 一般原則」一(真 実性の原則)。 なお,昭 和23年 に経済安定本部(現

在の内閣府)内 に設置 された企業会計制度対策調査会は,そ の後大蔵省(現 在の財務省)に 移管され

るとともに企業会計基準審議会,さ らには企業会計審議会 と改称 され(中 村 忠 「企業会計審議会」

『会計学大事典 第四版』森田哲彌ほか編(東 京:中 央経済社,平 成8年)1169頁),平 成13年1月

6日 に行われた中央省庁の再編 により,内 閣府の外局である金融庁へ と移管された。
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帰結 として(7`),企 業が採用す べ き会計処理 に関 して は,財 務書類 の作成義務者 た る代表取

締役(委 員会等設置会社について は取締役 会が指定 した執行役。,以下 同 じ。)に 多 くの選

択の余地 を残 してい る。そ して,そ の結果,当 該財 務書類 の作成責任者た る代表 取締役 の

主観 的判断が介入せ ざるを得 ないのであ る。 しか しなが ら,現 代企業会計の根幹 は,そ の

よ うな主観的判断の排 除にあるのではな く,当 該企 業の実態 を最 もよく知 りうべ き代表 取

締役 に,法 令遵守の義務及び その不履行 の場合にお け る罰則 とを課 しつっ,し か も株 主等

の利 害関係者 の環視 の下で,当 該代表取締役 の主観 に よってその判 断 を行わせ る ことに こ

そあ るといい得 るので ある。

一方 において租税 は
,「 国家 が,特 別 の給付 に対す る反対給 付 としてではな く,公 共サ

ー ビスを提供す るた めの資金 を調達す る 目的で
,法 律 の定めに基 づいて私人 に課す る金銭

給付 で あ る」 ㈹結果,税 法 には,そ の侵 害規範 ㈹た る性格 上,簡 明性 が求め られ る一方

で,高 度 の公平性 ・画一性 が要求 され る。 したが って,課 税所得計算 にあたって代表取締

役 による主観的判断 は,必 ず しもそ の結 果 において税法上 のみ な らず,商 法上 も妥 当性 を

有 してい る とはい えないのが実情 である以 上,あ る程 度排 除 され ざるを得ない。

あ るいはまた,近 代にお け る租税制度 は,多 様 な政策 目的 を達成す るための一っ の有効

な手段 として も用い られてい るのであって,税 法上その 目的 を達成す るた めに,企 業会計

とは異なった取扱 いを行 う必要が ある場合 が存す る。

そ こで法人税 法は,前 述 の よ うに,原 則 と して企 業会計 にお ける会計処理基 準 に従って

「当該事 業年 度の益金 の額」,「 当該事業年 度の損金 の額」 に算入すべ き金額 を計算す る

(76)会 計公準(acco㎜ 血gpostulates),す なわち企業会計理論 を形成す るための基礎概念 として,① 企

業実体ごとに会計が行われるとい う意味で企業会計の場所的限定を示す 「企業実体の公準」,② 継続

的な企業活動 を時間的に区切って会計が行 われ るとい う意味で企業会計の時間的限定を示す 「会計期

間あるいは継続企業の公準」,及 び③貨幣額で合理的に把握 可能な企業活動及び関連事象のみが企業

会計の対象になるとい う意味で企業会計の内容的限定を示す 「貨幣的評価の公準」が今 日広 く認 めら

れてい る(新 井清光 「会計公準」 『会計学大事:典 第四版』(東 京:中 央経済社,平 成8年(1996

年))98-99頁)。

(77)金 子,前 掲注(1)書,9頁 。

(78)「 租税法は,国 民の納税義務 を定める法 であり,そ の意味で国民の財産権への侵害を根拠づける,

いわゆる侵害規範(Elng盛f㎞01m)で あるか ら,将 来の予測を可能な らしめ,法 律生活の安定を図るた

め,成 文の形式をとることが要求 され る」(金 子,同 上書,32頁)。
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とす るこ とに よって課税所得計算 の簡便化 を図 りなが ら,税 法 固有の必要性 に応 じて多 く

の 「別 段 の定 め」 を規定 し,あ るい は租税特別 措置法 において法人税 法に対す る特例規 定

を設 け,税 法 の 目的 に適合 した課税所得 を企業に計算 させ るた めに,企 業会計にお ける計

算 を明確化 し,あ るいは修 正㈲ してい るので ある。

こ こで,企 業会計 にお ける計算結果(す なわち会計上 の当期純損益)を 起点 として法 人

に課税所得計算 を行 わ しめる とい うわが国法人税 の計算構 造上,上 述 のよ うな企業会計 の

計算 を明確化 し,あ るいは修正す る規定 が,法 人税法上の規定 にお ける中心的地位 を占め

てい る。そ して,そ の うち企業会計 との関連で問題 とされ るのは,専 ら,法 人の確定 した

決算 におけ る経理 処理 に関わ らしめて課税所得計算 を行わせ る規定 である。

す なわち,一 例 として,法 人 の有す る減価償却資産(法 人税法第2条 第二十 四号)の 償

却費(い わゆ る減価償 却費)に 関 して法人税 法及 び関連法令 は,当 該減価償却 費の決 定要

素た る減価償却資産 の取得価額,耐 用年数,残 存価額及び償却方法 の決 定にっ いて詳細 な

規定 を設 け,法 人 に対 して一定 の選択権 を与 えつつ も,そ の選択 した ところによ り各事業

年度 にお ける償却可能 限度額 を画一 的に算定 させてい る。そ して,当 該償却可能 限度額 の

うち当該事 業年度 の損金の額 に算入 され る金額は,法 人が確 定 した決算 において費用又 は

損失 として経理(こ の ことを 「損金経理」 とい う。法人税法第2条 第26号)し た金額 を

限度 とす る もの と規 定 され ている(法 人税法第31条 第1項,第2条 第26号)。 したが っ

て,会 計上 の減価償却費 とされ る金額 であって も,そ の減価償却費 の金額 の全部又 は一部

を損金経理 しない場合,当 該損金経理 され なかった減価償却費 の金額 は課税所得計算 上,

損金の額 に算入 され ない。損金経理 され なかった減価償却費 の金額 にっき,申 告調 整㈲に

(79)金 子教授 によれ ば,法 人税法及び租税特別措置法の益金及び損金に関す る規定は,① 一般に公正

妥 当と認 められ る会計処理の基準を確認す る性質の規定,② 一般に公正妥 当と認め られる会計処理の

基準を前提 としつっ も,画 一的処理の必要か ら,統 一的な基準 を設定 し,ま たは一定の限度 を設け,

あるいはそれ を部分的に修正す ることを内容 とす る規定,③ 租税政策上または経済政策上の理由か ら,

一般 に公正妥当 と認 められる会計処理 の基準に対す る例外を定める規 定とに分類 される(金 子
,同 上

書,256-257頁)。

(80)申 告調整 とは,「 確定 した決算によって求められた企業利益に対 して税法の立場か ら,あ るいは

目的か ら 『別段の定め』により調整 を加 えて課税所得 を算 出す るが, .その調整 の うち税務 申告書で も

って独 自に行 うことのできるもの」(成 道秀雄 「申告調整」 『会計学大事典 第四版』森 田哲彌ほか編

1169頁)を い う。
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よって損金 の額 に算入す る ことは認 め られ ないばか りでな く,法 人税 法上 は減価償却 を行

うことそれ 自体 が,法 人 の任意に委ね られてい るので ある㈱。

この よ うな,一 定 の費用又 は損失 にっ き損金経理 を要件 として損金算入 を認 め,あ るい

は損金経理 しない場合 には損金算入 を否 定す る法人税 法上の規 定 としては,減 価 償却費の

損金算入以外 にも,繰 延資産の償 却費の損金算入(法 人税法第32条 第1項),特 定の事

実が生 じた場合 の資産の評価損の損金算入(同 法第33条 第2項),過 大な役員 退職給 与

の損金不算入(向 法 第36条),交 換 資産あ るいは特定現物 出資 に より取得 した有価証 券

に係 る圧縮記帳(同 法第50条,第51条),各 種 引当金繰入額 の損金算入(同 法第52条

ほか〉等が ある。

さらに,法 人 の確定 した決算 にお ける一 定の経理処 理,す なわち法人の確 定決算 におけ

る意思表示 に関わ らせて特定 の事実 の損金性 を承認 し,あ るいは否 定す る多 くの規定が,

法人税法等 に存在す る(例 えば,特 定資産 の買換 えの場合等の課税 の特例を規 定す る租税

特別措置法第65条 の7第1項 は,法 人 が買換資産 の帳簿価額 の うち圧縮 限度 額 に達す る

までの金額 を損金経理 によ り直接減額す る方法(直 接 減額方 式)の ほか,そ の圧 縮 限度額

以下の金額 を損金経理 によ り引当金勘定 に繰 り入れ る方法 圃に よって経理 した場合 にも,

その経理 した金額の損金性 を承認 す る。また,法 人税法第37条 第1項 は,法 人が支 出 し

た寄附金 の額 につ き利益処分方式 に よる経理 を行 った ときは,そ の経理 した寄附金 の金額

の損金性 を否定す る。)。

(81)商 法上は 「決算操作のため減価償却額 を左右するこ とは許 されない」(鈴 木竹雄 『新版 会社法

全訂第5版 』(東 京:弘 文堂,平 成6年)228-229頁 。商法第285条,第34条 第2号 参照)と 解 さ

れるので あるが,法 人税法上,繰 越欠損金の損金算入期間が7年(平 成16年 度税制改正前 は5年)以

内とされている(法 人税法第57条 第1項)こ とと関連 して,特 に公認会計士による法定監査を要 しな

い中小企業においては,減 価償却が適正に行 われない場合が ある。

(82)こ こにい う 「損金経理により引当金勘定に繰 り入れる方法」(引 当金方式)に は,法 人が確定 し

た決算 において利益又は剰余金の処分により積立金 として積み立てる方法(利 益処分方式)が 含まれ

るが,昭 和56年 における商法第287条 ノ2の 改正により,利 益留保性の引当金は商法上排 除されるに

至ってお り,積 立金経理 を除いた狭義 の引当金方式 による圧縮記帳引当金 は,現 在では商法上引当金

として許 容 され得ない と解 される。 同旨,蓮 井良憲 『新版 注釈会社法(8)株 式会社の計算(1)』 上柳

克郎ほか編(東 京:有 斐閣,昭 和62年)262頁,目 本公認会計士協会=監 査第一委員会 『圧縮記帳に

関する監査上の取扱い』(監 査第一委員会報告第43号,昭 和58年3月29日)「 まえがき」。
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以上 の よ うな法人税法 上の規定 は,税 法 が強行法規 であ り,し たが って,会 計処理 の如

何 によっては企業の租税負担 が著 しく増減す るこ ととなる結果,実 務上,企 業会計 に対 し

て多大 な影響 を与 えて いる。そ のため,「 会計 の税法 に対す る基準性」 を意味す るはず の

確 定決算 主義 が,そ の本来 的な意 味内容 にかか わ らず,「 税法 の会計 に対す る基準 性」

(い わ ゆる 「逆基 準性 」 ㈱)を 示すに至 ってお り,し たが って,こ の こ とが企業会計 の健

全 な発展 を阻害 してお り,あ るい はわが国企業会計が 国際的 な会計基準 との調和化 を図 っ

てい く上で重 大な障害 となってい る と批判 されてい るので ある(こ の よ うな批判の背景 に

は,後 述す るよ うに,確 定決算 主義 によらず,「 申告調整主義」 ㈱に よって も同一の課税

所得 計算結果 に達す る ことが可能で あ り,か つ現 にア メ リカ においては 申告調整 主義 に基

づ く課税所得 計算 が行 われ ている とされ ている ことにも,そ の一因があ ると解 され る。詳

細 は後述す る)。

しか しなが ら,こ の 「逆基準性」 の意 味内容 もまた,確 定決算主義 の意義 と同様,論 者

によって一様ではない。醍醐教授 は,「 これ まで確 定決算基 準の弊害 と指摘 され てきた逆

基準性 は,次 のよ うな事象 を指 して多義的 に論 じられてぎた」㈲ として,次 の ような三つ

の事象 を列挙す る。

すなわ ち,醍 醐 教授 によれば,逆 基準性は,第 一 に,「 法人税法が課税所得 の計算 にあ

たって,諸 償 却費や 各種引 当金へ の繰入 について画一的な損金算入 限度額 を設 けてい るた

めに,企 業会 計上で もこの税務 上 の上限額が事実上 の費用計上基準 にな り,企 業 ご との実

(83)中 里教授 は,確 定決算主義の深刻な欠点の一つ として逆基準性の存在 をあげ,「 租税法の考慮か

ら企業会計がゆがめられ ることは望ま しい ことではない」 としなが らも,「 しかし,確 定決算主義の

ような方式を採用す る以上,企 業が租税負担を減少 させるために企業会計 を操作す ることはむ しろ必

然的なことであ り,こ の点 を完全に解決するためには,確 定決算主義 を放棄す るしかないのかも しれ

ない」 とされ る(中 里 実 「V租 税法 と企業会計(商 法 ・会計学)」(「 企業会計 と会社法」川村

正幸ほか(日 本私法学会商法部会 シンポジウム資料))『 旬刊 ・商事法務』第1432号(1996年8月

25日)29頁 。

(84)日 本租税研究協会=確 定決算研究会 「確定決算主義 と税務 申告の関係にっいての提言」 『確 定決

算についての報告』(東 京:日 本租税研究協会,平 成6年)4頁 。ここでは申告調整主義 とは,「 税務

申告による課税所得は商法上の確 定決算 による当期純利益 と無関係 とし,減 価償却費,引 当金 は,税

務 申告 による申告額 と税法限度 を基本限度 とす る課税所得の計算方式」であるとして説 明されている。

(85)醍 醐,前 掲注(73)論 文,42頁 。
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態 に見合 った費用が計上 されに くくな ること」,第 二に,「 会 計基 準を新設 した り変更 し

た りす る ときに,企 業が税務 上の不利益 を理 由に しば しばそれ に反対す るため に作業が難

航す ること」,そ して第三に,「 法人税 法が損金算入 の前提条件 として,費 用性 を認 め難

い項 目にっいてまで企 業会計上 で損 金経理 を要求す ること」 を含 意 して㈱,多 義的に論 じ

られ てきたのである。

しか し,確 定決算主義 の弊害 である とされ る逆基準性の意味 内容 が以上のよ うな もので

ある とす るな らば,少 な くとも第一及び第二 の意 味にお ける逆基準性 がわが 国企業会計 の

国際的調和化 を図 る上で の妨げにな ってい る とは,到 底 いい難 い。

けだ し,第 一の意味で の逆基準性 について は,仮 に法人税 法 にお ける課税所得計算 の 目

的が企業会計 の 目的 とは異な り,し たが って必然的 に諸償却 費や各種 引当金 につ いて法人

税法上の損金算入限度額 とは異なる 「会社の実態に応 じた会計上のあ喬べき費用計上額」

が ある とす るな らば,財 務 書類 の作成義 務者 た る代表 取締役 は,そ の義務 の履行 のた め

に,法 人税法上の損 金算入限度額の如何 にかかわ らず,当 該 会計上の あるべ き費用 を会社

の決算 において計上 しな けれ ばな らないはず なのであって,確 定決 算主義に対す る批判 と

はな り得ていないのであ る。会社 が法人税法 上の損金算入 限度額の存在 を奇貨 として,会

計 上のあ るべき費用 が計上 され ていない,し たがって会社 の実態 と異な る費用が計上 され

た財務 書類 を作成す る ことは,商 法上断 じて許容 され るものではない(87)。第一の意味での

逆基準性 の主張の背後 には,従 来 の企業会計実務 が,確 定決算主義 の存在 を理 由と して株

主 に対す る説 明責任 を軽視 し,粉 飾決算 を容認 してきた とい う事実 が存在す る と考 えざる

を得 ない。

(86)醍 醐,同 上論文,同 上頁。 なお,吉 牟田勲 「確定決算主義一最近の批判的論文 を中心に」 『日税

研創立10周 年記念論文集』(『 日税研論集』第28号,1994年10月)263頁 では,こ のような醍醐教

授の区分を 「適確 な区分である」 とする。

(87)従 来よ り,い わゆる税法基準による諸償却費や引当金の計上は,会 計上明 らかに不合理 と認 めら

れる事情 のない場合 に限って,監 査上 も妥当なもの として取 り扱われてきたにす ぎない(例 えば,日

本公認会計士協会=監 査第一委員会 『減価償却に関す る会計処理及び監査上の取扱い』(監 査委員会

報告第3号,昭 和59年3月27日 改正)「 皿 監査上の取扱い」,日 本公認会計士協会=監 査委員会

『貸倒引当金 に関する会計処理及び表示と監査上の取扱い』(監 査委員会報告第5号,昭 和51年4月

6日 改正)「3監 査上の取扱い」(3)を 参照)。 ただ し,特 別償却の うち,損 金経理による初年度一

時償却は,い わゆる正規の減価償却 とは認められない。
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もとよ り,法 人税法上 の損金 算入 限度額 は,課 税所得 計算 上,減 価償却費等 の一 定の損

金 につ いて益金か ら控除 し うる金額の上限を定めた ものにす ぎないのであって,当 該 限度

額 と異 なる金額 の費用 あるい は損失 の計上 を企業 が会 計上行 うか否 かは,当 該企業 の意思

の問題で ある。た とえ損金算入 限度 額 と同額 の費用 計上を行 う実務 が,わ が 国企業 にお い

て 半ば慣行化 してい る として も,「 税法が それ を奨励 してい るわけではない し,各 企業 が

実態 に見合 った償 却や引 当て をす るのを税法 が妨 げているわけで もない」 ㈱のである。法

人税法上の損金算入限度額 と同額 の費用計上 を会計上行 うとい う慣行 がわが 国企業 に存在

す る とい う事実は,諸 償 却費や 引当金 の計上 に関 して明確 な会計基準 がわが 国にお いては

存在 しない一方で,法 人税 法等 が これ らにつ いて の詳細 な規定 を有 してい るこ とか ら,多

くの企業が 「便宜的に」法人税法等 の規定 に基づ く費用計上 をその決算上行 って きた とい

う実態を示す にす ぎない。 しか も,こ の よ うな状況 は,長 年 にわた って黙認 されて きた と

考 えられ るのである。

次に,新 たな会 計基準 の設定や改正 によって企業 に生 じる税務上の不利益 か らそ の作業

が難航す る とい う,第 二 の意味 での逆基 準性 につ いては ど うであろ うか。

企業 が可能 な限 りの節税 を図 ろ うとし,自 らに不利な影響 を及ぼす会計基 準の設定や改

正に反意 を示す のは,い わば当然 の ことである と考 え られ る。

しか し,そ の よ うな状況 において もなお,企 業に対 して新たな基 準 を設 定 し,あ るいは

既存 の基準 を改正す る必要性 を説得的に論 じてい くこ とこそが,会 計理論 の使命 なのであ

る。企業側か らの反対 の論拠 の一っ として確 定決算 主義の存在 があげ られ てい るとい う理

由でそ の廃止 を求 めるこ とは,本 末転倒 かっ もっ とも安易な解 決策 といわなけれ ばな らな

い ので あって,会 計理論 に説得力 が欠如 してい るとい うほかない。 そ もそ も,「 会計デー

タが様々な経済主体問 の利害調整 の用具 として用 い られてい る状況 の下では,会 計デー タ

を生み 出すル ール の変 更が あ らゆ る経済 主体 間の利害 に対 して 中立的では あ り得な いか

ら,確 定決算基準 とい う形式 の会計 デー タの使 われ方 を個別 に取 り出 して,利 害得 失の観

点か らその是非 を論 じてみて も出 口のない議 論 にな って しま う」 ㈲のであ る。

問題 は,第 三の意 味におけ る逆基準性 であ る。

この点,醍 醐教授 は,第 三 の 「意味で の逆基準性 は,法 人税制が諸 準備金 につ いて利益

(88)醍 醐,前 掲 注(73)論 文,43頁 。

(89)醍 醐,同 上 論 文,43頁 。
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処 分方 式 に よった場合 も損金算入 を容認 した こ とで,事 実上解 消 してい る」(go)と主 張す

る。確 かに,当 期純損益 に与える影響及び損益計算書 上の表示 に関す る限 り,こ の意味で

の逆 基準性 は既 に解消 してい ると,一 応 はいい得 るで あろ う。

しか し,法 人税法等 に規定す る諸準備金 あるい は諸積立金(以 下,「 諸準備金 等」 とい

う。)の 積み立て及び取 り崩 しにっ き,利 益処分方式 が税法上容認 され てい る現在 におい

て も,会 社は,課 税 上の恩典 を受 けるた めには,そ の 目的 に応 じて法 人税法等 が規 定す る

諸準備金等 をその確 定 した決算 において計上 しな けれ ばな らない。 したがって,税 法は依

然 として,計 算 書類 上への会社の意 思表示 を求めてい ると解 され るのである。そ して,会

社が諸準備金等 につ いて利益 処分方 式を採用 した ことに よって生 じる,当 該会社 の利益処

分(あ るいは損失処理)計 算 書や貸借対照表上 の表示 に与 える影響 まで もが逆基準性 の内

容 に含 まれ る と広義 に解す るな らば(し た がって,「 財務諸表 あ るい は計算書類か らの税

務上 の配慮(taxconsiderahon)の 完全 なる排除」 にこそ逆基 準性批判 の要諦が ある とす る

な らば),第 三 の意味 にお ける逆基準性が既 に解 消 している といえ るか どうかは,会 計基

準 の国際的調和化の 目的,別 言すれ ば,調 和化 達成後 の計算書類 の作 成 目的如何 にかかっ

てい る と解 され る結果,検 討 の余地 がある と考 える。

この ことは,確 定決算 主義見直 し論 の今 ひ とつの論拠 とされ る,企 業会計 と課税 所得計

算の 目的異質論(91)とも関係す るのであ る(後 述)。

それ では,果 た して確定決算主義 に第三 の意味で の逆基 準性 が存 在 し,そ れが わが国企

業会計基準 の国際的調和化 を図る上 での重大 な極桔 となってお り,し た がって確 定決算主

義 は廃止 され なければな らない と結論づ け得 るのか否 かに関 しては,以 下の さ らな る議論

を待たねばな らない。

(90)醍 醐,同 上論文,42頁 。同旨,吉 牟 田,前 掲注(86)論 文,263頁 。

(91)醍 醐教授は,確 定決算主義見直 し論の論拠 を,逆 基準性 と 「逆基準性以前に,目 的が異な る企業

会計 と課税所得計算は分離 ・独立 させた方が,そ れぞれの 目的を首尾 よく遂行 できるとい う目的異質

論」の二っに集約するが,後 者 にっいては 「直感 の域 を出ない議論のよ うに思われ る」とす る(醍 醐,

同上論文,41頁)。
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第 三 章 会 計 基 準 の 国 際 的調 和 化 と 「真 実 かつ公 正 な概 観(trueandf海ir

V韮ew)」

第1節 確定決算主義 と 「真実かっ公正な概観」

前章までにおいて考察 した よ うに,事 実上,IASを 中心 と して各国の会計基準 の国際的

調和化 が図 られ よ うとしてい るので あるが,そ の達成後に 当該会計基準 に基づいて作成 さ

れ る財務書類 の作成 目的及 び性質は,一 体 どのよ うな もので あ り,現 在 のわが国企業会計

にお けるそれ とどの よ うに異 なるのであろ うか。

この点 に関 し,EC会 社 法第4指 令 は,「 年次計算 書類 は,会 社の財産状 態,財 務状況

並び に業績 につ き,真 実かつ公正 な概観 を与 えな けれ ばな らない」(第2条 第3項)ω と

規定す ると ともに,EC会 社法第7指 令 において もまた 「連結 計算 書類 は,一 体 として連

結 されてい るすべての企業 の資産お よび:負債,財 務状況 な らび に損益 にっ いて,真 実かっ

公 正な概観 を与 えなけれ ばな らない」(第16条 第3項)ω とし,い ずれ も計算書類 は企

(1)こ の 条 文 の 英 語 及 び フ ラ ン ス 謡 に お け る 原 文 を 示 す と,そ れ ぞ れ 次 の と お り で あ る が,そ の 規 定 文

言 上 の 相 違 に 注 目 す べ き で あ る 。

"T血
eamualaccountssha皿giveatrueandf≧ 血viewof血ecompa皿y'sassets ,1iabihtie亀 血mcialpos沁on

andpro丘torloss."

"L
escomptesannuelsdoiventdomenmeimagefideledupa血no血e,deIasituationf㎞ciereainsiquedes

resultatsdelasociete."

な お,訳 出 は,山 口 幸 五 郎 ・清 原 泰 司 『EC会 社 法 指 令 』 山 口 幸 五 郎 編(東 京=同 文 舘 出 版,昭 和59

年(1984年)`)199頁 に よ っ た 。

(2)上 記 注(1)と 同 様,こ の 条 文 の 英 語 及 び フ ラ ン ス 語 に お け る 原 文 を 示 す と,そ れ ぞ れ 次 の と お り

で あ る 。

"C
onsohdatedaccountsshallgiveatrueand趾rviewoftheassets,hab逝ties ,f㎞ncialpositionandpmfitor

lossoftheunde畑dngsj皿cludedthere血tak㎝asawhole."

"L
escomptesconsoHdesdoiventdolmeruneimagefideledupat血10ine,delasituationfhlanciereainsique

desresultatsderensembledesent箪eprk3escomplisesdallslaconsohda丘on."

な お,訳 出 は,山 口 幸 五 郎 ・山 口 賢 ・清 原 泰 司 「コ ン ツ ェ ル ン 計 算 書 類 に 関 す るEC指 令 に っ い

て(三)」 『阪 大 法 学 』(大 阪 大 学 法 学 部)第136号(昭 和60年(1985年)9月)263頁 に よ っ た 。
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業状況 の 「真 実かっ公 正な概 観」 を与えなけれ ばな らない 旨を定 めてい る(3)。

これ に対 し,IASCに よる 「会 計基 準設 定 のた め の理論 的拠 り所」(4)であ る と され る

『財務諸表 の作成及 び表 示 に関す る枠組み』(以 下,「IASC概 念 フレー ム ワー ク」 とい

う。)(5)は,「 財務諸表 の 目的は,広 範 な利用者 が経済的意 思決定 を行 うに 当た り,企 業

の財 政状態,経 営成績及び財政状態 の変動 に関す る有用 な情報 を提供す るこ とにある」(6)

とし,「 この 目的 のために作成 され る財務諸表 は,ほ とん どの利用者 の共通 の要求 を満た

す ものである」 ⑦とす る一方 で,「 財務 諸表は しば しば,企 業 の財 政状態,経 営成績 及び

財政状態 の変動 に関 して,真 実かつ公正 な概観 を示す もの として,あ るいは適 正 に表示す

る もの として記 述 され る こ とが あ る。 この枠組 み(IASC概 念 フ レー ム ワー クを意 味す

る。筆者)は,か か る概念 を直接取 り扱 うもので はないが,主 要な質的特徴 を適用 し,ま

た適切 な会計基準を適用す るこ とに よって,通 常,真 実かつ公正な概観又 は適正 な表示 が

な され てい る と一般 に理解 され る情報 を伝 える財務 諸表 とな る」(『)とし,慎 重な表現 なが

(3)EC会 社 法 第7指 令 に 関 す る 原 案 理 由 書 に よ れ ば,第7指 令 第16条 に 定 め る 定 義 は,第4指 令 第2

条 所 定 の 概 念 と 同 一 の 概 念 に 基 づ く もの で あ る と され る(山 口(幸)・ 山 口(賢)・ 清 原,前 掲 注(2)論

文,265頁)。

(4)広 瀬 義 州 ・間 島 進 吾 編 『コ ン メ ン タ ー ル 国 際 会 計 基 準1』(東 京:税 務 経 理 協 会,平 成11年)38

頁 。

(5)IASC,1物 η3σ躍ozたノbア】腕81)即 α悶ガoησηげP顧ε5θη毎ガoηqゾ盈 ηαηo毎13魏詑〃昭η却」工o且don:IASC,1989.

(6)配 ・P唄2・"n・ ・切・・廿ve・f㎞ ・i舳 伽 ㎝ 的 ゆP・ ・vid・節m・h・n・b・ 厩 出・㎞ ・i謡P・・甑

帥 ㎜ce鋤dch㎎es血 行㎜ci組po訂 廿onof皿e加8e止atisuse飼tσa輌der㎝geofu瓢s血m曲g

㏄onomicd㏄isions."訳 出 は,日 本 公 認 会 計 士 協 会 訳 『財 務 諸 表 の 作 成 表 示 に 関 す る 枠 組 み 』17頁 に よ

っ た 。

(7)配,p飢13."F血 ㎝ci舳 伽 曲pr叩 測br血spゆo蜘ee曲eco㎜onn㏄dsofmo"u託r鼠"訳 出 は,

日 本 公 認 会 計 士 協 会 訳 『財 務 諸 表 の 作 成 表 示 に 関 す る 枠 組 み 』17頁 に よ っ た 。

(8)鼠 降46."F㎞ ・i組・倣 ㎝ ㎝ お 臨 愈・q・㎝Uyd・ ㏄d悦dお ・h・w血9・ 血 ・㎝d勧 ・i・w・£ ・・a・p・e瓢 血9

勧ly,血e丘n{mcialposi廿on,pe面)mlImceandchangesin㎞cialposi廿onofallenteΦrise.Ahho㎎h血is

丘ameworkdoes皿otdeald:bectlywithsuchconcβpts,電heapplicationofthep血cipalquahtativechamctedsticsand

ofqpPml疽ateacco皿 血gs㎞ 伽dsnomla皿yre訊 舳 血 ㎞ci飢 甑t㎝ ㎝ お 血atconvey曲atisg㎝ 鰍ly

lmd㎝toodasaセueand餅rviewo£oraspres㎝ 五ng鱈1ysuchi㎡bmlaUon."訳 出 は,日 本 公 認 会 計 士 協 会

訳 『財 務 諸 表 の 作 成 表 示 に 関 す る 枠 組 み 』37頁 に よ っ た 。
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ら企業 の状況 に関す る 「真実かっ公正な概 観」の表示 また は適正 な表示が財務 書類 の 目的

で ある ことを示 して いる。

以上 のEC会 社法指 令及びIASC概 念 フ レーム ワー クの規定 を考慮す るな らば,わ が国

会計基準の国際的調和化 の意 義が国際的な会計基 準 との調和化 にある限 り,調 和化後 の財

務 書類は 「真実 かっ公正 な概観」 を示すべ く作成 され なけれ ばな らない と考 え られ る。

そ うであ るとす るな らば,確 牢決算 主義 がわが国企業会計の国際的調和化 を阻害 してい

る との批判 は,結 局 の ところ,確 定決算主義 の存在 に よって 「真実かつ公正 な概観」 の表

示 が不可能 ない しは困難な もの となってい る との主張で ある,と い うこ とにな ろ う。

経 済協力 開発機構(OrganisadonfbrEconomicCo-operぬonandDevelopment:OECD)の 会

計基 準 に関す るワー キ ング ・グル ープ(以 下,「 会計基 準 ワー キング ・グル ー プ」 とい

う。)は,会 計基準調和化 シ リーズ第3号 『課税 と財務報告 の関係 一所得税 の会計』 と題

す る報告書(以 下,「OECD報 告書」 とい う。)(')に おいて,次 の よ うに述べ ている。

す なわち,OECD報 告書は,「 企業 による財務 報告 にお いて増大す る国際的比較可能性

(hltemadonalcomparability)を 探求す る上で,財 務諸表(fhlanc撤statenlents)は,企 業の

パ フォーマ ンス及び その財 政的ポ ジシ ョンに関す る真実かっ公正 な概観 を与 えな ければな

らない,と い うこ とが一般 に承認 されてい る。財務 諸表は また,そ の読者が企 業間及び時

系列 の比較 を行 うこ とを支援 しな ければな らない」('o)とす る一方で,「 財務諸表 が企業 の

パ フォー マ ンス及び財 政 的ポ ジシ ョンの真実 かっ公正 な概観 を示す べ きもの で あるな ら

ば,そ れは税務 上の配慮(taxconsideradons)に よ って影響 され るべ きではない。 しか し

なが ら,あ らゆる 国 にお いて,脱 税(taKevasion)の 防止 あ るい は投 資 に対す る誘 因

(incen廿ves)の 付与 の よ うな理 由か ら,程 度 の差 こそ あれ,一 般 的な会計 原則(genera1

(9)OECD,Wor㎞gG舶D叩onAcco皿d㎎S㎞ 〔㎞s,πER肌4刀0燗P1辺 剛 罪 ㎜ η0蝉 溜>D

㎜C皿 鯉OR㎜ 欄 鷹COび ㎜GACCO㎜GST㎜ ㎜S照M…N

No.3,Pads:HeadofPnbhcationsService,OECD,1987.

こ の 報 告 書 は,第 一 部 「課 税 と 財 務 報 告 の 関 係 」 と 第 二 部 「所 得 税 の 会 計(1NCOMETAX

ACCO㎜G)」 とい う相 互 に 関 連 す る 二 り の 報 告}こ よ り て 構 成 さ れ て い る が,こ れ らの 報 告 は,

OECD加 盟 国 代 表 者 並 び にLへSCやEEC会 計 専 門 家 研 究 グ ル ー プ(theEECGmuped'EtudesdesExpe丘s

Comptables)等 の 機 関 の 代 表 者 で構 成 され る 特 別 委 員 会 に よ っ て 作 成 され た(財,p.3)。

(10)、 砿,p.27。
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acco㎜thlgp血ciples)か らの 重 大 な 離脱(substan佃derogadon>が 現 存 す る」(")と し,「 当

該 ワー キ ン グ ・グル ー プ は,そ の 作 業計 画 に お い て,財 務 報 告 に お け る税務 上 の 配 慮 の 発

生 が,多 くの加 盟 国 にお い て 適 用 され て い る会 計 実 務 の よ り高 次 元 の 比 較 可能 性 及 び 調 和

化(greatercomparab曲yandhamlonizaUon)を 達 成 す る こ とに 対 す る 主 た る制 度 的 障 害

(insUtudon組obstacle)で あ る と確 認 した 」(12)と指 摘 して い るの で あ る。

そ れ では,OECDの 会 計 基 準 ワー キ ン グ ・グル ー プ は,い か な る検 討 を経 て この よ うな

結 論 に達 した の で あ ろ うか。 以 下 に節 を改 め て検 討 す る こ と とす る。

(11)、 ほ,p,3.

(12)1躍.,P.9.
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第2節OECD報 告書 にお ける議論

まず会計基準 ワー キング ・グルー プは,上 記 の結論 に至 る過程 で,OECD加 盟諸国にお

い て現 に採用 され ている税務報告 と財務報 告 との関係 に係 るアプ ローチ を,各 国の実例 を

示 しつつ,以 下 のよ うに三分類 した。

す なわ ち,第 一のアプ ローチは,「 実際上,会 計実務(accountingprac廿ces)が 税 法上 の

規則(taxrules)に よって著 し く影響 され ている」 ものであ り,「 実 例 として現在 ノル ウ

ェーで採 用 されてい るこのアプ ロー チの下 にお いて,財 務諸表 は,た とえそれ が会計原則

に従 って作成 された もので ある として も,税 法上 の規則 に よって相 当影 響 され る。 会社

は,そ の帳 簿(books)に 税法上 の規則 に反す るいか なる記入(entdes)を 行 うこ とも許容

され ない。 た とえ後者(税 法上の規則 の こ と。筆者)が 会計原則 と著 しく相違 して いる と

して も,(あ るいは一筆者)た とえ会社 が国家財政 上の配慮(fiscaloonsideradons)に よっ

て影響 を及 ぼ された財務情報 を得 ることではな く,そ の会計 フ レーム ワー ク外でデー タを

再加 工す る こと及 び(そ の公表が理論上禁 じられ る)見 積財務諸表(profbmlaf㎞an6ial

statements)を 作成 す るこ とを欲 した と して も,会 社 は何 らの選 択 肢 も有 しない ので あ

る」 と述べ る(13)。

次に第二のアプ ローチは,「 財務 諸表が税法上 の規則 か ら独 立 した会計原則及 び方法 に

従 って作成 される」 ものであ り,「 この アプ ローチ は,主 としてデ ンマーク,オ ランダ,

イ ギ リス,及 びアメ リカにおいて実践 されてお り,会 計 と国家財政 とい う二つ の規則 の体

系 は独立 して作用 し,原 則 として相互に影 響 しない。 よ り具体的 には,企 業 は会計原則 に

従 ってその取 引(transac廿ons)を 記録す るこ とか ら解 放 されてい るが,課 税標準(thebasis

fbrtaxassessmeht)を 決定す るためには時 として複 雑 な計算 を しなけれ ばな らない,と い

うこ とをこのこ とは意味す る」が,「 この場合 において,租 税 目的 の報告書は,会 計 フ レ

ー ム ワー クの外部で作成 され る」 とされ てお りG4)
,こ のアプ ローチはわが国でい う申告調

整主義 に相 当す るもの と考 えられ る。

最後 に,税 務報告 と財務報告 との関係 に係 る第三 のアプ ロー チは,「 財務諸表 の作成方

法が,特 別 な租税 目的 に応ず るた めの僅 か な例外 を有 しつつ も,会 計原則及び基 準に基づ

(13)乃 鉱

(14)鼠,PP.9-10.
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く」 もので ある。 ここで,「 このアプ ローチ の実現性(possibilily)は,税 法(taxlaws)

が財務 計算書類(financialac◎ounts)を 提供す るためのい かなる特別 な方法 をも規定 しな

い 国 にお いて 生 じる。 これ らの 国 々 にお い て,一 般 的 な会 計原 則(gener田acco㎜ 廿ng

p血ciples)に 従 って作成 された財務諸表 は,同 時 に課税標 準 を決定す るた めに利用 され得

る。 しか しなが ら,例 えばフランス,ド イ ツ,イ タ リア及び ポル トガル のよ うな,税 務報

告 と財務報告 との間 にこの よ うな緊密な関連性が観察 され得 るほ とん どの国 においては,

特別 な租税 目的を反映す るために,こ の原則 に対す るかな りの例外が存在す る。 これ らの

事例において,税 法上の規則 は一般 的な会 計原則 に優 先す る。 したが って,い くつかの租

税優遇 策(taxadvantages)か ら利 益 を得 るために企 業は,そ の財務諦表 において税務 報告

のための処理方法(taxrepo並ingtec㎞ques)を 用 い るべ きか ど うか,と い う問題が 生ず

る」 と論 じられてお り('5),この アプ ローチが わが国における確 定決算主義に相 当す る もの

と考 え られ る。

これ らのアプローチ の うち 「多 くの加盟諸 国で観察 され る実務 は,会 計が税務上 の配慮

によって著 しく影 響 され る第一 のアプ ローチか ら離脱す る傾 向を示 している。そ の上,い

くつかの国は,分 離報告 システ ム(thesys重cmofseparatereporth1g)を 選択 してお り,あ る

いは選択す ることを計画 してい る」㈹ とし,財 務 報告 と税務 目的 の報告 との相違,税 務 上

の配慮 が生ず る範 囲について詳細 漆検証 を行 った後,「 企業 によって開示 され る情報の国

際的な比較 可能性 を増大す るためのあ らゆる努力 に よって,財 務 諸表は企業の経済的パ フ

ォーマ ンス とそ の資産及び負債 の真実 かっ公正 な概観 を提供 しなけれ ばな らない とい うこ

とが一般 に認識 されてい る とともに,実 際上 も優先 的な原則 で ある。 原則 として,課 税 も

また企業 の経済的成果 を基準 とし,そ れ ゆえ税法上 の規則 は,広 範 囲におい て,租 税 目的

のた めの詳細な基準 を設定す るよ りもむ しろ,一 般 的 な会計原則 に依拠す る傾 向にある。

しか しなが ら,す べ ての国 にお いて,多 少 な りとも一般 的な会 計原則 か らの重要 な離 脱

が,脱 税 の阻止あ るいは経 済的かつ社会 的政策の手段 として の課税 の利用 とい った,特 別

な租税 目的 を反 映す るために適用 され る。 これ らの相 違 は与件 と して認識 されね ばな ら

ず,そ してそれ ゆえ,い かなる国家 的制度 の下で も一般的な会計原 則への租税原則 の完全

(15)鳳,P.10.

(16)1認.,p.11.
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な 同一化(colnp至etealign皿ent)を;期 待す るこ とは非現実的 であろ う」(17)として,財 務書類

の国際的比較可能性 を増大す る上 での重大 な障害 を減 じるた めの可能 な二っ の解決 策を検

討 してい る。

すな わち,そ の第一 は,「 税務報告 と財務報告 との間の一致,税 務 上の配慮 の影 響の計

算書類へ の注記 による開示」 ㈹で あるが,「 当該 グルー プの多 くのメ ンバーの見解 におい

て,租 税報告 と財務報 告 に関す る一致要求(co㎡b皿ityIeq曲ements)は,特 殊 な税 務上の

配慮が財務計算書類 にお ける歪み を招来す る限 りにお いて,顕 著な不利 益を有 してい る。

ま さにそ の本質 によって このアプ ローチ は,既 にみ た ように,必 ず しも一般 に認 め られた

会計原則 と対応 しない極 めて税務 志 向的な会計(highiytax-o飴ntedacco皿ting)へ と導 く。

その結果 として生ず る歪み は,国 家 的 レベル にお いて さえ,財 務報告 において要 とな る数

額(key五gure)で あ ると一般 に考 えられ てい る当該年 度の取引の成果(operati血gresultsfbr

theyear)に 関す る,会 社 間のいかなる真 の比較 を も妨 げる。国家的 レベル において真実

で あるこ とは,国 際的 レベル にお いて とりわけ妥当す るのであ り,そ こでは企業問 の比較

可能性 は,会 社 が彼 ら自身特別 な税務上 の特権 を利用す るか否 か を 自由に選択す るこ とが

で きる とい う事実 によってのみ でな く,多 様 な国家の租税哲 学問 に著 しい相違が存在 し得

る とい う事実 によって もまた,歪 め られ るので ある」(19)と論 じる。

ここで,OECD報 告 書では,税 務報告及び財務報告 に関す る一致要求 は,「 当該年度の

取 引の成果」 に関す る会社 間の真 の比較 を妨 げ るものであ る とし,そ れ が貸借対照表 ある

い は利益処分 く損失処理)計 算 書に与える影響 にっいては何 ら言及 して いない こ とは注 目

に値す る。

次い で,第 二の解決策 は 「税務報告 と財務 報告 との分離」(20)を図るものであるが,「 税

務報告 と財務 報告 との 間の明確 な分離(clearseparahon)は,一 方 で税務 当局か らの制約

を,他 方 におい て財務 諸表 の作成者 及び利 用者 に関す る制約 を,と もに除去す る。そ の

上,税 法 上の あ らゆ る変革 は,財 務 諸表 上 の影 響 を考慮す る こ とな く行 われ得 るの であ

(17)、 砿,p.19.

(18)鳳,P.20.``col皿)ロnitybetwe㎝taxandfhlancialrepor縫ng,d廊10suleintheno1£stDtheaccountsofthe

effヒctsoftaxcollsiderations."

(19)温,P.21.

(20)1b∫41``sqpalationoftaxrゆDltingandfinanciallq⊇or血19."
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り,か つ,会 計基準 は課税 上の影 響 を考慮す ることな く変革 のために規定 され得 るのであ

る。 か くして財務報告 上の租税 の制約を除去す る ことに よって,加 盟 国はその会 計基準 を

調和す るた めの可能性 を増大す るで あろ う」 ⑳ として,結 論 にお いて税務 目的の報告 と財

務 目的 の報告 とを分離す る方 向性 を支持 してい るので ある。

したが って,以 上 の議論 か らすれ ば,わ が 国税法 の採用す る確定決算主義 は,原 則 とし

て税 務報告 と財務報 告 との一致を企 図す るものであ るか ら,OECD報 告書 にお いてはそ の

方向性 は支持 され 得 ない こ ととなろ う(な お,わ が 国は,当 該報告書 において,税 務報告

と財 務 報 告 との 一 致 を図 って い る統 一報 告 国 《血 迂bmlrepgrdngco㎜ 垣es》 の 中 に分 類 され

てい る㈱。)。

しか し,OECD報 告書 は一方で,加 盟国で採用 されてい る税 務報告 と財 務報告 との関係

に係 るアプ ロー チを三分類 した こ とにっき,「 加盟諸国において実践 されてい る主要な実

務 に関す る概 略的 な考 え方 を提 供す るが,当 該描写 され た相違は幾分独 断的な もの」であ

り,「(税 務 と会 計 とい う一筆者)二 つ の原則 の体系 が独 立 して い る ところにお いて さ

え,税 務上 の配慮 は会計 に影響 を与 えるであ ろ う」 とす る とともに,「 例 えば,独 立シス

テム(thesystemofindependence)が 最 も先進 的に受容 され てい るアメ リカにおいて,後 入

先 出法(thelast-in,f㎞t・outmethod:LIFO)に よってその在庫(stock)を 評価す る可能性 を

通 じて企業 に認 め られて いる利益 は,当 該方 法に基づ く財務報告 を条件 とす る 旨,租 税法

規(taXIegula廿ons)は 規 定 してい るのである」 として(お),ア メ リカにお いて さえ税務上 の

配 慮が会計 に影 響を与 えている事実 を指摘す るのであ る。

すなわち,ア メ リカ内国歳入 法典(hltemalRevenueCode:IRC)は,そ の第472(a)条 及

び第472(b)条 において,た な卸資産 の評価方 法 として納税 者 に後入 先 出法 の採用 を認 め

(21)砺d

(22>飢,p45,"Table1;DE一 皿 σNOFT㎜LEmC麗ASCO腔 肥DTOACCO㎜G

INCOME."こ こ で は,後 掲 表2の よ うに,統 一 報 告 国 と し て 日本 の ほ か,ド イ ツ,フ ラ ン ス な どが あ

げ られ,分 離 報 告 国(sep肛at肝epord㎎co㎜ 恒es)と し て,イ ギ リス,ア メ リカ な どが あ げ られ て い る。

も っ と も,「 個 々 の 国 を 特 定 の カ テ ゴ リー にお い て 位 置 づ け る の は 容 易 な こ とで は な い 」(鳳,p.44)

とす る。

(23)、 砿,p.10.
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てい るので あるが(24),.同法典 第472(c)条 はそ の条件 と して,当 該 方法が用 い られ る最初

の課税年度及びそれ以 降の課税年度 の所得,利 益 あ るいは損失 を確 定す るた めの株 主等 に

対 す る報告 目的や与信 目的 のために作成す る財務諸表 上において当該 方法が適用 されてい

る ことをあげてい るのであ る㈲。

そ して,OECD報 告 書 は,さ らに続 けて,「 オ ラ ンダ におい て,"健 全 な企 業実務

(soundbusinessprac廿ce)"に 基礎 づけ られ なけれ ばな らない税務報 告書は,企 業 のパ フ

ォーマ ンスの真実かっ公 正 な概観 を提供す るよ うに企 図 された会計原則 に従 う傾 向にある

(24)IRC第472(a)条 及 び 第472(b)条 は,次 の よ う に 規 定 し て い る 。 本 稿 に と っ て 極 め て 重 要 な 条 文 で

あ る の で,こ こ に 敢 え て そ の 全 文 を 掲 げ て お ≦(次 注(25)も 同 様)。

Sec.472(a)Aut匪o血a廿on.一Ataxpayermayusethemethodpmvidedinsubsection(b)(whether蔓rnot

suchme血odhaSbe㎝p爬s面bedunders㏄ 丘on471)hlinve煎 》ly海ggoodssp㏄ 面ed血anapphcationtousesuch

methodfiledatsucht㎞eand㎞suchmImnerastheS㏄retalymayprescribe.The.changeto,andtheuseo£such

method曲11be血acco】:血mcewi止suchregula匠onsastheSecretalymayprescdbeasn㏄essalylnorderthatthe

useofsuchmethodmaycleadyreflectincome.

Sec.472(b)Met血od叩pHcable.一Ininventolyinggood3… 胆ec遁ed血theapphca廿ondescゴbed血subsec廿on

(a)油e卿ay{汀sha11:

(1>TreatthoseIemai皿ingonhandatthecloseofthetaxableyearasbeing:Fi戚those血cludedinthe

openj皿9血ventoryofthetaxableyear(血 血eorderofacquisi廿on)tothecx㎏ 皿tthe爬o負andsecond.t血ose

acquhledin血etaxεbleyea二

(2)Inv㎝tolythematcost;and

(3)Tleatlhosehlcludedintheopenhlginventolyof出etaxabley』arhlwhichsuchmetho4isfirstusとd

闘hav血gb㏄n・ ・q血 ・d・t出esame廿me鋤d・k㎞ 血 ・血rk…tby止eav鉦 明ec・ 就m・ 血 ・4

(25)IRC第472(c)条 は,次 の よ う に 規 定 す る 。.

Sec.472(c)Condition.一Su[bsection(a)忘ha皿applyonly迂 廿1et瞬)ayerestablishestothesatisfactionoflhe

Secletaly血att血e職yerhasusednopro6e(h鵬otLertbanthat騨 血edi皿palagraphs(1)and(3)of

・・b・ecd・n(b)血 血・㎝t・面9瓢hg・ ・対・船 お ・飯㎞ 血・ ㎞・・皿馬P⑩ 丘ち ・・1・ss・f血 ・ 鰍 倣 曲1・y・ 肛 飾・

耐chthemethoddescゴbed血subsection(b)istobeused,fbrthepulposeofaIepoltorstatementcovc血gsuch

taxableyear一

(1)toshardlolders,pa血efs,orotherpmprietors,ortobeneficiaries,or

(2)fbrcreditpulposes.
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結果,財 務 諸表 と租 税 目的の ため に作成 され た報告書 との 間の分離 の原則 に もかか わ ら

ず,実 務 上ほ とん ど相違 は存在 しない」 とす る一方 で,「 税 法上の規則が会計原則 と緊密

な関係 に ある国 々 にお い て,税 務 上 の配 慮 は,い まだ 実務 上,企 業 の計算 書類(㎞s'

acco㎜ts)に 著 しい影 響 を有す るこ とが ある」 とし,「 それ ゆ え,企 業 の財務諸表 にお け

る実 際的な課税 の影響 の範 囲(theactualincidenceoftaxaUo烈)を 評価す るために必要 とさ

れ るのは,単 な る法的要請 の形式的 な比較(fbm1証comparison)で はな く,会 計実務及び

計算 書類 価eacco㎜ts)に よって提供 され る経済的かつ財政的 な情報 の評価 なのである」

と強調 してい る鮒 ことに注意 しなけれ ばな らない。

要す るに,税 務上の配慮は,程 度 の差 こそ あれすべての 国において存在す るのであ り,

そ の財務 書類 に与 える影 響の範 囲を評価す るために必要な のは,分 離報告 システムを採用

してい るか,そ れ とも統一報告 シス テムを採用 して いるか とい う法形式 の単純 な比較 では

な く,い ずれ のシステ ムを採 用 しているか にかかわ らず,財 務書類 にお いて現実に提供 さ

れ てい る情 報 を評価 す るこ とであ る,と い うこ となのであ る。

そ して,そ うで あるな らば,国 家法制 が統 一報告 システ ム(確 定決算 主義)を 採用 して

いるか,そ れ とも分離報告 システ ム(申 告調整主義)を 採用 してい るかの単純な法形 式の

比 較は,意 味 をな さない こ ととなろ う。 もとより,各 国の会 計基準 の調 和化 を図 る上で最

重 要視 され なけれ ばな らない のは,企 業の財務書類 において開示 され る情報の均質性 であ

るはずで ある。

また,EU諸 国の場 合,国 家規制 あ るい は会計実務が 上記 のいずれ のアプ ローチに属 し

てい よ うと,OECD報 告書 も指摘す る ように,「(前 略)EEC第4指 令の 下において,計

算書類 は企業 のパ フォーマ ンス,そ の成 果及 びその財 政的情勢 に関す る真実 かっ公正な概

観 を示 さなけれ ばな らない」⑳ので あるが,一 方で 当該報告書 は,「EECの 第4及 び第7

指令 は,財 務報告 と課税報告 の分離 を支持 あるい は反対す る立場 を採 っていない」㈱ と述

べて いるので ある。加 えて,こ れ らEC会 社法指令では,税 務上 の配慮が財務報告書 に与

(26)OECD,Worki㎎Groupo皿Accou皿 廿ngStan伽ds,qμ6鉱5翼 即no笹(9),p10.

(27)乃 鼠EC会 社 法 第4指 令 第2条 第3項 及 びEC会 社 法 第7指 令 第16条 第3項 参 照 。

(28)皿,p.12.
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える影響 について注記 にお ける開示 を要求 してい るばか りでな く(29),「統一的な租税報告

及び財務報告システムにおいて さえ,比 較可能性 は計算書類における税務上の配慮の影響

の注記 による開示 に よって増 大 させ得 る,と 認識 され てい る」(30)ので ある。 もっ とも,

OECD報 告書 は続 けて,「 成果 は注記 にお ける情報 の補足(thehelpofi㎡b㎜a廿oninthe

notes)と ともに理解 され 得 る とす る当該解決 策 は,そ れ に もかか わ らず,何 らかの さら

なる改善が必要で あろ うと,(会 計基準 ワー キング ・グルー プに参加 してい る諸機 関の一

筆者)ほ とん どの代表者 は考 えたのである」ω とす るが,そ の理 由は定かではない。

以上の よ うなOECD報 告書 にお ける議論 は,税 務 上の配慮 が企業 の財務報告 に影響 を

与え る場合,そ の影響 を受 けて作成 された財務書類 は企 業の真実かっ公正 な概観 を示 さな

いものであ り,し たが って アメ リカにおい て さえ,少 な くと事在庫 の評価方法 として後入

先 出法 を採用す る企業 の財務書類 は真実か つ公正 な概観 を示 していない とい う結論 を導 く

のであろ うか。一方その逆 に,EC会 社法第4指 令 の国内法化 を図ったEU諸 国の場合,

企業 の状況 に関す る真実かっ公正 な概観 を示 さない財務 書類 を作成 し,株 主等 に提 出す る

ことは国内法 に照 らして も違法 であ る結果,各 国においてその よ うな違 法な状況 が容認 さ

れ ているので ない限 り,そ の国の採用す るアプ ローチが上記 の三分類 の うちのいずれであ

ろうと,別 言すれ ば税務上 の配慮 の会計 に与 える影 響の大小にかかわ らず,企 業の財務 書

類 は真実 かつ公正 な概観 を与 える もの とな ってい る,と い うことを意 味す るので あ ろ う

か。

あるいは,そ うではな くて,税 務上 の配 慮 によって会計が影響 を受 けてい る場合で あっ

て も,財 務書類 が企業 の真実 かっ公 正な概観 を与 え得 る揚合が存す る,と い うこ とを示唆

す るのであろ うか。

次節 では,課 税所得 の計算 は商法 上の計算規定か ら出発 すべ きであ る とした,い わゆる

Rudhlg委 員会報告書 にお ける議論 を検討す るこ ととす る。

(29)例 え ば,EC第4指 令 第35条 第1項 第d号 は,「 固 定 資 産 に つ き 税 法 の 適 用 の た め に の み 臨 時 価

値 修 正 額 を 計 上 す る場 合 に は,附 属 明 細 書 に お い て そ の 金 額 お よ び 計 上 の 理 由 を 開 示 す る こ と を要 す

る 」 と し,税 務 上 の 配 慮 が 財 務 書 類 に 影 響 を 与 え る 場 合 が あ る こ と を 前 提 に,注 記 に よ る 開 示 を求 め

て い る。 な お,上 記EC第4指 令 の 条 文 の訳 出 は,山 口 ・清 原,前 掲 注(1)書,286頁 に よ っ た 。

(30)OECD,Wor㎞g(houponAcco㎜tingS髄d掘ds,(ψ.o∫ 浜5研 αnote(9),p.21.

(31)乃 鼠
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<表2>会 計上の所得 と比較 しての課税所得の決定

分離報告国 紀一報告国

o

ヨ ー ロ ツ ノ＼

ドイ ツ ×

ベル ギー ×

デ ン マ ー ク ×

スペ イ ン ×

フ ィ ン ラ ン ド X

一

フ フ ンス ×

ギ リシャ X

アイル ラン ド ×

イ タ リア ×

ル クセ ンブル グ ×

ノル ウ ェー ×

オ ランダ ×

ポル トガル ×

イ ギ リス ×

ス ウェー デ ン ×

スイス ×

その他の国

オ ー ス トラ リア ×

カナダ X

ア メ リカ ×

日本 ×

ニ ユー ジ ー ラ ン ド ×

トル コ ×

(出 所:OECD,Wod血gGτouponAccoun廿 ㎎Stand跡ds,1HER謝 刀0㎜1PBE㎜ π ㎜ πON』>D

㎜ ℃脇 ㈱ ㎜1㎜0憾 闘CCO㎜ ㎜,ACCO㎜GSTAm㎜S

HARMONIZATIONNo.3,ParislHeadofP血blicationsService,OECD,1987,p.45.)
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第3節Ruding委 員会報告書 にお ける結論 と勧告

いわ ゆるRudhlg委 員会報告 書は,正 式名 称 を 『会社 課税 に関す る独立専 門家委員会報

告書』 といい(32),欧 州共 同体委員会の委員で あったChrisdaneScdvenerの 主導 の下,1990

年4,月20日 の欧州共 同体委員会 コ ミュニケ 『会社課税 に関す るガイ ドライ ン(Guidelines

oncompanytaxadon)』 に基づ き,1990年12,月 に欧州 共同体委員会 に よって設置 された」

OmoRudi皿g氏 を委員長 とす る 「会社課税 に関す る独 立専 門家委員 会(TheCommitteeof

IndependentExpertsonCompanyTaxadon)」(以 下,「Ruding委 員会」 とい う。)に よる

報告書 である働。

この報告 書は,加 盟 国にお ける企業課税 の大 いな る調和化 のための必 要性 を評価す るこ

とが 目的で あったので あるが,欧 州共 同体委員 会 によって設置 され たRuding委 員会 の委

任事項 に従 い,次 の よ うな三つの主要 な問題 を取 り扱 ってい る。す なわ ち,第 一に,加 盟

国間の企 業課 税にお ける相違 が,域 内市揚 の機能,と りわけ投 資決 定 と競争 に関 して主た

る歪 みの原 因 となってい るか,第 二に,そ の よ うな歪みが生 じる範 囲 において,そ れ らは

自由市場方 式及び国家租税 制度 間の競争 を通 して単純 に軽減 あ るいは除去 され るこ とが見

込まれ るのか,そ れ とも共同体 レベル での行 動が要求 され るのか,第 三 に,ど の よ うな具

体的手段が これ らの歪み を除去 し,あ るいは緩 和す るた めに共 同体 レベル において要求 さ

れ るのか,と い う問題 であ る(34)。

さ らに,こ れ らの問題 を検討す る上 で,Ruding委 員会 は,(i)投 資 レベル及 び貯蓄性

向(thepropensitytosave)の 双方 において法人課税 の影響 を考慮す る とともに,(五)資 金

欠乏 の リス クが存 してい る世界経済情勢 に対 して配 慮 した とす る(鋤。

この よ うな観点 に基づ き,Ruding委 員会 報告書 で は,ま ず 「第 三章 欧州共 同体及 び

(32)Co㎜issionof血eE町o鉾 ㎝Co㎜ 面ties,R卿 励 θCo吻 磁 θげ 物8η 伽 即 θ伽 ηCo即 岬

批 α伽,L眠 ㎝bo肛g:O飾ce鉛rO雌ci曲bhca廿o脚f血eE岬 ㎝Co㎜ 血 廿㏄,1992.

(33)鳳,p.11.な お,OnnoRuding氏 は オ ラ ン ダ の 元 大 蔵 大 臣 で あ る。

(34)、 鼠.,p.24.

(35)1躍.,p.193.
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そ の 主 要 な 取 引上 の パ ー トナ ー にお け る事 業 所 得 の課 税 」(36)の 「皿 法 人 課税 の標 準 」 ㈲

に お い て,「 課 税 所 得 の 定義 」 ㈹ と題 して次 の よ うに述 べ る。

す な わ ち,「 課 税 所 得(taxableincome)は,異 な る租 税 法制(taxregilnes)の 下 にお い

て も類 似 した 方 法 に よ り算 定 され る。 事 業 所 得 あ るい は 取 引 所 得(busi血essortrading

income),さ らに は 非事 業 所 得(non-businessin◎ome)を 含 む す べ て の源 泉 か ら生 じ る所 得

は,通 常,課 税 標 準 に 包含 され る。 しか しな が ら,所 得 の概 念 は通 常 は 定 義 されず,課 税

所 得 は,原 則 と し て,健 全 な 商 事 会 計 慣 行 に お け る 正 規 の 原 則 の 基 準(thebasisof

ord吻p血ciplesofso皿dco㎜erci組acco皿 ㎞gpr㏄hce)1こ 基 づ い て算 定 され,か っ,一 般

的 に会 社 の計 算 書 類 にお い て示 され た利 益 に そ の基 礎 を有 す る。 多 くのEC諸 国(ベ ル ギ

ー
,フ ラ ン ス,ス ペ イ ン,ド イ ツ,ギ リシ ャ,ル ク セ ンブ ル グ及 び イ タ リア)に お い て

は,年 次 計 算 書類 が,税 法(taxstatutes)が 別 段 の 定 めを設 け る こ とな く,課 税 所 得 の 数

額 を決 定 す る一 方 で,他 の 国 々(デ ンマ ー ク,ア イ ル ラ ン ド,オ ラン ダ及 び イ ギ リス)で

は,二 つ の計 算 書 類 の体 系 間 に 明確 な 関連 性 は 存 しな い。 租 税 目的 の た め の利 益 に到 達 す

るた め に,い くつ か の調 整 が しば しば,法 規 に よ って 要 求 され る」(39)と し,OECD報 告 書

(前 節 参 照)と 同様 の分 析 を行 って い る。

そ して,報 告 書 の総 括 とな る 「第10章 結 論 と勧 告 」(40)中の 「H主 た る研 究 結 果 」

ωに お い て
,「EC加 盟 国 間 の 主 要 な租税 上 の相 違 」 ㈲ と題 して,次 の よ うに述 べ る。

す な わ ち,「 加 盟 国 間 の 事 業 所 得 の 課 税 に お け る主 た る相 違 は,法 人 税 シス テ ム の性

格,法 定税 率,多 様 な種 類 の租 税 優 遇 措 置 を付 随す る課 税 標 準 の定 義,国 外 へ 流 出す る所

得 に関 す る源 泉徴 収(wi止holdi血gtaxesonincomeflowsabroad),及 び ク ロス ・ボー ダー な

活 動 か ら得 られ る所 得 にっ い て の 二重 課 税 に 関 して,い か な る優 遇 措 置 が与 え られ るか と

(36)砿,p.49."C㎞pt訂3丘e倣a廿onofbu血ess血come血 血eE㎜p㎝Co㎜ ㎞ 脚di鱈ma血 圃 血g

,,

pa質ners.

(37)」 猛,p50."皿 一CoΦorationtaxbase."

(38)乃 鼠"De丘nitionoftaxable血come."

(39)鼠,pp.50-51.

(40)砿,p.193."C㎞p紀r10Concl鵬i。 鵬 ㎝d爬co㎜ ㎝ 戯ions."

(41)1鼠,p.194."皿 一Ma血findhlgs."

(42)鼠,p.194."P血ci圃 甑(㎞encesl£tweenECM㎝berS捻t㏄."
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い う手法に関連 している」㈲ とし,加 盟 国間の法人税 システム及び法定税 率の相違 にっい

て言及 した後,「 さらに,法 人税 の課税標 準は,あ る加盟国 と他の加 盟国 とで相違 す る。

課税所得は,原 則 として,『 健全 な商事会計慣行(soundcommercialac◎ount血gprac廿ce)』

の原則 に基づ き算定 され,か く して会社の計算書類 において報告 され る利益 に関連づ け ら

れ る。 しか しなが ら,一 方で,い くつ か の国々(ベ ル ギー,フ ラ ンス,ド イ ツ,ギ リシ

ャ,イ タ リア,ル クセ ンブル グ及びスペイ ン)に おいて は,税 務 目的 のた めに要求 され る

計算書類 と報告 目的 のた めに作成 され る計算 書類 との 間に緊密 な連 関があ り,他 の国 々

(デ ンマー ク,ア イル ラン ド,オ ラ ンダ及びイ ギ リス)に お いては,二 つの計算書類 の体

系 間の連関 は緊密な ものでは ない」 ㈹ として,前 述 の第三章 にお ける分析 と同様 の分析 を

行 った。

そ して,以 上の よ うな認識 に基 づきRuding委 員会報告 書は,「 皿 政策勧告」 働 中の

「法人税」 ㈲において,「 法定法人税 率」㈹ と題 して次の よ うに述 べ る。

す なわち,「 共 同体 内でのク ロス ・ボー ダーな投資 に対す る障害を除去す る場合,加 盟

国の法 人に関す る課税標準及 び税 率の相違 が,資 源 の配分 に影 響 し,か くして競争 におい

て歪み を惹起す る ことに よって,よ り大 きな重要性 を帯び るに違いない。その よ うな障害

の除去 とともに,こ れ らの種類 の租税 上の相 違は,全 体 として共 同体 内の法人に関す る課

税 標準 を浸食 す る傾 向 にある節 税(taxpl㎜ 【血g)及 び問題 の多い会計慣 行(ques廿onable

accou而ngpracUces)の 余 地を増 加す ることが また,予;期 され るので ある。加盟国間 の過剰

な租税 競争 の余地を減 じるため に,中 期的に法定税 率 と課税標準 の双方 の観 点か ら,最 低

限 の調和化 が図 られ る こ とが 望 ま しい と,(Ruding一 筆者)委 員 会 は信 ず る(第 二段

階)。 明 らか に,税 率の調和化 に関す るい くつか の提案 は,課 税標準 の同時的調和化 な く

(43)、 砿,p.194.

(44)鼠,p.195.

(45)鉱,p.201."皿 一Pohcyr㏄o㎜ ㎝ 曲o㏄.,,

(46)1鼠,p.207.``Coτporationtaxes."

(47)1鳳,p209.``Statutolycolpolationtaxrates・"
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して は,効 果 のない もの とな ろ う」(48)と論 じる。

さ らに,「 法定法人税 率に 関 して,最 低税率 は,加 盟 国の現在 の租税収入 に影響 を与 え

るこ となく,加 盟国に最 大限の国 内におけ る租税 中立性(domesdctaxneutrality)を 達成す

るた めの 自由を与 えるよ うな水準 に設定 され るべ きである。(既 存 の法人税 の役割 は,各

国 自 らが決定すべ き事項で ある。)よ り高度 な国内にお け る租税 中立性 は,こ の方法 にお 一、

いて,一 般 に認 められ た会計原則 に基づ き法 人の課税標準 を最 大限可能 な範 囲にまで拡大

す るこ とに よ り,か っ,法 定税 率 を引き下げ るこ とによ り,達 成 され うる」㈲ とす る。

また,「 課税可能利益 の定義 」(50)と題す る項 において,次 の よ うに続け る。

す なわ ち,「 財 務報 告 目的 のた め に作成 され る醇 計算 書類(co㎜erci組acco皿ts)

は,す べての加盟 国におけ る課税可能所得 の算定 のための起 点 となるべきである と,委 員

会は信ず る。 しか しなが ら,財 務諸表は共 同体 にお いて未 だ十分 に調和化 してお らず,そ

して多 くの場 合,税 務以外 の 目的に資す る とい う事実 に注意 を引かれ る」 ωと述 べ る。

さらに続 けて,「 したがって,い くつか の相違 は,商 事 目的のための計算書類 において

示 され る結果 と租 税 目的のた め に示 され る結 果 との問 に,存 続 す るに違 いない。(例 え

ば,配 当の二重課税 に関す る控除 のよ うな)租 税技術上 の理 由のために,課 税可能利益が

会 計 目的のための利益 とは異な る場合,こ の ような相違 の必 要性 は 自明である。 同様 に,

税務 目的のために行 われ るい くつかの修 正 は,年 次計算書類 に反 映 され るべ きではない」

㈱ とす る
。

そ して最終 的に,「(Ruding一 筆者)委 員 会 は,商 事計算 書類 と租税 目的 のた めに使

用 され る計算 書類 との間の相違 を減 じるた めの適切 な手法 を とることを(欧 州共 同体)委

(48)1Zガd

な お,Ruding委 員 会 報 告 書 で は,当 該 報 告 書 に お い て行 わ れ た 様 々 な 勧 告 を,そ の 実 施 す べ き と考

え る 時期 に よ っ て 三 段 階 に 区 分 した の で あ る が,第 一 段 階 の 勧 告 に つ い て は1994年 末 ま で に,第 二 段

階 の 勧 告 に つ い て は,直 ち に 着 手 され るべ き で あ る と し,第 三 段 階 の 勧 告 に つ い て は,完 全 な 経 済 通

貨 同 盟 の 達 成 と 同 時 に履 行 され る べ き で あ る と主 張 した(1a,pp.202-203.)。

(49)1ぱ,p.209.

(50)配,p.212.``Defh亘tionoftaxableprofits."

(51)乃 鼠

(52)1ゐ ゴ6Z
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員会 に勧告す る(第 三段階)」(53)と したので ある。

もっ とも,こ のRuding委 員 会報告 書 の勧 告 につい て,欧 州委員 会 は採 択す る こ とな

く,し たが ってRuding委 員会報告 書は失敗 した とされ る(54)。

しか しなが ら,そ れ にもかかわ らず,「 財務報告 目的のために作成 され る商事計算 書類

は,す べての加 盟国 にお ける課税可能所得の算定のた めの起点 とな るべ きで ある」(55)とし

た点は注 目に値 す る。

けだ し,域 内各 国間 の法人税 制 の調 和化 を行 う場 合,Ruding委 員会報告 書 も指摘す る

よ うに,法 人税額が法人税率 と課税標準(す なわ ち所得)と の積 と して算定 され るもので

ある限 り,法 人税率 の調和化 ない しは統一化 を行 った としても,法 人税 の課税標 準 の算定

方法が各国に よって異 なるな らば,法 人の税負担 が異な るこ ととなる(56)。

そ のた め,課 税標準 の算定方 法の調 和化 ない しは統一化 を も行わ なけれ ばな らないので

あるが,こ れ までにみ た よ うに,EC域 内においては,商 法上の企業利 益 と課税所得 との

関連性が緊密 な国家 と緊密 とはい えない国家 とが存在す る結果,そ れ は企業会計方 法の統

一へ と発展せ ざるを得 ない ような
,困 難 な課題 と考 え られていた(57)。

しか し,そ れ に もかか わ らずRuding委 員会報告書で は課税標 準の算定 に際 しての,商

事計算書類 の基準性 が主張 され たのである。

(53)伽d

(54)村 井 正 ・岩 田一政 『EU通 貨統合 と税制 ・資本市場への影響』税研創立50周 年記念出版(東 京

日本租税研究協会,平 成12年(200年))28頁 。

(55)前 掲注(51)の 本文を参照。

(56>宮 島 司 「税務論か ら見た確定決算主義 と申告調整 主義」 『租税研究』(日 本租税研究協会)第

528号(1993年10月)41頁 。

(57)宮 島,同 上論文,41頁 。.
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第4節 二つの報告書の示唆するもの

以上の よ うなOECD報 告書及 びRudhlg委 員会報告書 にお ける議 論が示唆す るのは,ど

の よ うな ものであろ うか。

思 うに,OECD報 告書 も指摘 す るよ うに,財 務書類 にお ける企業状況 の真実かっ公正な

概観 の表示 は,財 務報告 と税務 報告 との分離 による以外 に図 り得ない ものではな く,注 記

等 に よる補足的情報 の提供 に よって も達成 可能な ものであ る。筆者 の理解では,EC会 社

法指令が,(連 結)貸 借 対照表及び(連 結)損 益計算書 に加 え,当 該補足的情報 を提供す

べ き附属明細 書(thenotesontheaccolmts ,1'a皿exe)の 作成 を企業 に義務づ け,か っ,こ れ

ら書類 によって構成 され る年次計算 書類(theamualacoounts,lescomptesallnuels)あ るい

は連結計算 書類(consoHdatedaccoun砥lescomptesconsohd6s)は 「一体 を構成す る(a

compositewhole,鉛ment㎜tout)」(第4指 令第2条 第1項,第7指 令 第16条 第1項)と

規 定す るのは,附 属 明細書にお ける情報提供 を含 めた計算 書類全体 に よって,企 業状況 に

関す る真実かつ公 正な概観 の表示が達成 され得 る ものである ことを予定 しているか らで あ

る。そ して,そ うで あるな らば,確 定決算主義 あるいは統 一報告 システ ムを採用 してい る

が故 に,財 務 書類 が企業状況 の真実 かつ公正 な概観 を示す ことができない とは,到 底 いい

得ない と解 され るのであ る。

少な くとも,OECD報 告書にお ける議論 では,前 述 の よ うに税務報告及 び財務報告 に関

す る一致要求が 「当該年 度の取 引の成果」,す なわ ち当期 純損益 に関す る会社 間の真 の比

較 を妨げ る とのみ指摘 し,そ れが貸借対照表 あ るいは利益 処分(損 失処 理)計 算書 に与 え

る影 響 については触れていない。 この ことか らして も,仮 に確 定決算 主義に逆基準性 が存

在 す る として も,そ れは何 ら財 務書類 にお ける企 業状況に関す る 「真 実かっ公正 な概観」
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の表 示 を阻害す るものではない といい得 るであろ う(58)。

そ もそ も 「例外 と して,本 指令(第4指 令の意。筆者)の 規 定 を適用す れば第3項 に定

め る義 務(真 実かっ公 正 な概観 を与 える義務 の意。 筆者)に 抵触す るこ ととな る揚合 に

は,真 実かっ公正 な概観 を与 えるため,(加 盟 国は一筆者)当 該規定の適用除外(の 制度

一筆者)を 設 ける1(第4指 令第2条 第5項 前段。第7指 令 第16条 第5項 前段参照)(59)

もの としてい る,そ の 「真 実かつ公 正な概観」 とは果 た していかなる概念 であるのかを明

らか にナ る必要 があろ う。 そ うでなけれ ば,確 定決算主義 あ るいは統一報告 システ ムが財

務 書類 にお けるその表示 を阻害す るか ど うか を議 論す る こ とはで きない ので あ る。 しか

し,こ の点 につ きOECD報 告書 において何 ら明 らか にされ ていないばか りか,EC会 社 法

指令 において もその定義付 けはな され てい ない。

そ こで,当 該概念 に関 し,わ が 国 と同様 に確 定決算主義 を採用 してい る とされ,EC会

社 法第4指 令 の国内法化が 図 られた フランス にお ける議論 を手掛 か りと して,次 章 におい

て補論的考察を試 み るこ ととす る。

(58)OECD報 告書 は,① 租税上の配慮 が計算書類上への一定の記入義務 を課す場合,及 び②当該義務

がない場合 でも簡素化や租税上の利益を得 る目的か らそれが企業に よって採用 され る場合,租 税上の

配慮 は財務諸表上の項 目に影響 を与える とする一方で,企 業が選択権 を有す るにもかかわ らず,そ の

財務諸表の作成 に際 して標準的会計原則(s加nd肛dacco㎜tlngpl血ciples)を 採用す る場合,租 税債務

(撚1踊 切 評価上の一時的遅延(㎞P・ 町d・1・y・)か ら生ずる繰延課税!d・ ㎞ ・d憾 ・廿・n)が 講

書 類 に お い て 示 さ れ る 場 合 に は,租 税 規 則 は 企 業 の 計 算 書 類 に 何 ら の 影 響 も 与 え な い こ と を 指 摘 せ ね

ば な ら な い と す る(OECD,ρ ρ.鷹 側p解no㎏(9),pI7)。

(59)"Whc爬inexcβptionalcasestheapphcationofapmvisionof血isD並 ㏄tiveis血compatiblewiththe

obligahonlaiddown血paragr葺ph3,thatprovisionmustbedep肛tedf}omlnordertogiveatmeandf討rview

wit1血t血emea!血gofparaglaph3."訳 出 は,山 口 ・清 原,前 掲 注(1) ,書,200頁 に よ っ た 。
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第 四章 フ ラン ズ にお け る第4指 令 の 国内法 化 と 「忠 実 な写像(image

飼61e)」

フ ラ ンス にお い て は,会 社 法 第4指 令 と国 内 法 との調 和 化 を 図 るべ く,『1978年7月

25日 付EC理 事 会 に よっ て採 択 され た第4号 指令 と商 人 及 び 特 定 会 社 の 会 計 義 務 との調 和

化 に 関す る1983年4,月30日 法 律 第83-353号 』(以 下,「1983年 調 和 イピ法 」 とい

う。)(Dに よっ て 『商 法典(Codede◎onlmer。e)』 及 び 『商 事 会 社 に 関す る1966年7月24

日法 律 第66-537号 』(以 下,「1966年 商 事会 社 法 」 とい う。)(2)の 改 正 が行 われ た。

この 改 正 後 の商 法 典(以 下,「 改 正 商 法 典 」 とい う。)(')は,「 年 次 計 算 書 類(comptes

㎜uels)は,貸 借 対 照 表(lebilan),成 果 計 算 書(1ecompteder6sultat)及 び 附属 明細 書

(uneamexe)を 包含 し,こ れ らは解 離 不 能 な一 体(untoutindissociable)を 構 成 す る」

(第H23-12条 第3項 後 段・)〔4)と規 定 し,「 年 次 計 算 書 類 は 正 規(r6guliers)で 誠 実

(sinceres)な もの で な けれ ば な らず,か つ,企 業 の財 産(pa血10ine),財 政 状 態 及 び 成

(1)Loi且 。83-353du30av血1983爬1a廿veala血se㎝h皿no㎡edesobliga廿o㎜comp励1es由sco㎜ 脚 おet

descertaj皿essoci6t6sav㏄la】VさDir㏄tiveadopt6eparleConseidesCom:munaut6seurop6ennesle25jui皿et

1978.

(2)Loin。66-537du24j曲et!966瓢lessoci曲co㎜ 翻e鼠

(3)な お,「 フ ラ ンス に お い て は,様 々 な 法 領 域 で 法 典 編 纂(cod血cation)の 作 業 が 進 ん で お り,66年

法(1966年 商 事 会 社 法 を指 す 。 筆 者)も,2000年9月18日 オ ル ドナ ン ス に よ り,そ の 実 質 的 な 内容

を変 更 しな い 形 で,商 法 典 に 統 合 され 」(山 田 純 子 『比 較 会 社 法 研 究 一21・ 世 紀 の 会 社 法 制 を模 索 して

一』 森 本 滋 編 著(東 京:商 事 法 務 ,2003年)86頁(脚 注4)),条 数 の 改 正 も行 わ れ た 。 した が っ

て,以 下 で は,特 に 断 りの な い 限 り,現 行 商 法 典 の 条 文 を示 す も の とす る。

(4>"Cescomptes㎜uelscolnpr㎝n㎝tleb皿an,1ecompteder6suhatetuneannexe,qui愈)ml㎝tuntout

血dissociable.,,

野 村 教 授 に よ れ ば,「 成 果 計 算 書 」 は,旧 来 当 期 業 績 主 義 思 考 に 基 づ い て 作 成 され て き た 一 般 経 営

計 算 書(compted'e耳ploit雄ong¢n翻e)と 損 益 計 算 書(comptedepertesetpmfits)と い う二 つ の 書 類 を,

包 括 主 義 観 点 に 立 っ て 統 一 し た も の で あ る と さ れ て お り(野 村 健 太 郎 『フ ラ ン ス 企 業 会 計 』(東 京=

中 央 経 済社,平 成2年)39頁),わ が 国 にお け る損 益 計 算 書 に 相 当 す る と考 え られ る 。 ま た,同 教 授

は,「 『注 記 』 と い う大 枠 が あ っ て そ の 中 に 附 属 明 細 書 も 含 ま れ る も の と解 さ れ る 」 と し,

《amexe》 を 「注 記 ・附 属 明 細 書 」 と訳 出 して い る(野 村,同 書,130頁)。
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果 に関す る忠 実な写像(imagefid合le)を 与 えなければな らない」(第Ll23-14条 第1項)

(5)と規 定す る
。そ の一方 で,「 あ る会計規定 の適用 が,本 条 に記載 され る忠実な写像 を与

えるに十分 でない ときには,補 足情報が附属明細 書において提供 され なけれ ばな らない」

(同条 第2項)(6)と 規定す ると ともに,「 仮 に,例 外 的な場合 において,あ る会 計規 定の

適用が財 産,財 政 状態 また は成果 の忠 実 な写像 を与 え るに適 して いない こ とを示 す な ら

ば,当 該規 定に違背 しなければな らない。 このよ うな違背は,企 業 の財 産,財 政 状態及 び

成果 に関す るその影響 の情 報 と ともに,附 属 明細書 において記載 され,か っ,適 正 に正 当

化 され る」(同 条第3項)(7)と 規定 し,附 属 明細書 とい う新たな書類 の作成を要 求す る と

ともに,商 法上 『忠実な写像』 とい う概念 を採 り入れたので ある。 ただ し,や は り改正商

法典 において も当該概念 についての定義 付 けはな され ていない。

この企業の写像 につ いての忠実性(fid61it6)は,そ の語源 にお いて 「1844年 以降イ ギ リ

スの法文 上認 知 され た 《真 実かつ公正 な概観》 の概念 のフランス語 にお ける表現以外 の何

もので もない」(8)と論 じられてい るのであ るが,そ れで は,わ が 国 と同様確 定決算主義 を

(5)"Les◎omp㎏sa【m圃sdoiv㎝te紅e郵6帥(証s,shlc帥esetdo㎜er㎜e㎞1唱e且dさledupa㎞oine,(kla団t皿 廿on

f㎞ci砺eetdur6su1槍tdel,en加qprise."

(6)"Lo岡uellapphca廿ondlme"escdp廿oncomptablenesu飯tpaspour(めmer1冒hnage且d61emenhom硫au

pr6sentar雌cle,desillfb:mationscomp16mentahesdoiv㎝te往efbumiesdansllamexe.,'

(7)"Sち ・㎞ ・mca・e脚d・m・U,a迎h・a廿 ・nd血 ・p・escdp廿 ・n・ ・mp頓b1・ ・e㈱1・ ㎞P・ 。P・ead。mer㎜ ・

㎞agefid61edupa血o血e,delasitu威ion丘nanci前eoududur6sultat,ndoitye柚e(㎞og6.Cetted愈ogationest

m㎝tiolm6eal'amexeetd血entmotiv6e,avecrhldicationdeso且 血且u㎝cesurlepat血noine,lasituation

f㎞ciaeetler6sultatdel曾entrqprise."

(8)Moni(peLuby,FrangoisPa阿 圖 城V田eliaPおq曲 並一S誕㎝o,D繍oo加 切㍑η傭 α加4e55㏄ 働 ε∫

Gπ)翼ρε翅εη却,Pa亘s:G■N-JOLY,1996,p.198.
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採用 してい る とされ るフランス にお いては('),こ の 「忠実 な写像」 とい う概念 は どの よ う

に理解 され ているのであろ うか。 フランスにお ける代表的 な見解 を,Doyenに 従 って検証

しておきたい。

Doyenは,上 記1983年 調和化法 に よる改正後 の商法典及び1966年 商事会社法,並 び に

プ ラン ・コン タブル 。o)の規定 を詳 細 に検 討す るこ とに よ り,そ の定義付 けを試 み てい る

(ll)

。

す なわちDoyenは,ま ず 当該 改正後 の商法典が,一 方 で,「 年 次計算書類 は正規 で誠

実な もので なければな らず,か つ,企 業 の財産,財 政状態及び成果 に関す る忠実 な写像 を

与 えなければな らない」(第Ll23-14条 第1項)と しなが ら,株 式会社 の経営者 に関す る

(9)内 山義雄 「各国における法人税申告の実務;連 載②一フランス法人税 の申告 と留意点」 『国際税

務』第17巻 第2号(1997年2月)46頁 。前掲注(76)参 照。野村,前 掲注(88)書,498頁 は,課 税

実務において 「作成 が求め られる各種税務表のなかに貸借対照表,成 果計算書 が挙げ られ るが,こ れ

らは82年 プラン ・コンタブル(第 皿版)の 年次計算書類 を構成 してい る貸借対照表,成 果計算:書のシ

ェーマに合致 したものとなってい る。 この ことは従来 と同様 に企業会計 で行われ る実践を尊重 し,そ

こから得 られた会計成果を基礎 としなが ら,税 務上の詣整計算 を行 って税務成果を算定してい く構造

を重視しているのである」 とする。なお,プ ラン ・コンタブルについては,下 記注(10)参 照。

(10)プ ラン ・コンタブルとは,「 厳密にはプラン ・コンタブル ・ジェネラル(p㎞comp頓bleg的 翻)

といい,会 計情報の期間比較や企業間比較の促進を 目的 とす る会計 の合理化 ・統一化の手段 として,

まずフランスで,っ いでベルギー,ス ペイ ン,ア フ リカ諸国な どで作成 された一般的会計指針 であり,

標準勘定組織 としての勘定枠(c㎝drecomptable)を 中心に財務会計基準 と原価会計基準 とを包含 した一

種の会計原則である」(中 村宣一朗 「プラン ・コンタブル」 『会計学大事典 第四版』森 田哲彌ほか編

(東京=中 央経済社,平 成8年)935頁)。 このプラン ・コンタブル もまた,第4指 令の内容を反映す

べ く改正 され るとともに,当 該改正後のプラン ・コンタブルは1982年4月27日 付の省令によって承

認 されたのであるが,そ の省令において企業は遅 くとも1983年12月31日 後に始まる年度か ら当該改

正後のプラン ・コンタブル に基づいて一般会計を実施することが義務づけ られた(野 村,前 掲注(4)

書,19-20頁)。 なお,フ ランスでは一般に,1947年 プラン ・コンタブルは第1版,1957年 プラン

・コンタブルは第 皿版 ,1982年 プラン ・コンタブルは第皿版 として位置づ けられている(野 村,同 上

書,15頁)。

(11)SimoneDOYEN,"LEXIGENCED贋MAGEFDELEFACEALAREFORMEDUCODEDE

COMMERCEETDELA■OISURLESSOC珀 蛇S,"伽 吻 ぬPα1α紅19糾,1。「s㎝.,p.211.
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刑 事罰 を規定す る1966年 商事会社法 にお いては,「 何 ら配 当 の分配がな され ない場合 に

おいて さえ,会 社の真実 な状況 を偽 る 目的 で,各 会 計年度 にっ き,当 該会計年 度の活動 の

成果,財 政状態及び 当該期 間の満了 時にお ける財産 に関す る忠 実な写像 を与 えない年 次計

算書類 を故意 に株 主 に対 して公表 あるいは提 出す る株 式会社(soci6t6anony血e)の 社長

(lepr6sident),取 締 役(lesadministrate腿rs)あ る い は 業 務 執 行 疫 員(lesdhecte鵬

g6n6raux)は,5年 の禁 固刑(empriso㎜em㎝t)及 び250万 フランの罰金刑(amende)に 処

せ られ るで あろ う」(同 法第437条 第2項)と し,厳 格 な規定 を設 けてい るに もかかわ ら

ず,当 該 規定 が忠 実 な写像 を与 える義務 にのみ言 及 し,正 規 性(r6guladt6)及 び誠 実性

(sinc6dt6)に 触れ ていない こ とを指摘す る(ω。 そ して この こ とか ら,1966年 商事会社 法

におけ る 「第437条 及び第425条 の解釈 にあた り,正 規性及び誠 実性 を有 しない計算書類

は,立 法者が要求す る 《忠実 な写像》(真 実かつ公 正な概観)を 明 らかに しないが故に,

《忠実性 》 の欠 如 で制裁 され るのみで十分 で あ る,と い うこ とを理解 しなけれ ば な らな

い」(13)とし,「 したがって 《忠実 な写 像》は少 な くとも,以 後 そ の適用 が会計法(laloi

comptaUe)と せ られ る修正プ ラン ・コンタブル ・ジェネラル に よって規定 され る計算書類

の正規性 の状況に忠実 なもので なけれ ばな らず,か つそれ は,忠 実な もの,別 言すれば欺

隔 価omperie)及 び不 公 平(pa而aht6)を 有 しな い もので あ らね ばな らな い 」(14)と論 じ

る。

そ して,こ の よ うな理 解 を も とにDoyenは,「 これ らの 状況 にお い て,(ま ず 一筆

者)必 要 とされ る忠実性 は,極 めて単純 に,会 計 法に よって規 定 され,誠 実性 とともに実

務 に適用 され る,厳 正 な規則 の慎重 な適用 に帰着す るのであろ うか。(あ るい は一筆者)

その反対 に,諸 規則か ら独 立 し,か つ,そ の時の経 済状況 の評価 を反 映す る写像 とい うも

の に関す る忠実性 を,我 々は理解 し得 るのであろ うか。(そ して一筆者)こ れ ら二っの極

端な命題 間 に,よ り柔軟 な解釈 の余地 は存 しないので あろ うか。そ うであるな らば,忠 実

性 の概 念 は,必 然的 に簡潔 な計算書類 の正確 な解釈 に必要 なす べての情報 を,諸 規則の尊

(12)1966年 商 事 会 社 法 第437条 は 現 在,法 典 編 纂;作業 に よ り,商 法 典 第L242-6条 と な っ て い る(上 記

注(3)-参 照)。 な お,有 限 会 社(soc撤6aIeミponsab皿 色1imit6e)に つ い て も,ほ ぼ 同 様 の 規 定 が設 け ら

れ て い る(1966年 商事 会 社 法 第425条 第3項,現 行 商 法 典 第L241-3条 参 照)。

(13)鼠,p.212.

(14)1み'd
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重 において,か ろ また,真 実 かつ誠意(真 実 かっ公正)に おいて提供す る義務,並 びに真 実

かつ誠 意の同様 の状態 にお いて,諸 規則 が本質的に選択 を もた らしているよ うな事 例を解

決 す る義務 を表現す るであろ うか」 と疑問 を呈 し,結 局 「修 正プラン ・コン タブルの基礎

であ る一般原則(p血cipesg6n6raux)及 びそれが規定す る よ り重要 な会計規則 の検討 は,

これ ら諸原則 及び諸規則 は実 質上,商 法典の新たな程草においてその重要な部 分が修正 さ

れ るのであ るが,上 記 に示 した3っ の解 答のいずれ が同時に よ り現実主義 的で あ り,か

っ,立 法者 の意図に よ り適合 した もので あるかの判別 を可能 な もの としなけれ ばな らない

で あろ う」 と結論づ け㈲,次 の よ うな論証 を試み ている。

まずDoyenは,修 正プ ラン ・コン タブル にお ける一般原則 及び会 計規定 の検討 に先 立

ち,「 我々が企業の財産 の価 値,成 果 の総額及び財政状態 を正確 に測定 し得 るのは,企 業

の清算 に際 してのみ であ る,と い うこ とをまず 第一 に強調す る。12ヶ 月の会 計年 度 とい

う企業生活の分割 は,仮 にそれ が不可避 な ものである として も,そ れで もなお必然的 に人

為的 な性 格 を有 してい るので あって,か つ,各 期 間の終了時 の計算書類 は,い くつ かの慣

習 の当該計算 書類 にお け る適用 を義務 づ け られ得 るにす ぎない ので ある」 とす る。そ し

て,こ の よ うな所見の下,修 正 プ ラン ・コンタブル に よれ ば,会 計が必要 な忠 実な写像 を

反映す るた めに充足 しなけれ ばな らない基礎的 な3っ の一般原則 は,第 一 に 「企業の財 産

及び成果 に重い負担 をか ける顕在 的,潜 在 的な将来 の不確実性 の(会 計年度 間の一筆者)

移 転 ,(transfbrt)の 危 険 性 を 回 避iす るた め の,事 実 の合 理 的 評 価 」 を意 味 す る慎重 性

(prudence)の 原則,第 二 に 「現行 の諸規則 及び諸手続 への合 致」 を意 味す る正規性 の原

則,そ して第三 に 「会計責任者 が通 常保持 しな ければな らない現実性 と取 引 ・事象及び状

況 の重要性 の認識 との関連 にお け る,そ れ ら諸規則 及び諸 手続 に関す る(会 計人 として の

一筆者)誠 意(bonnefbi)の 適 用」 を意味す る誠実性 の原則 で ある とす る(16)
。以上 よ り,

結局 の ところ,「 このこ とは,当 該写像 が正規性 及び誠 実性 を包含 し,か っ必要で あるな

らば,当 該写像が 同 じく慎重性 の原則の尊重 を必然的 に包含 す るこ とを示す とい うこ とを

証 明 し,し たがって我 々は,お 互い矛盾 した よ うな 《忠実性 》 の概 念 と慎重性 の概念 とを

対比 させ るこ とはで きない(そ の ことを人 々は危惧す る)で あ ろ う」 と論 じる('7)。

(15)1bゴ4

(16)1Zガ とま

(17)1Zガd
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次いで,会 計記録 に関す る諸規則 について は,資 産 の評価 方法 に着 目して以下の よ うに

論 じてい る。

す なわち,修 正プ ラン ・コンタブル は,原 則 として歴史的原価 に よる評価 を採用 してい

るが,時 価 が原価 を下回 り,か つ 当該過少価値 が著 しい場合 におい ては引当金 の設定等に

根拠 を与 える とす る一方 で,時 価が原価 を上 回る場合 にお いては当該超過価値 は原則 とし

て記帳 されず,た だそ の例外 として,附 属 明細書 におけ るすべ ての有用 な情報 の提供 とい

う留保 の下,借 方項 目に係 る法定 あるいは任意 再評価 の範 囲内で,企 業は価値調整 を行 う

ことができ ると規定 してお り,さ らに これ ら規則 は,再 評価 の場合,再 評価差額 は貸借対

照表 の貸方 に明瞭に記載 され,か つ欠損填補す るのに利用 され得 ない と規定す る商法典第

12条(第4項)に よって修正 され てい る。 したが って,こ れ らの こ とか ら,結 局忠実な

写像 の要請 は,会 計年度 内,あ るいは終了時の財 産の実際の価値 を表現す るいかな る簿記

的記録方 法を も意 味せず,再 評価 の場 合を除 き,従 来通 り例外的な ものに止 ま ると結論づ

けてい るのであ る㈹。

さ らにDoyenは,年 次 計 算 書 類(修 正 プ ラ ン ・コ ン タ ブ ル にお い て は財 務 諸 表

《documentsdesynth合se》 と呼称 され てい る。)の 作成 に関す る諸規則 について検討 し,そ

の作成のた めに考慮 され る会計上の仮定は,経 営 の継続性,会 計方法 の永続性及び会計年

度 の独立性で あると推 論 され る。 ここで,こ れ らの合理 的規則 は,そ の実際 の適用 におい

て様々な問題が提起 され,現 実 と して計算書類 の作成 責任者 に選択 の余地が残 され てい る

こ とか ら,忠 実な写像 の要請は,計 算書類 の健全 な理解 を可能 な らしめ るよ うなす べての

補足的情報が提供 され るこ とを必然的 に意味す るのであ り,こ れ らの情報 を与 えな けれ ば

な らない のが 附属明細書で ある。 この附属 明細 書は専 ら,必 然 的に簡潔 な もの とな らざる

を得 ない貸借対照表及び成果計算書 を説 明 しなけれ ばな らないのであ り,こ れ ら書類 のい

か な る変更 を も含 んで はな らない ので あ る。 そ して,そ こにおい て記載 され るべ き事項

は,修 正 プラン ・コンタブル ・ジェネ ラル及 び 当該規定 を修 正す る商法典の規定 に依拠す

るな らば,第 一にプ ラン ・コンタブル において列挙 され る,企 業が従 わなければ な らない

すべ ての会計 上の義務 的な仮定た る事項,第 二 に忠実 な写像 に到達す るた めに必要 な補完

的情報 を提供す る事項,第 三に忠実 な写 像に到達す るた めに必要 と考 え られ る例外 的場合

にお いて,会 計諸規則へ の不測 の違背 に言及 し,か つ説 明す る事項 の三種 に区別す るこ と

(18)乃 鼠
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がで きる。 これ ら情報が附属 明細書 において提供 され る限 り,忠 実な写像の獲得 に必要 で

ある正規性,誠 実性及び慎重性 を尊重す る貸借対照表,あ るい は成果計算書 の読者 は,十

分 な理解 の下で計算書類 の承認 の 日にお ける企業 の財産,成 果,財 政状態 に関す る判 断を

下す こ とが可能 とな る とともに,忠 実な写像 の要請 は尊重 され る。 しか し,そ れ は,長 所

で はあるが,附 属 明細書 にお いて提 供 され る情報 の範 囲の限定,忠 実 な写像 に到 達す るた

めに必 要な例外的 な場合 にお け る,当 該附属 明細書 における言及 とい う留保 の下での会 計

諸命令 への違 反,イ ン フレーシ ョンの影響 の取扱 い等 に関 して不確 実性 を有 してお り,そ

れ ら不確 実性 に解決策 を与えるた め,広 範な領域が判例 に残 され ている,と す る㈲。

以上の よ うな検討 に よ りDoyenは,「 結局,忠 実 な写像 は,正 規性,誠 実性及 び慎重

性 の一般原則,よ り広 い意味 では同意 され てい る(entendues)諸 規則 の尊重 において描写

され るもので あると,我 々は言い得 るので あ り,何 故 な らば,そ れ らは,附 属 明細書 にお

いて,計 算書類 において は表 され ない,あ るいは不十分 に しか表 され ないすべ ての情報 を

提供す ると とに意義 を有す る ものを包括す るか らで ある。全 く新 しい書類で あ るその附属

明細書 は,お そ らくそ の内容 に関 し,判 例が大抵 の場合 は判断 を下 さなけれ ばな らない も

ので ある」 ⑳ と結論 づ けてい るのであ る。

この よ うなDoyenの 見解 に従 うな らば,忠 実な写像 の要 請は,計 算書類 作成 の際 にお

ける法規遵 守性 と,そ の結果 としての必然 的簡潔性 及び不十分性 を前提 とした,計 算書類

の利用者 に対す る企業 についての可能な限 りの情 報の提供 であ るといい得 る。そ して,利

用者 に とって必要 な情 報が如何な るものであ るかは,判 例 の積 み重ね によって 明 らかに さ

れ るもので あることとな ろ う。そ うで あるな らば,忠 実な写像の要請 には,今 日にお ける

会 計基準の国際的調和 化 の 目的た るべ き財務 書類 の 国際的比較可能性 の担保 の要請 は含 ま

れ ていない のみな らず,申 告調整主義 を採 用 してい る場合 と同程度 の情報が,財 務 書類全

体 として当該財務 書類 の利用者 に対 して提供 され る限 り,確 定決算主義 がそれ を阻害す る

とはい えまい。

もっ とも,上 述の フランス にお ける 「忠実な写像(image五d61e)」 は,そ の語源 におい

てイ ギ リス にお ける 「真実かつ公 正な概観(tme㎜dfl血view)」 の単な るフランス語訳

で あったはず であ り,か つ,現 に会社 法指令 にお いて もこれ らは等 しい もの として取 り扱

(19)、 配.,pp.212-214.

(20).砿.,p.214.

一lll一



われてい るの であるが,「 イ ギ リス の 《真実かつ公 正 な概観》 をも とに して,共 同体 の忠

実 な写像 は,加 盟各 国それ ぞれ の国家権力 の意思 と会計 に従事 す る職業 的専 門家 の考 え

方,及 び多少 な りとも過 去 の重 くの しか かる遺産 に したがって,多 様 な方 向に向か って進

展 した。 したが って,今 日,フ ランス商法典第9条 の 《忠実な写像》は,イ ギ リス におけ

る 《真実かっ公正 な概観》 とは全 く異な った もの となってい る」(2')とす るPasqualiniら の

見解 もあ り,必 ず しも以上 の よ うなDoyenの 解 釈が,今 日にお け る 「真実かっ公 正 な概

観」 に関す る唯一絶対の もの とはい えない。

しか しなが ら,こ の よ うに,真 実かつ公 正な概観 あるい は忠実 な写像 とい う概念 に関す

る国際的な コンセンサ ス(合 意)が 形成 されてい る とはい えないに もかかわ らず,調 和化

に 向けた作業 がIASを 基軸 と して現 に着 々 と進 め られて いる こ とこそが疑 問視 され ねば

な らないので ある。 そ して,仮 に会計基準 の国際的調和化 が政治 的に不可避 な ものである

として も,そ の理念 が,企 業 の財務書類 にお いて 当該企業状況 に関す る真実 かつ公 正な概

観 あるいは忠実な写像 を表 現 させ,も って 当該財務 書類 の利 用者 を して企業 に関す る適正

な判断 を行 うこ とを可能にす る ことにある限 り,「 哲 学的な概 念 を土台 として調 和 を行 う

とい うこ とは,一 つのまや か しに過 ぎない 」⑳ として,議 論 を取棄す るよ うな こ とが あっ

て はな らない。

いわんや,IASC概 念 フ レーム ワー クにお いて主張 され てい るよ うに,根 本 的概 念 につ

いて の国際的 コンセ ンサス が未 だ形 成 され ていない状況にお いて,「(前 略)主 要 な質的

特徴 を適用 し,ま た適切 な会 計基準 を適用 す るこ とによって,通 常,真 実かつ公正 な概観

又 は適正な表示 がな され てい ると一般 に理解 され る情報 を伝 える財務諸 表 となる」㈲ とす

る安 易な理解 は,結 局の ところ,開 示 され る情報 に著 しい格差 の存す る多種多様 な財務書

類 の存在 を許 す こととな り,本 末転倒 の議 論 とい わなけれ ばな らない。 これ までの検討 か

(21)hby,F.Pas騨 ㎞&VPasq劇 血 一S田㎝o,⑳o鉱 叩 αnote(8),p」99.

DavidAlexander&C㎞stopherNobes『 欧 州 財 務 会 計 』 小 津 稚 加 子 ・山 口 桂 子 訳(東 京:白 桃 書 房,平

成10年(1998年))(原 書 名:オ 万節q解 αη 血 肋 伽 のoη'oF7η αηoゴαL400碑 η励g;■ondon:翫 ㎝ 廿ceHa皿,

1994)101頁 も,EU諸 国 に お い て 「 『真 実 か つ 公 正 な 』 と い う概 念 は,言 語 的 に も 哲 学 的 に も,各 国

で さ ま ざ ま に 解 釈 さ れ て い る 」 と す る 。

(22)Luby,F.Pasquahni&V,Pasqualini-Sa1㎝o,ρ μo鉱5ゆ πτnote(8),p.199.

(23)IASC,節a〃 昭wo沈 ノbア功8P即 α澱a距oηo卯4P陀5θ 砿αガoη 〈ジ、F7πα〃6ぬ1ε 孟己τ滋召η3θη鵡London:IASC,1989,paL46.
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らは,IASと わが国会計基準 との調和化 を必然的な もの と し,そ の調和化 に際 して確定決

算主義 が阻害要因 となってお り,し たが って廃止 されな ければな らない と結論づ けるこ と

もまた,拙 速 な議論 というほかない であろ う。
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第五章 結語

仮 にIAS等 の 「国際的 な会計基 準」を基軸 として各国会計基 準 の調和化 が達成 され る

な らば,表 面 的な財務書類利用者 の利便性 は増大す るで あろ う。

しか し,現 状において各国の会計基 準が相 当程 度相違 してい ることの原因が,各 国の会

計制 度がその経済的 ・文化 的背景 に深 く根 ざして発展 して きた こ とにあ る とす るな らば,

その相違に は何 らか の必然性が ある と理解 され るので ある。そ の場合,一 つ の 「国際的 な

会計基準」 の下 に各 国の会計基準 を統一す るこ とが,果 た して企業状況 の真実かっ公正 な

概観 の表示 に資す る といい得 るので あろ うか。大い に疑問で ある。

現代企業会 計は,継 続企業 を会計公準 としω,会 計処理方 法にっき多 くの選択肢 を設 け

なが らも,し か し,実 際に適用 され るべ き会 計処理 方法 の選択 にあたっては,個 々の企 業

の実態 を最 もよく知 りうべ き経 営者(取 締役)を して客観 的に妥当性 を有す る判断 を行わ

せ,そ の こ とに よって財務 書類 にお ける企 業実態 の適正な表 示が達成 され るこ とを期待 し

てい るので あって,ま さにこの点 にこそ現代企業会計の根 幹,さ らには確定決算主義の本

来 的意義が ある と解 され るのであ る。

現在,少 な くともわが国において は,IASが 「国際的な会計基 準」 になる もの として最

も有力視 されて いる と解 され る。 しか し,当 該IASの 設定 が 「代替的会 計処理方法 の多

様性(選 択 肢)を 少 な くし,も って会 計基 準を統一」 ωす る ことを最終的 な 目標 としてい

る とす るな らば,IASに 従 って作成 され る財務 書類 が企業実態 の適正な表 示 をな し得 るも

ので ある とは到底 い えまい。国際的 に会計基 準を統一 し,い わば単な る形式的 な比較可能

性 を確保 しよ うとす るこ とは,か えって企業実態 の適正な表 示(す なわ ち真実かっ公正な

概観 の表示)を 阻害 す るものである といわ ざるを得ない。

新 井教授 によれば,「 選択肢の容認 と比較可能性 の達成 とは,ト レー ド・オ フの関係 に

ある」 。)とされ るので あるが,「 比較す る ことの 目的は,類 似 点お よび相違点 を見つ け出

(1)会 計 公 準 に つ い て は,第 二 章 の注(76)を 参 照 。

(2)広 瀬 義 州 「会 計 基 準 の 調 和 化 を め ぐ る諸 問題(下)」 『旬 刊 ・商 事 法 務 』 第1298号(1992年9月

15日)16頁 。

(3)新 井 清 光 「会 計 基 準 の 国 際 的 調 和 一 そ の 将 来 の シナ リオ ー 」 『税 経 通 信 』 第47巻 第1号(1992年

1,月)11-12頁 。
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し,か つ 明確 にす る ことにあ る。 比較可能性 を同一性 と混 同 しては な らず,相 違点 を明確

にす る ことができるな らば,し ば しば類似 点か らよ りも相違点 か ら多 くの ことを学 ぶ こと

ができ る」ωので ある。 そ うだ とす るな らば,会 計基 準を統一 し,経 営者 の判断 の余 地を

排 除 して しま うことに よって達成 され る比較可能性 に,一 体 どの ような意 味がある とい う

のであ ろうか。

理 論上 は,確 定 決算 主義(統 一報告 システ ム)で あれ 申告調 整主義(分 離報 告 システ

ム)で あれ,そ れ を単 なる課税所得計算 にお ける技術 ととらえる限 り.そ のいず れ であっ

て も同一の計算結果(す なわち課税所得金額)に 到達す るこ とが可能で あ り,し た がって

そ の意味ではいずれの主義 を採 用 して も良い とい えよ う。

しか し,今 日主張 され ている確定決算主義廃止論 は,い ずれ も理論的正 当性 を欠 くばか

りで な く,そ もそ も法人所得課税 にお ける企業 の 「課税所得」 と 「決算上 の利益」 との関

係 を どのよ うに考 えるか,換 言すれ ば法人所得課税 はいかにあるべ きか,と い う視 点が欠

落 している とい わ ざるを得 ない。

企業 が,一 方 で会 計上利 益を計上す るとともに当該会 計上 の利益 を原 資 として株 主 に配

当 し,他 方,課 税所得 計算 においては欠損 を計上 して法人税 を負担 しない とい う:事態は,

一般 納税者 の常識や公 平感 の観 点か らは許容 しがたいものであ り(5},原 則 として課税 所得

と決算上の利 益 との一致 を求 める確定決算 主義は,こ の よ うな納税者 の常識 ない しは公平

感 と合 致 した ものであ る といえ よ う。

確 か に,税 法 と会計法規 とは,そ の 目的 において相違す る部分があ るこ とは否定で きな

い。 しか し,そ うで あるか らといって,目 的 にお いて異な る部分が あるか ら別個 の計算体

系が あるべ き との単純 な議論 とはな らないで あろ う。

けだ し,両 者 の 目的 に多少な りとも相違 点が ある として も,OECD報 告 書が述べ るよ う

に,「 会計及び課税 システ ムはいずれ も,特 に資産 ポジシ ョン と,そ の 中で も経 営成果を

決定す るに役 立っ であ ろ う事 実を評価す る必 要性 に直面 してい る。 したがってそれ らは,

(4)FASB,g麗 α伽 加 ¢C乃酵願 傭 伽qμoα 剛〃伽g1ゆ η顧oη,S血t㎝entofFin{mcialAcco㎜ 血gCon卿ts

耳o.2,FASB,May1980,paL119.訳 出 は,平 松 一 夫 ・広 瀬 義 州 訳 『FASB財 務 会 計 の 諸 概 念 く改

訳 新 版 〉』(東 京:中 央 経 済 社,1994年)117頁 に よ っ た 。

(5)清 水 治 「確 定 決 算 主 義 に っ い て 」 『確 定 決 算 に つ い て の報 告 』(東 京:日 本 租 税 研 究 協 会,平 成

6年)70頁 。
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問題 に関す る本 質的 フィール ドを共有 し,か っ,広 範 囲に一方 が他 方 と関係 す る」(6)ので

あ るな らば,原 則 として両者 は,同 じ計算体系で あるこ とがむ しろ 自然だか らで ある。

各国会計基準 の調和化が何 らの矛盾 もな く実行 可能 な もので あるな らば,そ れ は歓 迎す

べき ことで ある。

しか し,現 在我 々に必要 とされてい るのは,わ が国会計基 準の 「国際的な会 計基 準」 と

の調和化 を不可避 なもの と前提 した上で,当 該 「国際的な会計基準」を無批判 に受 け入れ

る ことでほあるまい。 「国際会計基準 をめ ぐる議論 に振 り回 され ることな く,中 長 期的な

視 点で,わ が国の企業会計や商法会計 の制度 を国際的 に整合性 が とれ るレベル まで改善す

ることが検討 され るべ きで ある」 σ)との,も っ ともな指 摘 もな されてい る ところであ る。

そ して,わ が国会計制度の改善 は,「 国際 的な会 計基準」 との統一に よってではな く,財

務 書類 において提供 され る情報 の質及び量 の両面 にお ける拡 充に よって図 られ なければな

らないので ある。

また,「 アング ロサ ク ソン諸 国の基 準設 定機 関(例 えばFASB)や 国際会 計基 準理 事会

(IASB)に よって 『基礎 的会計理論』(basicaccou面ngtheoly)と して採用 され た意思決

定有 用性 アプロー チ」は 「反 証性 を欠い た理論 」で あって(8),重 大な 問題 を抱 えてい る と

ともに,当 該アプ ローチは,「 科学的な 『正 しさ』 を備 えてい るか らではな く,信 念 と し

て英米 の基準設定者た ちに広 く共有 されて いるか らこそ,基 準設定のた めの基礎 的会計理

(6)OECD,Wor㎞gG⑩uponAcco舳 ㎎S㎞ 伽d臥 ㎜R盟 π0㎜:P1辺 雁 丼 ㎜ 刀0蝉 溜D

㎜ 一R卿Gl㏄ の…CCO㎜qACCO㎜GS脚 螂S㎜OM払 皿ON

No.3,Paゴs:HεadofPUblication6Service,OECD,1987,p.13.

(7)神 田秀樹 「会計基準め国際的調和 と商法」 『企業会計』第46巻 第1号(1994年1月)44頁 。

斉藤教授 も,「 国際会計基準は非常に重要な環境制約 」で あり,「 それを十分意識 して 日本 の基準

を考えていかなければいけない」 としなが らも,「EUの よ うに市場を統合するのでない限 り,法 的な

環壌 を始め各国の条件 を完全に無視 してインフラだけを統一するのは,少 なくとも成熟 した資本市場

を持つ国では」不可能であ り,「 国際会計基準に 目本の基準 をどこまで適合 させ るかは,日 本 の市場 ㌦

関係者がこれから決 めていく問題」である とする(神 田秀樹 ほか 「平成14年 商法改正 と会計 ・計算二

商法会計の論点と実務対応 一 〔上〕」 『旬刊 ・商事法務』第1670号(2003年8月5日 号)11頁(斉

藤静樹発言))。

(8)藤 井秀樹 「英米型会計規制の信念 としての意思決定有用性アプローチ ー我が国はそれ とどう付 き合

うべきか一」 『JICPAジ ャーナル』第14巻 第8号(通 巻第565号,平 成14年(2002年)8月)21頁 。
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論 として四半世紀以上 にもわたって機 能 してきた」(')とも論 じられ る。 「我が 国での基準

調和化 も,英 米型基準 に沿って進 め られ ている限 りにお いて,意 思決 定有用性 アプ ロー チ

の影響 を抜 きに しては語れ ない」㈲ とす るな らば,こ の よ うな指 摘は,看 過 し得ないであ

ろ う。

現在,我 々に求 め られ てい るのは,各 国の商慣行 あ るいは会 計環境の相違や 特質 を理解

す る とともに尊重 し,十 分な議 論 を尽 くした上で,財 務 報告の あるべ き姿を探求す ること

であるに違 いない。

(了)

(9)藤 井,同 上 論 文,22頁 。

(10)藤 井,同 上 論 文,21頁 。
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